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序章  課題と方法 

 

道の駅は、1993 年に建設省(現在：国土交通省)により創設された、安全で快適に

道路を利用するための道路交通環境の提供、地域のにぎわい創出を目的とした施設に

対する登録・案内制度である。道路の休憩施設として始まった道の駅の基本的な 3

つの機能は、「休憩機能」、「情報発信機能」、「地域の連携機能」とされる。さらに近

年、「防災機能」、「医療・福祉機能」、「住民サービス機能」等、その機能は、ますま

す拡大しつつある。このような公益的機能とは別に、制度の発足時から注目される機

能として農産物直売所、レストラン等の「経済的機能」が有名である。これらから、

道の駅は公益的機能を持った公共施設でありながら、それ自体が採算性を求められる

経済主体として機能しているというところが機能的な特徴であるといえる。全国の設

置数は、第 1 回登録(1993 年)の 103 駅から、第 47 回登録(2017 年)の 1,117 駅にま

で増加し、今や国民に広く知られる施設にまで成長した。 

道の駅が、このような機能的特徴を持つ施設として発展してきたことの根拠は、

道の駅の基本コンセプトを「訪れる人と地域の接点であり、うるおいと安らぎを与え

るとともに、地域の顔として、個性的で魅力あるものとすることが望まれる」とし、

「地域とともにつくる個性豊かなにぎわいの場」であるとする、道の駅の制度発足時

に取りまとめられた提言に見ることができる。同提言は、道の駅を公共的な空間施設

とすると共に、それ自体を経済活性化の拠点という経済主体として位置付けている。

制度発足後 20 年あまりが経過した現在でも、道の駅は、人々が集う公共空間であり

ながら、各駅が独自の創意工夫により運営され、独自の経済振興策を行う拠点となる

という基本コンセプトを維持しながら、発展を続けている。そして、多様な公益的機

能を持つ道の駅に対する期待は、近年ますます大きくなり、道の駅は今や、「観光立

国推進政策の拠点施設」、および「地方創生政策の拠点施設」として、国の地域政策

の中心的拠点施設に位置づけられるまでになった。 

道の駅のもつ公益的機能は、その性質から次の 2 点に整理できる。すなわち、 

(1) 道の駅自体が公共施設としての機能を有していること ：  

道の駅は、「休憩機能」、「情報発信機能」、「地域の連携機能」に加えて、「医療・

福祉機能」、「防災機能」等の公共施設としての機能を備えている。地域住民と、他の
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地域からの来訪者との「コミュニケーションの場」という「コモンズ」として、道の

駅が、来訪者の案内、地域住民の福祉、防災等に役立つことは、重要な公益的機能で

ある。 

(2) 道の駅が、その地域内での地方創生の拠点として、地域経済の発展をけん引する

経済主体であること ：  

道の駅は、地域における地方創生政策の中心的拠点施設として位置づけられてい

る。地域経済の発展には、地域における人々の嗜好と生活様式の変化に対応するイノ

ベーションが起こることが不可欠である。特に、中山間地域等の条件不利地域にとっ

て、地域経済全体を発展させるイノベーターとしての道の駅の重要性は極めて大きい

といえ、このことも道の駅の公益的機能とみなせる。 

さらに、道の駅は、次のような制度的特徴も有している。道の駅の登録・案内制

度は、地域の創意工夫で運営されるという、自由度のある制度を採ってとっていると

いう点である(建設省道路局監修・財団法人道路保全技術センター編集(1993))。ダグ

ラス・C・ノース(1994)によれば、一般的な制度は「社会におけるゲームのルールで

ある。あるいは、より形式的に言えば、それは人々によって考察された制約であり、

人々の相互作用を形づくる」と定義される。すなわち、彼によると制度とは、人間相

互の効用を重視し、高めるために制約条件を伴うと定義される。この観点から見れ

ば、道の駅は制度であるにもかかわらず、その制約条件が極めて低い水準にある独特

な制度であるといえよう。しかも、この制度的な斬新性が、マーケティング学会で評

価され、道の駅は 2015 年に、「第 7 回マーケティング大賞」を受賞している。現

在、道の駅が、観光立国推進および地方創生政策の拠点として、国の地域政策の中心

的施設に位置付けられ、1,117 駅と数が増加してきているのも、他に例を見ないこの

ような特徴を備えているからであると思われる。本研究では、以上の制度的特徴にも

焦点を当てる。 

このように、道の駅は、一般的な公共施設とは異なる機能的特徴と制度的特徴を

有しているとみなせる。これまで、いくつかの道の駅に関する学術的研究が行われて

きた。まず、道の駅の公共施設としての機能のうち、基本 3 機能に関する研究に

は、北村他(2000)がある。また、戸田・酒本(2015)は、道の駅の休憩・情報発信・地

域の連携の基本 3 機能以外に、人と人、モノと組織の結節点としての機能の大切さ
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も検証している。林他(2011)は、東日本大震災の経験から、道の駅における防災機能

の可能性を分析している。そして、経済的機能に関する分析として、嶋(2015）があ

る。彼は、農業総産出額、生産農業所得に、道の駅のダミー変数を入れて分析してい

る。さらに、中村他(2008)は、単一方程式により、道の駅の経済的機能に関して計量

分析している。 

しかし、先行研究は、いずれも個々の機能的・制度的特徴を、それぞれ個別に取

り扱った研究のみで、道の駅ならではの複合的、多様な特徴を、総合的に取り扱った

研究は、これまで行われていない。さらに、道の駅運営に関する要因間相互の因果関

係を取り扱ったような研究は皆無である。先にも述べたように、道の駅の登録・案内

制度が始まって 20 年以上が経過し、その数も 1,000 を超えるまでに増加した。道の

駅と一括りに言っても、設備、運営状況はさまざまで、特に、人口減少に悩まされて

いる中山間地域等の道の駅の中には、経営が厳しい駅も存在することも事実である。

このような現在、経営の危機に晒されているような道の駅が、赤字を解消し、今後も

地域活性化のために更なる効果を発揮するためには、道の駅の有する特徴を網羅した

総合的な研究が必要になってくるであろう。 

そこで、本研究では、同時方程式モデルを用いた計量的分析により、道の駅の機

能的特徴、制度的特徴を考慮に入れ、その経済的要因(売上高、入場者数、管理費等)

の変数間に見られる因果関係を計量的に明らかにする。あるいは、公共施設としての

機能である防災機能に関しても、経済的要因との因果関係をプロビット・順序プロビ

ットモデル等の計量的手法を用いることで明らかにすることを試みる。そして、多様

な特徴を反映した道の駅の地域に果たす効果を、計量分析から導かれた弾力性等の客

観的、定量的な推計結果を検証することを通して、今後の道の駅を中心とした地域活

性化の方策を提言する。さらに、このような特徴を持つ道の駅の地域に対する経済波

及効果を、産業連関分析によって推計する。このことで、地方創生政策、小さな拠点

政策、観光立国推進政策による道の駅を拠点とする地域活性化政策の効果の検証を行

う。 

本研究の構成は次のようである。まず第 1 章では、道の駅の登録・案内制度発足

の歴史と展開を解説し、道の駅が現在のような地方創生の拠点として定着するに至っ

た歴史を述べる。つづいて第 2 章では、本研究の分析、検証に用いる理論的枠組み
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に関して述べる。第 3 章と第 4 章では、道の駅の経済的機能に関して、売上高に関

する計量的分析を行う。具体的には、売上高、駐車数、入場者数、イベント数等の相

互因果関係を同時方程式を用いて分析する。まず、第 3 章において、PFI(民間資金

等活用事業)で設立された道の駅を対象とし、そして、第 4 章では、道の駅に新たに

適用されるようになった交付金(農山漁村活性化プロジェクト支援交付金、社会資本

整備総合交付金：以下では、新交付金とする)を対象として、それぞれについて経済

的要因間の因果関係を分析する。第 3 章および第 4 章で、道の駅の経済的機能に注

目したのは次の理由による。すなわち、道の駅は、国や地方自治体等により設置され

た公共施設であるので、その公共性は第一に考えられなければならない。しかし、施

設の運営費は税金のみに頼るのではなく、道の駅自身の経営によって賄われることが

望まれる。その意味で、道の駅の経営面すなわち、経済的機能は、なくてはならない

機能と言えるからである。さらに、PFI 制度とは、民間のノウハウを取り入れて、公

共施設の設置運営を行う新しい制度である。新交付金は、交付金の使途を地元の裁量

に任せるという自由度のある制度である。 

そして第 5 章では、道の駅の果たす公共施設として最も重要な機能の一つである

「防災機能」に関して分析する。道の駅の新たな展開方向を考える際、考慮しなけれ

ばならないのが防災機能である。東日本大震災で、被災者の臨時避難所として、自衛

隊の中継拠点として等、災害の復旧復興に多大な貢献をしたことから、道の駅の防災

拠点としての機能は非常に重要で、今後も強化されるべきであると言える。例えば、

自家発電装置、非常用トイレ、貯水槽、災害情報提供装置等は、今後すべての道の駅

に設置されることが検討されている。災害時には避難、医療施設として利用可能な宿

泊施設、温泉施設、キャンプ場等、防災機能として利用可能な多角的設備に関しての

調査結果と経営との関係を計量分析により明らかにする。最後に第 6 章では、この

ように公共性を保ちながら、それ自体が経済主体として運営される道の駅の地域に対

する経済波及効果を、産業連関分析の手法を用いて分析する。実際には、兵庫県の但

馬地域(農村地域)、阪神地域(都市近郊地域)、神戸市地域(都市地域)の道の駅を対象

として、地域に対する経済波及効果、雇用効果を推計し、各地域における効果と、地

域的特徴による効果の違いを比較検討する。 

以上のように、本論文は、第 1 章で道の駅の歴史的展開、第 2 章で理論的展開を
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整理・考察し、問題の対象を設定し、第 3 章から第 6 章において、計量的、経済学

的実証分析を行うという構成で取りまとめる。日本経済が成熟期を迎えたといわれる

現在、各地域が競争し、その結果もたらされるであろう均衡ある発展は、経済が今後

も持続的に成長するための唯一の方策であるともいわれる。道の駅は、今後の日本の

経済成長政策の中心的施設として期待されている。本論文では、道の駅の経済的機能

と地域に果たす代表的な公益的機能である防災機能の分析を行い、その効果を経済波

及効果として分析した。本研究は、これらの一連の研究から、日本の地域振興さらに

は、経済発展の方向性を示すことを目指すものである。 
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第 1 章 道の駅の歴史的展開 

 

はじめに 

 

上述のように、道の駅は道路利用者のための「休憩機能」、道路利用者や地域住民

のための「情報発信機能」、道の駅をきっかけに町と町とが手を結び活力ある地域づ

くりを共に行うための「地域の連携機能」の３つの機能を併せ持つ施設に対する、国

土交通省による登録・案内制度である。2006 年の観光立国推進基本法制定で、観光

立国推進の拠点とされ、さらに、2014 年には地方創生政策の推進拠点として位置づ

けられ、国の地域振興政策にとって重要な役割を担うことになった。 

道の駅の特徴は、その運営に地域の創意工夫が活かされるというところにある。

そのため、道の駅は地域によって特色を持った運営がなされ、その地域色があること

が来訪者の人気となっている。この創意工夫を重視するという制度は、発足時の社会

実験をはじめとする地域と行政による試行錯誤によって生み出された。そして、その

制度は、発足時に組織された「道の駅懇談会」によって正式に道の駅登録・案内制度

として明文化され、建設省（現・国土交通省）に提出された。本章では、まず道の駅

登録・案内制度が設立された経緯を、建設省道路局監修・財団法人道路保全技術セン

ター編集(1993)をもとにして示すことにする。そして、どのような経緯を経て現在の

ような観光立国の推進拠点、地方創生の拠点として、国民生活に欠かせない公共施設

となったかを、国土交通省 HP 等の資料をもとに述べることにする。 

 

第 1 節 道の駅の展開 

 

1 道の駅の誕生 

 

道の駅というコンセプトは、1990 年 1 月に行われた「中国地域づくり交流会シン

ポジウム」において「道路にも鉄道の駅ようにトイレがある駅があってもよいのでは

ないか」という、出席者からの提案がなされたことに始まるとされる 1)。その後、以

下のような経緯をたどり、道の駅の制度が確立された。まず、1991 年 10 月から山
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口県、岐阜県、栃木県で仮設の休憩・案内施設を用いた社会実験が行われた。実験の

目的は、一般道路の休憩施設と市町村の整備する各種の地域振興施設とを一体化し、

サービスの高度化・多様化を図り、これを道の駅と呼んで地域情報の発信基地としよ

うという試みであった。社会実験は、1992 年 4 月まで約半年間にわたって行なわれ

た 2)。その結果、道の駅によって「地元のコミュニティが活性化された」、「地元特産

物を PR 出来た」等の多くの効果が報告された。 

1992 年には、「美しく豊かな地域づくり～道の駅からのアプローチ」シンポジウム

が開かれ、多くの参加者を集めた。道の駅の基本コンセプトは、その後 3 回にわた

って開かれた「道の駅懇談会」と「道の駅 駅長会議」の開催を経て、道の駅懇談会

が取りまとめた最終意見によって確立された。取りまとめられた提言が建設省 (現：

国土交通省) 道路局長に提出、大臣に報告された。その間、岐阜県高山地方の実験施

設の現地見学や、道の駅の案内板デザインや意見・提案の公募が行われ、道の駅の考

え方はますます、全国的に注目されるようになった。この経緯を経て、1993 年 2 月

23 日に国により道の駅登録・案内制度が創設された。登録の申請・受付を経て、

1993 年 4 月 22 日に第 1 回目の道の駅登録証が、103 の施設に交付された(表 1-1 参

照)。 

先に述べたように、道の駅の基本コンセプトは、1992 年に開かれた有識者で構成

される道の駅懇談会(会長：越正毅)で検討され、決定された。懇談会は、学界、政

界、財界、作家、報道関係者等の 14 名の委員で構成され、計 3 回開かれた(第 1 回 5

月 20 日、第 2 回 7 月 10 日、第 3 回 12 月 2 日)。協議結果は、「道の駅に関する提

言」として取りまとめられ、建設省(現 国土交通省)道路局長に提出され、大臣に報

告された。同提言において道の駅の基本コンセプトは「休憩・情報交換・地域連携の

機能をもった、地域とともにつくる個性豊かなにぎわいの場」と定義された。つづい

て、懇談会提言について詳しく述べることにする。 

 

2 道の駅懇談会提言～個性豊かなにぎわいの場づくり～ 

 

 道の駅懇談会提言には、道の駅の発祥に至った経緯とともに、道の駅が展開・

発展していく中で必要なコンセプトが明記されている。そして今後も、変わることな 
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表 1-1 道の駅の制度成立の経緯

 

資料：建設省道路局監修、財団法人道路保全技術センター編集(1993)第 1 部、p. 4。 

 

く維持していかなくてはならないとされている。表 1-2 に本提言の要約を示す。提言

では、道路を社会空間として捉え、道路とさまざまな社会活動とのかかわりに着目し

て、道の駅を既存の地域振興施設と連携した交流の拠点として位置づけている。そし

て、道の駅を、新しいタイプの複合多機能休憩施設として設置することの意義及びあ

り方について検討した結果が述べられている。提言の要約と、提言を取りまとめた懇

談会委員による各意見を要約して示すことにする。 

 

懇談会委員の意見の要約 (ただし、カッコ内は、各委員の当時の肩書を表す) 

○越 正毅 座長 (東京大学工学部教授) 

①一般道路に欠如している休憩施設、地域振興施設の連携。余暇の増大の時代、地 

域の高齢化問題、女性の社会進出、ゆとり教育という社会的趨勢に合っている。 

②車で移動すると沿道地域の暮らしに接する機会が多い。道の駅で土地の人々と交

流し、休憩サービスを受け、物産に接するということによって、地元の人と来訪

者との交流が図られる。海外には、ツーリスト・インフォーメーションというサ

ービス・ネットワークがあるが、道の駅のような多機能施設・システムは存在し

ない。 

 

年・月・日 出来事

1990年1月
広島市で地域活性化のシンポジウムが開かれ、一般の出席者が「道路にも鉄
道の駅のように、トイレがあったらよい」と発言。この提案が「道の駅」制
度創設のきっかけに

1991年3月～1992年4月
山口、岐阜、栃木各県で、地元自治体の主体性に基づき、仮設の休憩・案内
施設を利用した施設の社会実験を実施

1992年3月30日
「美しく豊かな地域づくり～道の駅からのアプローチ」と題したシンポジウ
ム開催

1992年5月20日 第1回「道の駅」懇親会開催
1992年7月4日 岐阜県高山地方における現地見学会実施
1992年7月10日 第2回「道の駅」懇親会開催
1992年8月～9月 「道の駅」の案内板デザイン、意見・提案を公募
1992年11月18日 「道の駅」駅長会議開催
1992年12月2日 第3回「道の駅」懇親会開催

1993年1月18日
「道の駅」懇親会による「「道の駅」に関する提言～個性豊かなにぎわいの
場づくり～」が道路局長に提出および建設大臣に報告される

1993年2月23日 「道の駅」登録・案内制度を創設
1993年3月10日 「道の駅」の登録申請書受付

1993年4月22日 第1回「道の駅」登録証交付（103駅）
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表 1-2 道の駅懇談会提言の要約

 

資料：建設省道路局監修、財団法人道路保全技術センター編集(1993)第 1 部、pp. 7-46。 

 

○小倉昌男 委員 (ヤマト運輸(株)取締役相談役) 

鉄道のなかった昔、律令制の頃から、駅制というものがあり、重要な役割を担っ

てきた。道の駅の発想は、21 世紀に改めて駅制を考えること。 

○落合良夫 委員 (島根県掛合町長) 

①単に長距離ドライブ等の安らぎの場だけではなく、地域振興と交流の核としての 

意義づけが重要と思われる。 

②画一的な施設にすると魅力が失われる。個性豊かな施設にする。公共的な施設と

しての心構えを潜在させることは不可欠。シルバー人材の登用を図る等の工夫も重

要。 

○犬養智子 委員 (評論家) 

①個性的であることは大事だが、そのために奇をてらい、公共施設としての基本を 

忘れないようにすることが大切。 

(1)
道の駅の共通
コンセプト

(2) 道の駅づくり

① 施設構成

② 設置位置

③ 整備主体

④ 景観計画

⑤
交通安全上の
配慮

(3)
道の駅での
サービス

①

②

③

(4) 地域間の連携

(5) 案内の充実

(1)
道の駅の計
画・整備

(2)
休憩のための
施設

(3)
地域振興のた
めの各種施設

公共施設であるので、地域を代表する市町村、公益団体等と道路管理者が一体となって行う（一体
型、単独型）。

1 道の駅の基本的考え方

2 より魅力的な道の駅とするための工夫

豊かな植栽と落ち着いた色調や素材を用いて、上品な風格のある空間を目指す。

地域住民の利便施設となるとともに、地域を訪れる人の目的地となる魅力ある施設となるよう整備。
地域の創意工夫活かしたデザインの採用。

シャワールーム、仮眠施設、宿泊施設、レストラン、公園、運動施設、ベビールーム・ベビーベッ
ド・子供用洗面台等の乳幼児用施設等の設置も考えられる。ごみのリサイクルも検討。バス、自家用
車などの乗り継ぎ拠点としても検討。

地域の特産品の販売。レンタサイクル等の周辺観光の基地、雪国のベースキャンプ場等地域の特性に
応じた施設の導入の検討。役場、郵便局、銀行等の出張所の設置の検討。

安全で円滑な出入りを確保する。

駅全体が快適に保たれていること（特にトイレ）。

駐車場、トイレ、地図、電話等の施設は24時間利用可能。

案内所に駅員を配置し、地域に関する偏りのない情報を提供。

道の駅の機能と魅力を高めるためには、駅相互の連携が重要。道の駅関係者の連絡会はノウハウの交
換や蓄積のために必要。駅相互のネットワークは利用者に対しても大きな魅力となる。

利用者に分かりやすいものとするために、道路管理者が相互に協力して案内板設置、地図への記載を
する。

休憩・情報交流・地域連携の機能をもった、地域とともに作る個性豊かなにぎわいの場。

道の駅はいつでも立ち寄って一休みでき、困ったときに必要な情報が得られる安心と信頼の拠点。

駐車場、トイレ、案内所、電話等の基本的機能に加え、地域の歴史・産物等の情報を提供し個性豊か
なにぎわいの場となるよう、地域の主体的な創意工夫により多様なサービスを提供する施設が付加さ
れる。

間隔を定めて設置するものではないが、休憩施設としての利用しやすさ、駅相互の機能分担の観点か
ら、広域的な視点での構想づくりが重要である。
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②基礎的な設備に関してはミニマムのガイドラインを作ること。個性的と言って 

も、電話やトイレなどの基本的な設備はどこでも同じ水準が保たれるようにする 

(トイレの数、洗面所に鏡、ごみ箱の整備など)。 

③国際化に合わせて、外国人にも一目でわかる案内・看板の設置。 

④働く人は、高齢者に機会を優先的に。 

⑤設備・運営に関する土地の人々の意見の反映。 

⑥利用者の甘えの意見、例えば「（道の駅内に）スーパーを作れ」等には耳を貸さな

い。 

⑦団体よりも個人の訪問を優先し、バスの駐車場は設置しても、乗用車用駐車場よ

りも遠くに設置する。 

○日下部 尚 委員 (岐阜県高山市長) 

①地域の人々とともに育て、地域と利用者との新しい交流の場としていく。地域振

興の軸としての機能を果たすためには、行政と地域住民がどのような役割を分担

し、協力し合い仕組みを作っていくかが重要。 

②人口が少なく、予算も少ない、大型観光地からも遠く、地元に有名な観光資源も

持たないような小さな地方自治体にとっても取り組める事業を期待する。そのため

には道の駅の規範を細部にわたり示すのではなく、その地域の地理的条件、自然条

件、産業文化の状況に応じた、各地域独特の創意工夫を盛り込んだ機能を持った施

設にする。 

○杉山好信 委員 (日本高速通信(株)副社長) 

①道の駅の配置は、道を軸として市町村の地形・歴史・産業・文化をつなぐ地域連

携方策の議論の上で検討されるべき。 

②地域の産業・伝統文化・交通・情報・通信・イベント・観光・余暇レクリエーシ

ョン・環境・景観・保健・衛生・医療・福祉等、各種の行政施設を組み合わせて休

憩施設に付加し、さらに救護・イベント等、利用上の管理運営面での道の駅相互の

連携が重要。 

③道の駅相互の連携は利用者にとっての楽しさが増える。日本的な新しいライフス

タイルを作る。 
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○多田宏之 委員  ((財)道路保全技術センター理事長) 

①徹底した維持管理が重要。24 時間利用可能なトイレ、駐車場を完備することは望

ましいものの、夜間の管理が不十分であれば、暴走族等のたまり場となり、近隣の

不評を買うことになる。少なくともトイレは安全・安心・清潔・快適な設備として

備えなければならない(有料化も考慮に入れ検討)。 

②関係者の教育訓練を充実。道の駅が機能するためには、ハードよりもそれに携わ

る人の問題が決め手。売店の単なる売り子ではなく、利用者に地域の心を伝える地

元の代表としての誇りと自信とを備えさせる教育が必要不可欠。決してドライブイ

ン(単なる道路沿いの商業施設)の亜流となってはならない。 

○津嶋秋夫 委員  (仙台商工会議所常務理事) 

①道の駅は鉄道の各駅停車とは違った機能と憩いとやすらぎを備えた施設にするこ

とが、本懇談会の主旨。 

②トイレに関しても、色・形・大きさ、有料化等の検討が必要。 

③地元の特産品を置き、地元の高齢者が楽しく販売できる。レストランでは地元産

品を食べられるようにする。 

○藤原まり子 委員  (博報堂生活総合研究所客員研究員) 

①一般に、沿道のほとんどの施設は商業空間である。道の駅は公共施設としてのコ

ンセプトを基本に、本当のモノとサービスの提供をすべき。可能な限り本物を提供

し、ヒューマン・インターフェースは誠意のあるものでなくてはならない。人材

は、その土地をよく知り、愛している人々を採用すべきである。 

②規模に関しては、ヒューマンスケールを超えない、地元の自然な風景に調和した

形と大きさを保ち、心づかいが感じられるような空間であれば、来訪者は落ち着

き、安らぎを感じられるであろう。そのためには、分かりやすい施設の案内と清潔

さが不可欠。道の駅が、ふれあいの経験という価値創造の場となるとよい。 

以上のような懇談会委員の意見をまとめると次のようになろう。すなわち、 

(1) 道の駅は、あくまで公共施設であり、他のサービスエリア、スーパーマーケッ  

ト等の沿道の商業的施設の亜流であってはならない。 

(2) ドライバーの休憩施設であるとともに、地元住民と来訪者の交流の場となるよ  

うにする。そのためには、規格は最小限にする。地元の特色に応じた創意工夫を
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ハード、ソフト両面で取り入れる。観光資源をとくに持たない小さな自治体でも

設置が可能な施設にするべきである。 

(3) ドライバーの安全・安心の休憩施設として、24 時間利用できる駐車場と清潔 

なトイレを完備するために、施設の維持・管理を徹底する。 

(4) 地域振興の拠点として、地元の魅力を来訪者に伝えるためには、郷土愛のある  

地元住民による運営が不可欠。とくに地元の高齢者を雇用する。そうすること

で、憩いと安らぎを感じられる施設となる。 

(5) 地域の産業・伝統文化・情報等を伝える拠点とする。 

(6) 救護・医療等の行政機能、イベント等の利用上の管理運営面で、道の駅相互の  

連携が重要。相互に連携することによって、道の駅利用者にとっての楽しみも増

える。 

以上の 6 点にまとめられる。主な委員の意見は、いずれも懇談会提言の根幹を成

すものである。懇談会提言に記された「休憩・情報交換・地域連携機能をもった、地

域とともにつくる個性豊かなにぎわいの場」という基本コンセプトは、制度発足後

24 年が経過した 2017 年現在においても、すべての道の駅が等しく堅持され続けて

いる概念である。 

道の駅の基本的な考え方は、各地域の創意工夫を生かした自由な運営を行うこと

にある。すなわち、地域のニーズに応えて、地域の特色を生かしたアイデアやデザイ

ンを取り入れることにより、地域の実情に応じた個性的な施設運営を行うということ

である。道の駅が地域の結節点として広まり、6 次産業化で雇用を生むなど、地域の

課題を解決する場として新たな展開を見せるようになったのは、この懇談会で取りま

とめられた基本的な考え方が、時代の変化を先取りする画期的なものであったからで

あるといえよう。 

 

3 道の駅の展開 

 

地方創生政策の推進にあたって政府は、道の駅を地方創生の拠点に位置づけ、地

域活性化政策を推し進める主要施設とした。地方創生の拠点として道の駅は、今後の

日本の福祉、防災、観光、文化活動、地域経済など行政(市町村等)が抱えるさまざま
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な分野の課題を解決する場として重要な存在意義を持つ公共施設として発展しつつあ

る。この活動を政府は「道の駅の第 2 ステージ」と呼び、さまざまな活動が展開さ

れている 3)。道の駅が国の重要政策の拠点として位置づけられるようになったのは、

道の駅が国民に広く知られるなじみの公共施設になったことが大きな要因であろう。

道の駅の登録数は、図 1-1 に示すように 1993 年の初回登録 103 駅に始まり、1998

年に 470 駅、2003 年に 743 駅と増加し、制度創設 20 年の 2013 年には 1,000 駅を

超え 1005 駅となり、その後も増加し続けている。この急速な増加は、道の駅の基本

コンセプトが、国民のライフスタイルと時代の変化に適合したものであったことのあ

らわれであるといえよう。 

つづいて、国民に広く知られるようになった道の駅が、「第 2 ステージ」として、

さまざまな重要政策の推進を担う施設として位置づけられるまでに、進化・発展する

ことになった経緯を表 1-3 に示す。なかでも、2004 年に発生した新潟中越地震で、

道の駅が避難所として被災者に開放され、救援・復旧活動の前衛基地として多大な役

割を果たしたことは、特筆すべき事柄である。 

新潟中越地震発生時のこの道の駅の対応が、非常に効果的であると評価されたこ

とから、道の駅の担う重要な機能に新たに防災機能が加えられることとなった。この

防災機能は、東日本大震災の際には、さらに整備が進められていたために、より絶大

な役割を発揮することになる。東日本大震災時、道の駅は自衛隊の救援・復旧・復興

支援の中継基地として活躍した。そして、道の駅相互の連携・ネットワークも復旧・

復興に素晴らしい役割を果たした。これらの災害時の対応・活動で、道の駅の災害時

の防災拠点としての役割は、確固たるものとなったといえよう。 

そして現在、休憩機能・情報発信機能・地域の連携機能・経済的機能そして防災

機能を果たす道の駅は、国民生活にとって、なくてはならない重要な施設となった。 

発足時から現在まで道の駅は、「休憩・情報交換・地域連帯の機能をもった、地域と

ともにつくる個性豊かなにぎわいの場」という基本コンセプトを持ち続けながら、よ

り国民生活に適応する形で進化・発展してきた。そしてこれからも国民生活に不可欠

な公共施設として、ますます発展していくであろう。この道の駅の考え方は、世界的

にも取り入れられるようになり、道の駅はいまや“Michi-no-Eki”と表記され、国際用

語として通用するまでになった 4)。 
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図 1-1 道の駅の登録数の推移 

 

資料：国土交通省「道の駅とは 沿革」『道の駅案内』国土交通省 HP5)より著者作成。 

 

表 1-3 道の駅の展開

 

資料：国土交通省「道の駅とは 概要 沿革」『道の駅案内』国土交通省 HP6)。 

特定非営利活動法人 人と道研究会『道 21 世紀新聞 ルートプレス』第 47 号より著者作成。 

 

つづいて次節では、道の駅の目的および基本機能、そして進化・発展してきた新

たな機能の詳細について述べることにする。まず、制度発足当初から保ち続けている

基本機能を記した「道の駅の整備・登録・案内制度要綱」を解説する 
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1998年 登録470駅に。

2003年 登録743駅に。

2004年
新潟県中越地震で、道の駅が避難所や救援・復旧の前線基地になり、防災拠点機能が注目さ
れる。

2011年 3.11東日本大震災が発生する。「道の駅」防災拠点機能への認識が確固たるものに。

2012年 全国「道の駅」連絡会が設立。

2013年 「道の駅」制度開始20年の区切りに、登録数が1,005駅と大台に乗る。

2014年 第3回全国「道の駅」連絡会総会で、道の駅「第2ステージ」始動を確認。

2015年
全国モデル「道の駅」選定など、重点「道の駅」制度創設。「道の駅」が地方創生の拠点
に。第3回 国連防災世界会議パブリックフォーラム「災害常襲国 日本 道の駅の果たす役
割」開催。

2016年 重点「道の駅」38カ所選定。国土交通省は防災拠点等として、公共性を重視。
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第 2 節 道の駅の目的と機能 

 

1 道の駅の登録・案内制度要綱 

 

道の駅の目的と機能は、1993 年 2 月 23 日の道の駅の登録・案内制度の創設時公

布された、道の駅の整備・登録・案内制度要綱を基本としている。要綱の概要を表

1-4 に示す。それぞれの項目について解説すると、以下のようになろう。 

1.(目的)は、「一般道路にも高速道路のようなパーキングエリアのように休憩施設

が求められている一方、活力ある地域づくりのために、人と地域の交流の場が求めら

れている近年の状況から、休憩施設と情報交流施設を合わせた、一定水準以上のサー

ビスを提供できる施設を、道の駅として登録することである」と記されている。 

2.(道の駅の基本コンセプト)は、「質の高いサービスが提供される」と記されてい

るが、そのサービスは地域ごとに特色のある高度なサービスが付加されることを期待

すると付け加えられている。(ⅰ)設置位置については、休憩施設としての利用しやす

さ、相互の機能分担から適切に配置すること。(ⅱ)施設構成では、駐車場は 20 台以

上(大型車用は 2 台分に換算)、トイレの便器は 10 器以上。駐車場は施設から徒歩 2

～3 分の場所。(ⅲ)提供サービスでは、夜間のトイレの利用頻度の低下を踏まえ、全

てのトイレが 24 時間利用可能の必要はない。 

道の駅は訪れた人との交流の場であることから、案内員の配置が望ましいが、特

定の人員を配置する必要はない。物産展の販売員や市町村等の職員との兼務を認め

る。道路管理者、警察、病院等に対する緊急連絡先の提示が望ましいとしている。

(ⅳ)設置者では、道の駅は安心して休憩できる場であると同時に地域に関する偏りの

ない、信頼できる情報が入手できる場としての、公共性・信頼性を確保できるよう

に、設置者は都道府県、市町村、第 3 セクター、公益法人等の公的団体であること

としている。(ⅴ)配慮事項では、特にトイレに関してバリアフリーに配慮すると記さ

れている。デザインに関しては、施設全体が地域の個性を表すように、特産の素材・

技術・歴史的資産を用いることが望まれるが、軽薄で品位に欠けるようにならないよ

うにし、自然環境との調和に留意すべきとしている。 

3.(登録の申請)は、「道の駅登録申請書類作成要領」に従う。4.(登録証の交付等)、 
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表 1-4 道の駅の登録・案内制度要綱の概要

 

資料：建設省道路局監修、財団法人道路保全技術センター編集(1993)第 1 部、pp. 47-89。 

 

5.(供用開始の届け出)では、申請受付は随時行い、登録は事業採択後に供用の見通し

がついた段階で行われると示されている。6.(登録内容の変更の届け出)は、道路局長

に行なわなければならないが、駐車台数の若干の増加、サービス内容の軽微な変更、

施設の更新等による軽微な変更は届け出る必要はないとしている。 

7.(道の駅の案内)では、施設の利用者が個々の施設を認識し、基本コンセプトを理

解できるようにするために、設置者と道路管理者が協力して図 1-2 の共通の標章を用   

いて広報に努めることとしている。さらに建設省(現：国土 

図 1-2 道の駅の標章  交通省)は、道の駅の一覧表を作成し、全国の道路管理者 

に送付する。また、各種の道路地図に道の駅の標章を  

掲載することが記されている。 

8.(遵守義務)では、道の駅のサービスレベル、機能、魅力を  

高めるために、供用後の維持管理の徹底を義務付けており、 

道路情報に関するニーズに応じるために、道路管理者と協 

力することが不可欠である。また、案内員は研修等により地

域や道路に関する知識を豊かにして、より良い地域の PR をするという自覚をもって

１． 目的

２．
道の駅の基本コン
セプト

(ⅰ) 設置位置

(ⅱ) 施設構成

(ⅲ) 提供サービス

(ⅳ) 設置者

(ⅴ) 配慮事項

３． 登録の申請

４． 登録証の交付等

５． 供用開始の届け出

６．
登録内容の変更の
届け出

７． 道の駅の案内

８． 遵守義務

９． 登録の取り消し

道の駅の登録・案内要綱

(1)道の駅登録者は、標章を用いて施設の案内を行い、登録証を施設内に提示する。(2)道路
局長は、道の駅登録及び供用の状況を道路利用者に広報し、関係道路管理者に通知するとと
もに、標章を用いた道の駅案内に協力する。

イ．道の駅設置者は、施設全体特に便所について常に安全で快適な利用を可能とするよう維
持管理を徹底する。ロ．道路に関する情報収集・提供に協力する。ハ．案内員に対する研修
を行う。二．道の駅相互に連携し、提供情報の質の向上を図る。

道路局長は、登録された道の駅が2の各号に該当しないと認めた場合、8の義務を遵守しな
かった場合、登録を取り消すことが出来る。

一定水準以上のサービスを提供できる休憩施設を道の駅として登録し、広く案内すること。

地域の創意工夫により、道路利用者に快適で質の高いサービスを提供する施設。

イ．利用しやすい。駅相互の連携ができる。

ロ．無料で利用できる十分な広さの駐車場。ハ．情報提供の案内コーナーの完備。

二．24時間利用できるトイレ、駐車場、電話の完備。ホ．案内所には案内員を配置する。

へ．市町村及びそれに代わる公的な団体。なお管理運営は、契約等により必要なサービスが
確保されること。

ト．女性・高齢者・年少者・障碍者等様々な人の使いやすさに配慮。チ．設置は地域の景観
を損なわないよう配慮。

申請者は、登録申請を近くの国道、都道府県道の道路管理者を経て道路局長に行なう。添付
書類：イ．施設の位置図・配置図、事業計画。ロ．申請者が市町村でない場合、公的団体で
ある証明。ハ．道路管理者の推薦資料。二．事業計画等供用開始資料。

申請に基づき、道路局長が登録簿に登録し、申請者に登録証を交付する。

道の駅登録者は、登録内容の変更について、道路局長に届け出る。

道の駅登録者は、供用開始1か月前に道路局長に届け出る。
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行うことが望まれる。さらに、相互に情報交換することで、連携・協力することが必

要であると記されている。以上が、道の駅の登録・案内制度要綱の主な内容である。

つづいて、道の駅の目的と沿革について述べることにする。 

 

2 道の駅の目的と沿革 

 

国土交通省 HP において、道の駅登録・案内制度創設の目的は、次のように明記さ

れている 7)。「近年、長距離ドライブが増え、女性や高齢者のドライバーが増加する

中、道路交通の円滑な「ながれ」を支えるため、一般道路にも安心して自由に立ち寄

れ、利用できる快適な休憩のための「たまり」空間が求められている。同時に沿道地

域としては、地域の文化、歴史、名所、特産物などの情報を活用し多様で個性豊かな

サービスを提供したいという要求が高まっている。 

道路利用者と沿道地域住民の両者の欲求を共に満たし、さらに高めるためには、

これらの休憩施設が個性豊かなにぎわいのある空間となって、地域の核が形成され、

活力ある地域づくりや、道を軸とした地域の連携が促進されることが期待される。」 

以上の背景により誕生した複合多機能休憩施設が道の駅である。その基本機能

は、①道路利用者のための「休憩機能」、②道路利用者や地域の人々のための「情報

発信機能」、③道の駅をきっかけに町と町とが手を結び活力ある地域づくりをともに

行うための「地域の連携機能」の 3 機能にまとめられる。このような 3 つの機能を

示した道の駅の基本コンセプトを図示したものが図 1-3 である。 

つづいて、道の駅の配置について示すことにする。すべての道の駅は、休憩施

設、駐車場、トイレ、情報提供施設、地域振興施設を備えていることがその登録要件

であるが、典型的な道の駅の配置は、図 1-4 のようである。さらに、道の駅の整備、

登録の流れを示す。道の駅は、図 1-5 のような流れを経て、整備・登録される。さら

に、道の駅の設置者による登録方法は次のようにまとめることができる。 

(1)道の駅は、市町村又はそれに代わり得る公的な団体が設置し、登録は、市町村  

長からの登録申請により、建設省(現：国土交通省)で登録する。 

(2)整備方法は、道路管理者と市町村長等で整備する「一体型」と市町村で全て整

備を行う「単独型」がある。 
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図 1-3 道の駅の基本コンセプト 

 

資料：国土交通省「道の駅とは 概要」『道の駅案内』国土交通省 HP8)。 

 

図 1-4 道の駅の配置図 

 

資料：国土交通省「道の駅とは 概要」『道の駅案内』国土交通省 HP9)。 
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図 1-5 道の駅の整備・登録の流れ 

 

資料：国土交通省「道の駅とは 概要」『道の駅案内』国土交通省 HP10)。 

 

 

以上が道の駅登録・案内制度の目的と沿革、登録方法の概要である。第 3 節で

は、「道の駅の第 2 ステージ」と呼ばれるようになった、今後さらに進化・発展して

いくことが見込まれる道の駅の新たな展開について述べることにする。 

 

第 3 節 道の駅の新たな展開方向 

 

道の駅の登録・案内制度が創設されて 20 年余りが経過し、登録数は発足時の 10

倍以上にまで増加した。また、全国の道の駅の 2015 年の年間売上総額は約 2,200 億

円、購買来場者総数は約 2 億 3,000 万人と推計され、大手コンビニエンスチェーン

に相当する規模にまで拡大した 11)。当初は、通過する道路利用者へのサービスが中

心であったが、近年は、農業・観光・福祉・防災・文化など、地域の個性、魅力を活

かしたさまざまな取組みがなされている。防災・福祉等の新たな公共的な機能が加わ

り、さらに地方創生政策推進拠点として期待されるようになったことで、道の駅は第
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2 ステージを迎えたといわれる。 

 

1 道の駅の制度としての斬新性 

 

道の駅は、「休憩・情報交換・地域連携機能をもった、地域とともにつくる個性豊

かなにぎわいの場」という基本コンセプトに表されるように、設立・運営全般にわた

って、各地域の、個性的で特徴のある創意工夫が盛り込まれている。道の駅ごとに、

地場の産業による特産物が使われ、さらにその地域独特の気候・風土さらに文化・慣

習が感じられるような、特色を持った施設形態・運営手法は、広く国民に受け入れら

れている。近年では、道の駅自体が観光目的となるほど集客力を発揮している駅も数

多く見られるようになった。 

先にも述べた通り道の駅の基本的な考え方は、各地域の創意工夫を生かした自由

な運営を行うことにある。すなわち、地域のニーズに応えて、地域の特色を生かした

アイデアやデザインを取り入れることにより、地域の実情に応じた個性的な施設運営

を行うということである。このことは、「道の駅の登録・案内制度要綱」にはっきり

と明記され、1993 年の制度発足以来、20 年あまりにわたって堅持されてきた。 

このように、道の駅の制度としての特徴は、いわば「自由」を規定したところに

あるといえる。この“自由”を規定するという考え方は、制度としては極めて画期的

であるといえる。一般的な制度とは、ダグラス・C・ノース(1994)によれば、「社会

におけるゲームのルールである。あるいはより形式的に言えば、それは人々によって

考察された制約であり、人々の相互作用を形づくる」であると定義される 12)。これ

は、社会規範、慣習のような成文化されていないインフォーマルなものから、憲法、

法律、条令、規則、規定のようなフォーマルなものまで、さまざまな形態がとられる

13)。しかし、いずれの制度も、人間相互の効用を重視し、高めるための「制約条件」

をともなう。 

このように、一般的な制度が、何らかの制約や個人的な拘束を課すものであるの

に対して、道の駅の登録・案内制度は、制度であるにもかかわらず、制約条件は極め

て低い水準にある。それに引き換え「創意工夫」という、いわば「自由」を規定する

という画期的なアイデアが盛り込まれた特徴的制度であり、この発想は世界的にも新
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しいものであるといえる。 

この発想の斬新さが、マーケティング活動として極めて優れていると評価され、

2015 年、「第 7 回日本マーケティング大賞」に選ばれた。同賞は、公益社団法人 日

本マーケティング協会が主催し、日本マーケティング学会が協力、経済産業省が後援

するもので、「日本市場の成熟を反映し、成長に繋がる創意工夫を凝らした優れたプ

ロジェクト」に対して、大賞、奨励賞、地域賞が設けられている。道の駅が、その年

の最も優れたマーケティング活動に与えられる“大賞”を受賞したことは、道の駅の

制度が、新しいマーケティング、コミュニケーションの手法として、さらに国民生活

の向上と経済・社会の活性化に役立つ手法として認められた証であるといえよう（表

1-5 参照）。2009 年に始まり、2015 年で 7 回目となる同賞は、「ユニクロ ヒートテ

ック」や「ネスカフェ・アンバサダーによるオフィス市場の開拓」等、いずれも時代

を代表するマーケティングモデルが受賞してきたが、公的施設の受賞は道の駅が初め

てとなる(表 1-6 参照)。 

道の駅は、経済主体としてみた場合でも、民間商業施設に引けを取らない規模で

ある。そのビジネスモデルは、旅行者、地域住民、農産物生産者、地方自治体、道路

管理者等、関係者すべてが WIN-WIN となる画期的な手法である。また、災害時の

防災拠点や地域の観光総合窓口としての活用等、公的施設としての機能も充実してい

る。そのシステムは、商品やサービス、関係者のネットワークの組み方などが、国や

中央組織による管理ではなく、地域が自主的に管理するマネジメント体制で成り立っ

ており、これからの新しいマーケティング・モデルの可能性を示唆しているともいえ

よう。 

近年、スタンプラリー開催や共通ポイントカード、地域に共通の食材による新商

品開発など、道の駅の相互連携も活発となっている。国と自治体、第 3 セクター、

民間企業、生産者が連携し、成功している道の駅のマーケティングモデルは、地域活

性化に寄与し、広く国民に支持されている。このような道の駅の制度的特徴を活か

し、地方創生の拠点として、今後の発展が期待される。 
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表 1-5 第 7 回日本マーケティング大賞の受賞プロジェクト一覧 

 

 

表 1-6 過去の日本マーケティング大賞の受賞プロジェクト一覧 

 

主催：公益社団法人 日本マーケティング協会  

協力：日本マーケティング学会  

後援：経済産業省 

 

 

2 道の駅の防災機能 

 

新たな機能として注目される道の駅の防災機能は、新潟県中越地震(2004 年 10 月)

で、被災者の多くが自主的に地域内の道の駅に駆け込み、避難したことに始まるとさ

れる。地震発生後、被災地の多くの道の駅は、駐車場に仮設住宅を設置した。また、

道路情報や被災情報の発信拠点として被災者を積極的に受け入れた。道の駅が日ごろ

から、地域住民、行政、あるいは道の駅相互の連携等を図っていたことで、震災時に 

防災拠点として機能し得たといえよう。道の駅の防災機能・設備を表 1-7 に示す。 

道の駅の防災機能が注目されたことで、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災では、18 の道の駅 14)で、震災直後から被災市民を受け入れ、炊き出しなどの救援

支援活動が行われた。なかには、宿泊施設の提供および飲食の提供を無料で行った道

の駅もある。このように、道の駅は防災拠点として大きな役割を果たしているといえ

る。そして、道の駅にこのような防災機能を整備することは、利用者側からの要望で

もある。東日本大震災後に行なわれた利用者アンケートによると、利用者が道の駅に

求める機能の第 2 位が「防災機能」15)となっている。さらに、「緊急医療情報や災害

情報の提供」についても、回答者の 16.2％が、道の駅の機能として求めている。 

賞 プロジェクト 主催
日本マーケティング大賞 『「道の駅」による地方創生マーケティング』 全国「道の駅」連絡会

『「LINE Creators Market」によるユーザーとの共創ビジネス』 LINE㈱
『次世代4WINビジネスモデル、RBCおきなわ健康長寿プロジェクト「歩くーぽん」』 琉球放送㈱
『人類の抱える課題を解決する新素材ミドリムシの市場創造』 ㈱ユーグレナ
『妖怪ウォッチ～クロスメディアマーケティングの成功～』 妖怪ウォッチ製作委員会代表㈱レベルファイブ
『宝塚歌劇100周年のマーケティング活動』 阪急電鉄㈱創遊事業本部歌劇事業部／関西地区
『集客力強化によるテーマパークの再生』 ハウステンボス㈱／九州地区
『「山の水族館」を核にした北見市の観光開発』 北見市／北海道地区

日本マーケティング大賞奨励賞

・日本マーケティング大賞地域賞

年 回 プロジェクト 主催
2009 第１回 『ユニクロ「ヒートテック」の開発・販売』 株式会社ファーストリテイリング
2010 第２回 『角ハイボールのヒットウイスキー人気復活に向けて』 サントリー酒類株式会社
2011 第３回 『「アタックNeo」を中心とした「Neoシリーズ」導入による市場創造』 花王株式会社
2012 第４回 『タニタの「社員食堂」を起点としたビジネス展開』 株式会社タニタ
2013 第５回 『AQUA SOCIAL FESS!! ～共成長マーケティングへの挑戦～』 株式会社トヨタマーケティングジャパン
2014 第６回 『ネスカフェアンバサダーによるオフィス市場の開拓』 ネスレ日本株式会社
2015 第７回 『「道の駅」による地方創生マーケティング』 全国「道の駅」連絡会
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表 1-7 道の駅に求められる防災機能・設備 

  

資料：財団法人 国土技術研究センター・特定非営利活動法人 人と道研究会(2013)。 

 

図 1-6 利用者が求める道の駅の機能 

 

資料：特定非営利活動法人 人と道研究会『道 21 世紀新聞 ルートプレス』35 号読者アンケー 

ト結果(2012 年 11 月実施)。 

 

これらのアンケート結果から、道の駅の防災機能に対する期待が大きいことが分かる

(図 1-6 参照)。 

防災機能 防災設備

1 道路利用者の一時避難所 1
防災トイレ（耐震性トイレ、耐震貯水槽、非常用汚水
槽、組立式簡易トイレ、マンホール型トイレ）

2 地域住民の一時避難所 2 自家発電装置

3 道路情報の発信 3 非常用通信手段

4 被災情報の発信 4 防災倉庫

5 救援物資の提供 5 非常用食料・飲料水の備蓄

6 救援物資の保管 6 毛布の備蓄

7 支援活動の拠点 7 災害時支援型自動販売機 等

8
災害情報ステーション
（情報コーナーの活用を含む）

8
災害時の避難場所としての活用を考慮した建物・駐車
場・広場等の設計や施設・備品の整備 等

9
災害時の支援活動の拠点としての活用を考慮した建物・
駐車場・広場等の設計や施設・備品の整備 等

10
災害時の支援物資等の中継地としての活用を考慮した建
物・駐車場・広場等の設計や施設・備品の整備 等

11 ＡＥＤ



24 

 

3 観光立国推進と地方創生の拠点 

 

道の駅は、防災機能が新たに加わり、さらに 2014 年に始まった地方創生政策にお

いて、地域活性化の拠点として位置づけられると、地域福祉への貢献、観光拠点とし 

ての価値など、公共施設ならではの役割が、より注目されるようになった。道の駅の

このような公益的機能の拡大・展開は、「道の駅の第 2 ステージ」と呼ばれる。日本

経済は、長期にわたる低迷期にあり、地方からの経済活性化は貴重な景気回復策とし

て期待される。道の駅は、大都市圏よりも地方に多く存在する。元々、ドライバーが

立ち寄るトイレ・休憩施設として生まれた｢道の駅」は、その数が 1,000 を超えるな

か、それ自体が目的地となり、まちの特産物や観光資源を活かして人を呼び、地域に

しごとを生み出す核へと独自の進化を遂げ始めている｡政府は、道の駅を地域振興政

策の中心的拠点施設として位置づける政策を進めていいる（表 1-8 参照）。まず、将

来の地域づくりの指針「国土のグランドデザイン 2050」をとりまとめ、地方創生政

策の拠点施設として、道の駅を位置づける方針を打ち出した 16)。実際には、地方創

生政策は、次の 5 つの原則に則った政策が整備・実施される 17)。  

(1) 自立性（地方・地域・企業・個人の自立を支援する施策） 

(2) 将来性（地方が主体となり夢を持つ前向きな施策） 

(3) 地域性（地域の実情等を踏まえた施策） 

(4) 直接性（直接の支援効果のある施策） 

(5) 結果重視（プロセスよりも結果を追求する施策） 

つづいて政府は、2013 年に定められた「観光立国実現に向けたアクション・プログ

ラム」18)において、道の駅を地域における観光振興の拠点とする方針を固めた。観光

政策は各年度に定められる観光庁におけるアクションプログラムによって政策決定さ

れるが、「観光立国実現に向けたアクション・プログラム 2014」には、プログラムの

1 項目として「道の駅を核とする観光振興」が設けられ、道の駅を中心とした観光振

興政策を地域において実施するための基本方針が明記されている。政府の地方創生政

策、観光振興策にみられる特徴は、各地域の特徴を活かした各地域による自律的で持

続的な活性化政策の運営を、政府が後押しするところにある 19)。道の駅がこれらの政

策推進拠点として選ばれたのは、道の駅の制度の基本理念が、各地域の創意工夫に基 
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表 1-8 道の駅を中心とした政府の地域活性化政策 

 

 

 

づく個性を重視したものであったことが評価されたことにあるといえよう。 

 

小さな拠点 

政府は、地域の直面する大きな課題である人口急減・超高齢化を解決するための政

策として、「小さな拠点」という施策を示した 20)。各省庁が一体となって行われるこ

の取組において、その中心的施設として道の駅が位置づけられた。「小さな拠点」づく 

り施策とは、地域住民が主体となって、暮らしに必要な機能やサービスを補っていく

というものである。そのためには、活動を担う「人材」と、活動主体となる「組織」

とが必要である。旧市町村単位や小学校区など複数の集落が集まる、基礎的な生活圏

のさまざまな生活を支えるサービスと地域活動をつなぎ合わせ、地域の運営の仕組み

を作るための「人材」と「組織」づくりを行うことを目指す。 

この小さな拠点づくりのマニュアルとして、国が作成した「住み慣れた地域で暮ら

し続けるために～ 地域生活を支える「小さな拠点」づくりの手引き ～」（以下、「手

引き」とする）には、「小さな拠点」づくりでは、地域住民の生活や活動・交流を行う

にあたって拠点となる場所づくりが必要であると記されている。この「小さな拠点」

づくりがうまくいくために、地域住民の暮らしのための拠点として選ばれた施設が、

道の駅である。 

「手引き」によると、拠点は次の３つの条件を満たしていることと明記されている。 

１．　地方創生政策に関連する政府の取組 ２．　観光立国の実現に向けた政府の取組

2014年7月
「国土のグランドデザイン２０５０」において、
「道の駅」を地方創生拠点に位置付ける

2013年
「観光立国実現に向けたアクション・プログラ
ム」 において、「道の駅」を核とした観光振興を
進める方針固める（観光立国推進閣僚会議）

8月
国土交通省「「道の駅」による地方創生拠点の
形成～モデル箇所の選定と総合的な支援～」
の指針発表

2014年
「観光立国実現に向けたアクション・プログラム
2014」 とりまとめる

9月 「まち・ひと・しごと創生本部」　設置 2014年 「日本再興戦略」（改訂2014）が閣議決定

9月
第1回「まち・ひと・しごと創生本部会合」
（2016年9月まで計12回開催）

2015年
「観光立国実現に向けたアクション・プログラム
2015」 とりまとめる

9月
第1回「まち・ひと・しごと創生会議」開催
（2016年11月まで計10回開催）

2016年
「観光ビジョン実現プログラム2016」（観光ビ
ジョンの実現に向けたアクション・プログラム
2016） とりまとめる

2015年2月
第1回「日本版ＣＣＲＣ構想有識者会議」開催
（2015年11月まで計10回開催）

4月
「地方創生元年」を首相が宣言
（第5回「まち・ひと・しごと創生本部会合」）

11月
第１回「地域しごと創生会議」開催
（2016年4月まで計6回開催）
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①地域住民が利用しやすく、また、既にある施設や交通網、さらには“一丸となっ

て活動できる単位”などといった地域の特徴に沿って、地域住民で話しあい、納得

して、設置・運営・利用ができること。 

②集落機能・生活サービスの提供にあたっては、地域の状況を踏まえ、複合化した

り、いわゆる“よろずや”として、機能・サービスの集約を行えること。 

③拠点の整備と合わせて地域交通ネットワークや土地利用の再編などが図れるこ

と。 

以上の 3 つの条件をすべて兼ね備えた施設は、道の駅だけであるといえる。道の

駅が小さな拠点の中心的施設として選ばれた理由を、上記の条件を道の駅に照らし合

わせて考察すると次のようになる。すなわち、①道の駅は地域住民のコミュニケーシ

ョンの中心的施設（結節点）として、今や広く国民の支持を得ており、各地に満遍な

く配置されている既存の施設である。②道の駅の機能は、当初の休憩機能、情報発信

機能、地域の連携機能に加え、防災、医療、福祉、教育などさまざまな機能を持った

多機能複合施設である。自治体の出張所が設置されている道の駅もあり、その機能・

サービスの集約はますます進化している。③道の駅は、全てが国道等の幹線道路沿い

に設置されており、拠点を中心とした地域の交通ネットワークの整備・再編は、各地

域において、すでに進められている。 

道の駅を中心とした“小さな拠点”施策は、中山間地域等の集落生活圏（複数の集

落を含む生活圏）において、住民が安心して暮らしていく上で必要な生活サービスを

受け続けられる環境を形成する。道の駅は、地域住民が、自治体や事業者、各種団体

と協力・役割分担をしながら、各種生活支援機能を集約確保したり、地域の資源を活

用し、しごと・収入を確保する「小さな拠点」づくりの中心的施設として各地域の活

性化を促すことが期待される。国土交通省は、この進化する｢道の駅」の機能強化を図

り、地方創生の拠点とする先駆的な取組をモデル箇所として選定し、関係機関が連携

し計画段階から総合的に支援する「重点道の駅制度」という取組を始めた 21)｡つづい

て、この重点道の駅制度について述べることにする。 
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4 道の駅の質の確保・向上機能 

 

道の駅の質の確保・向上は、全国道の駅連絡会の設立目的の最も重要な機能と位置

付けられる。道の駅の質の確保・向上とは、道の駅制度発足時に定められた「休憩・

情報交換・地域連携機能をもった、地域とともにつくる個性豊かなにぎわいの場」と

いう基本コンセプトを維持し、道の駅の質をさらに向上するすることを意味する。第

2 ステージに入り、道の駅設置主体の「民間拡大」が模索される現在、誰もが享受で

きる公共サービスの提供という道の駅本来の役割を維持していくためにも、この「質

の確保・向上機能」の意義は非常に大きいといえる。 

 1 において示したように、一般的な制度は、個人的な拘束や制約をともなうものと

される。これに対して道の駅の登録・案内制度は、地元住民の「自由な創意工夫」を

規定するもので、一般的な制度にあるような強い制約は存在しない。この基本概念は、

道の駅登録・案内制度要綱にしっかりと明記されている。強い制約と個人的拘束を伴

わないという特徴を持つ本制度の運営において、道の駅全体の質の確保、向上を推進

する役割を果たすのが、全国連絡会による道の駅の相互確認システムである。 

まず、全国道の駅連絡会によって、強化された駅相互の連携によって、全国の道の

駅が行っている運営状況が把握され共有される。そして、各道の駅の運営が、制度発

足時の基本コンセプトを遵守しているかどうかを互いに確認する。その際、各道の駅

が、基本コンセプトを遵守しているかどうかを判断する基準として、その指針とされ

るのが後述する「重点道の駅制度」である。この制度の主な目的は、他の道の駅の模

範となり得る「先進事例」を明示することである。このことで、各道の駅が目指すべ

き方向性が明確になる。目指すべき方向性は、防災・福祉・観光・雇用の創出等さま

ざまで、模範事例の選定理由は多岐にわたるが、創意・工夫により、独自性を発揮し

努力するすべての道の駅は、これらのいずれかの先進事例と、目指す方向性が合致す

ることになる。 

すなわち、「重点道の駅制度」は、いわゆる一般的制度の「規約」、「法律」に相当す

る役割を果たす。地域の独自性を重視し、多様な発展を続ける道の駅であるが、すべ

ての道の駅には、等しく基本コンセプトが根底になければならない。「重点道の駅制度」

で選ばれた全ての道の駅の事例には、制度発足時の基本コンセプトがしっかりと守ら
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れている。これらの事例を模範とすることで、各道の駅は基本コンセプトを遵守する

ことになる。そして、好事例を模範として、各道の駅が基本コンセプトが維持をして

いることを確認するのが、後述する全国道の駅連絡会である。 

全国連絡会による相互の確認システムによって、道の駅の基本コンセプトを維持し

ていない道の駅の存在が明らかになった時には、当該事例を道の駅として認めないと

いう決定を下すことになる。このように、目指すべき方向性を「重点道の駅制度」に

よって示し、示された方針、方向性に向け、さらなる発展を支える相互確認機構とし

ての役割を担うのが、全国道の駅連絡会である。「重点道の駅制度」と全国道の駅連絡

会の設立で、一般的制度のもつ、規約や制約の機能を備えた制度として、道の駅登録・

案内制度が確立することになる。この相互確認システムを図式化すると図 1-7 のよう

になるであろう。つづいて、このような道の駅の質の確保・向上機能の役割を果たす

「重点道の駅制度」および「全国道の駅連絡会」について述べることにする。 

 

重点道の駅制度 

地方創生政策において、国は 2014 年 8 月「国土のグランドデザイン 2050」を取り

まとめ、人口減少問題に悩む中山間地域での生活基盤の維持のために「小さな拠点」

を形成し、道の駅と連携することで、新たな雇用を生み出すという取組を始めた。そ

して 2014 年 1 月、地方創生に対する取組を行い、地元の名物や観光資源を活かして、

多くの人々を迎え、地域の雇用創出や経済の活性化、住民サービスの向上にも貢献し

ている道の駅を、優良事例として認定するとともに、これらの優良事例を模範として、

積極的な取組を行っている道の駅を支援する制度である「重点道の駅制度」を新たに

創設した 22)。 

重点道の駅制度は、①現在、他の模範となる道の駅を選定し、②それらの道の駅を

模範として、取組を行っている道の駅を選定し、支援を行うという 2 段階の構成とな

っている（表 1-9 参照）。先述した通り、道の駅の登録・案内制度は、ゆるやかな制約

を伴う制度である 23)。運用における方針に関しても、道路利用者の期待に応える、快

適なサービスの提供のみを規定しており、詳細は、設置者の自由な裁量に任せられる

自由度の大きい制度になっている 24)。「自由」が規定され、規制や制約が少ない道の

駅登録・案内制度にとって、優良事例を全国モデル道の駅と特定テーマ型モデル道の 
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図 1-7 道の駅コンセプト確保の相互確認システム

 

注：国土交通省に対する聞き取り調査を基にして、著者の視点から概念を図示した(2016 年 4 月)。 

 

表 1-9 重点道の駅制度の概要 

 

資料：国土交通省（2016b）より作成。 

 

駅として顕彰し、選定することによって、この模範事例が、一般的制度にあるいわゆ

る“指針（ガイドライン）”としての役割を担うことになる。同時に、優良事例に倣う

ことで重点道の駅に認定され、支援を受けることが出来るようになるというシステム

は、各道の駅の競争を生むことにつながる。これにより、道の駅全体の質の向上が促

されることになる。 

選定年 選定数

・ 既存の「道の駅」を対象に、国土交通大臣が選定

・
観光、産業、福祉、防災等、地域資源の活用や地域の課題解決を図るための地域のゲート
ウェイや地域センターとして機能

・ 設置から一定年数（１０年以上）、継続的に地域に貢献

・
「道の駅」が有する個々の「機能」が異なる点を踏まえ、模範性を高めるために、テーマ
（部門）を設定

・ 開駅後10年以上経過した「道の駅」を対象に、国土交通大臣が認定

・
全国の「道の駅」からの視察及び講師の要請に対応するなど、「道の駅」の質的向上に貢
献する役割

2014年 35箇所

・ 「道の駅」の整備の企画段階から、国土交通大臣が選定
・ 取組の先駆性、効果、実現可能性に基づき、優れた企画を選定

・ 「道の駅」の整備の企画を対象に、地方整備局長等が選定
・ 取組の具体化に向けた地域の意欲的な体制整備等に基づき、選定

49箇所

全国モデル「道の駅」

特定テーマ型モデル
「道の駅」
(住民サービス部門)

重点「道の駅」

重点「道の駅」候補

2014年 6箇所

2016年 6箇所

2015年 38箇所

地域活性化の拠点として、特に優れた機能を継続的に発揮していると認められるもの

特定のテーマについて、「道の駅」の質的向上に資する全国の模範となる取組を行い、
その成果が認められるもの

地域活性化の拠点となる優れた企画があり、今後の重点支援で効果的な取組が期待でき
るもの

地域活性化の拠点となる企画の具体化に向け、地域での意欲的な取組が期待できるもの

模範
支援
対象

支援
対象

選定対象 定義／詳細

2014年

・ 全国モデル道の駅 

・ 特定テーマ型モデル

道の駅 
模範優良事例の顕彰・周知 

 

全国道の駅 

連絡会 
全国的連携 

情報交換・共有 

 

“個性豊かなにきわいの場” 

（制度発足時の基本コンセプト）の維持 

法律・規約の役割 相互確認の役割 
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つづいて、重点道の駅制度を構成する上記の 2 つのステップのうち、はじめに他の

模範となる「全国モデル道の駅」と、「特定テーマ型モデル［道の駅」」の選定につい

て示す。この 2 種類のモデル駅の選定は、模範事例を顕彰し、成果を広く周知するこ

とで、他の道の駅の目指すべき方向性を明確にし、これらの駅が、その機能をさらに

発揮できるよな重点的支援を行うことを目的としている。 

（1）全国モデル道の駅 

現在、継続的に地域活性化の拠点として、優れた機能を発揮している道の駅である。

とくに取組が地域に貢献して成果を挙げている根拠として、「継続」という点を重視し、

10 年以上という期間を設けている。 

現在、全国で 6 箇所が選定されている。その内容は、大きく分けて「ゲートウエイ

型」と「地域センター型」に分けられる。 

（ⅰ）ゲートウェイ型「道の駅」 

インバウンド観光の促進として、外国人案内所の設置、地域特産品を置いた免税

店の併設、海外発行カードが利用できる ATM の設置、無料公衆無線 LAN の提供

などが可能なこと。そして、観光総合窓口機能として、観光協会と連携した観光

情報の提供、宿泊予約やツアー手配のための旅行業の登録、歴史・文化等の知的

好奇心を刺激する機会の提供、地域資源を活かした体験・交流機会の提供、地域

移住の情報のワンストップ提供、公募による雇用機会の創出、ふるさと納税の情

報提供などを行う道の駅を指す 25)。 

（ⅱ）地域センター型「道の駅」 

産業振興として、地域の特産品によるオリジナル商品の開発やブランド化、地元

生産者からの調達により雇用機会を創出する、地元の農林水産物を活用した 6 次

産業化の加工施設や直売所を設置する道の駅。地域福祉として、診療所・役場機

能等の住民サービスのワンストップ提供、高齢者への宅配サービス、バリアフリ

ーに配慮した高齢者向け住宅の併設、地域公共交通の乗り継ぎ拠点等となり得る

道の駅。防災面では、広域支援部隊が参集する後方支援拠点機能、非常電源・燃

料等の保有、防災教育・啓発活動の実施、災害情報発信インフラを設置している

道の駅である。 

全国モデル「道の駅」に関しては、「総合観光」の機能を重視した取り組みを行う



31 

 

「ゲートウェイ型」として 3 箇所、地域の元気を創る「地域センター型」として、3

箇所。そのうち、防災機能を重視した取組を行う 1 箇所、産業振興の機能を重視し

た取組を行う 2 箇所がそれぞれ選定されている。 

（2）特定テーマ型モデル「道の駅」 

「機能」が個々に異なるという道の駅の特徴を際立たせ、先に選定された全国モ

デル「道の駅」の模範性をさらに高めるために、テーマを設定し、そのテーマに関し

て特に優れた道の駅を選定することを目的とする。2016 年度から新たに取り入れら

れた制度であり、全国モデル「道の駅」と同様、開駅後 10 年以上経過した道の駅を

対象とする。選定された道の駅は、全国の道の駅からの視察及び講師の要請に対応す

るなど、道の駅の質的向上に貢献する役割を担う。実施初年度である 2016 年度は、

“住民サービス”をテーマ（部門）として、中山間地域及び漁村地域等において、①

高齢化社会に対応した地域福祉向上のための取組、②地域課題に対応した住民生活支

援のための取組、③小さな拠点形成を目指した取組など、公共の福祉を増進すること

を目的とした地域住民へのサービス向上に資する取組を現在、継続して実施している

道の駅が募集によって選定された。2016 年 10 月 12 日、国土交通省により 6 駅が認

定された。 

つづいて、上記の全国モデル「道の駅」、特定テーマ型モデル「道の駅」を模範と

して、今後の発展可能性を感じさせると認められた「重点道の駅」、「重点道の駅候

補」について示す。これらは、地域独自の創意工夫で特産品や観光資源を活かす場と

して、先駆的取組を行っていることで選定される。 

（3）重点「道の駅」 

表 1-9 に示すように、地域活性化の拠点となる優れた企画があり、今後の重点支援

で効果的な取組が期待できるものという選定基準を満たす駅である。重点「道の駅」

はこれまで、2014 年と 2015 年の 2 回選定された。まず、最初の 2014 年の選定にお

いては、全国モデル「道の駅」同様、「ゲートウェイ型」及び「地域センター型」の

に分類されている。ゲートウェイ型としては、インバウンド観光 26)の取組が見込ま

れる「ニセコビュープラザ」(北海道)等 6 箇所、観光総合の取組が見込まれる「象

潟」(秋田県)等 12 箇所、地域移住の取組が見込まれる「クロスロードみつぎ」(広島

県)等 2 箇所が選定された。また、地域センター型としては、産業振興の取組で「ゆ
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うひパーク浜田」(島根県)等 6 箇所、地域福祉の取組では「ゆすはら」等 5 箇所、防

災機能では「あらい」(新潟県)等 4 箇所が選定され、それぞれの取組推進のために、

国が重点的にサポートすることになる。これらの重点「道の駅」に選定された 35 箇

所のなかで、道の駅単独での選定ではなく、道の駅相互のネットワークが取り上げら

れているという点は特に注目に値する。選定されたネットワークエリアは、「伊豆道

の駅ネットワーク」と「しまなみ海道周辺道の駅」の 2 エリアである。ともにイン

バウンド観光を目的とするゲートウェイ型の道の駅としての取組が評価され、選定さ

れた(表 1-10)。 

さらに、2015 年に行なわれた第 2 回選定では、さらに 38 箇所の重点道の駅が選

ばれた。この選定の基準となった取組は、①産業振興、②地域福祉、③交通結節点、

④防災、⑤観光総合窓口、⑥インバウンド観光、⑦地方移住等の促進、⑧交流連携の

8 点である。第 1 回選定との大きな違いは、より公益性を重視した内容になっている

ことである。第 2 回で選定された道の駅に対しては、第 1 回選定と同様に、自治体

や関係機関で協議会を設け、さまざまな制度の活用等に関してワンストップで協議す

る体制を作る。駐車場、トイレ、休憩施設、道路情報提供施設は国土交通省が支援す

る等の支援策が施される(表 1-11 参照)。 

第 2 回で選定された道の駅を、選定基準ごとに示すことにする。まず、①産業振

興では、6 次産業化で地元漁業の復興・再生拠点を目指す「たろう」(岩手県)等 13

駅。②地域福祉では、原発被害からの帰村後の医療・公共サービスとの連携拠点を目

指す「までい館」(福島県)等 11 駅。③交通結節点では、公共交通である長距離バ

ス、路線バス、地域コミュニティーバスの乗継拠点を目指す「ピア 21 しほ 

ろ」 (北海道)等 4 駅。④防災では、南海トラフ地震等に備えた防災活動拠点とし

て「とよはし」(愛知県)。⑤観光総合窓口では、恐竜博物館等を周回するコミュニテ

ィーバスによる周遊観光の総合窓口拠点としての取組を進める「恐竜渓谷ジオパー

ク」(福井県)等の 2 駅。 

⑥インバウンド観光では、世界遺産白神山地の玄関口で多言語対応の観光案内所

を配置した「ふたつい」(秋田県)が、それぞれ選定された。さらに、⑦地方移住等促

進では、移住窓口を道の駅に設置し、移住・雇用対策に取り組む「上野」(群馬県)等

4 駅。⑧交流・連携では、2 つのネットワークエリアが選定された。１つ目は「竜王 
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表 1-10 平成 26 年度重点道の駅 35 箇所の主な取組と特長 

 

資料：国土交通省(2015)。 

 

表 1-11 2015 年度重点道の駅の概要 

 

資料：国土交通省(2015)。 

主な取組 都道府県 駅  名 主な特長 主な取組 都道府県 駅  名 主な特長

北海道
ニセコ
ビュープラ
ザ

国際リゾート地”ニセコ”にお
けるインバウンド観光拠点

北海道
（仮称）
当別

地域資源である農産物を農商工
が連携し 6 次産業化

栃木県
那須高原友
愛の森

国際観光地として外国人観光客
対応に向けた機能強化

茨城県
（仮称）
常陸太田

体験圃場施設としてトマトハウ
ス整備や地場産品を活用し体
験・交流

千葉県
発酵の里こ
うざき

町の資産である発酵文化を「道
の駅」を核として世界に発信

岐阜県
（仮称）
大野

特産品のバラ苗や柿を中心とし
た産業振興拠点

静岡県
伊豆道の駅
ネットワー
ク

伊豆半島内の 8 駅をネット
ワーク化し、地域の多様な観光
情報発信

兵庫県
但馬のま
ほろば

天空の城｢竹田城｣等を活かし、
産業・雇用等の機能強化

兵庫県
（仮称）神
戸北

神戸ブランドや神戸観光の拠点
として、国内・海外に発信

鳥取県
（仮称）
にちなん

まちを創生するための拠点（コ
ンパクト・ヴィレッジ）を形成

愛媛県
しまなみ海
道周辺｢道
の駅｣

サイクリストを国内外の観光客
を地域の周遊観光へ呼び込む

島根県
ゆうひ
パーク浜
田

女性・若者の交流拠点や地域産
品のオリジナルレシピを発信

北海道
(仮称)あっ
たか・あい
ろーど

国道 231 号の｢情報発信機能」
として地域へ呼び込むゲート
ウェイ機能

千葉県
つどいの
郷むつざ
わ

「スマートウェルネスタウン」
の中核拠点

岩手県 高田松原
震災の実情と教訓を国内・海外
に向けて発信

長野県
（仮称）
田切の里

｢道の駅｣を地域福祉の拠点とし
て、宅配サービスなど実施

宮城県
あ・ら・伊
達な道の駅

地域資源(伊達政宗の史実等)を
活用した観光拠点

新潟県
瀬替えの
郷せんだ

夏と冬でせんだ元気ハウスを活
用した農業実習、除雪ボラン
ティア

秋田県 象潟
環鳥海地域のゲートウェイとし
てワンストップで総合観光情報
発信

高知県 ゆすはら
「ゆすはらまるごとクリニッ
ク」構想の拠点施設とし健康増
進

山形県
（仮称）よ
ねざわ

山形県広域観光のゲートウェイ
となる観光総合窓口設置

福岡県 うきは
高齢者や女性がいきいきと働
き・暮らすための拠点とした整
備

福井県
（仮称）結
の故郷

｢越前おおのまるごと道の駅ビ
ジョン｣の核とし、地域資源情
報発信

福島県
（仮称）
いなわし
ろ

火山や豪雪等のあらゆる災害に
対応した総合防災拠点

長野県 あおき
「体験学習の村」の体験交流拠
点機能の拡充

新潟県 あらい
豪雪地帯にあって、環境・観光
にも配慮した新たな防災拠点

愛知県
どんぐりの
里いなぶ

地域の体験観光の総合窓口機能
集約や、地方移住に係わる情報
提供

和歌山県
（仮称）
すさみ

南海トラフ巨大地震時の避難場
所等の広域防災拠点として整備

和歌山県
（仮称）た
いじ

「くじらの町」太地のゲート
ウェイとして歴史・文化の情報
発信

高知県
かわうそ
の里すさ
き

津波避難タワー等を新設し地域
の防災拠点として防災機能強化

鳥取県
神話の里白
うさぎ

神話「因幡の白うさぎ」など歴
史・自然の観光を展開

山口県
蛍街道西ノ
市

街道の歴史・文化を伝える活動
や「ほたる舟ツアー」を実施

佐賀県 鹿島
干潟環境教室を｢道の駅｣を中心
に実施し、観光交流人口拡大

広島県
クロスロー
ドみつぎ

地元高校と連携し、インターン
シップ実施。地元での就労を促
す

熊本県 小国
移住定住対策や観光総合機能
等、さらなる機能強化を図る

移住

産業振興

地域福祉

防災

ゲートウェイ型 地域センター型

インバウン
ド観光

観光総合

主な取組
①産業振興 地域の特産品を活かした産業振興「道の駅」
②地域福祉 地域の高齢化等に対応した住民サービス（地域福祉）を提供する「道の駅」
③交通結節点 公共交通の結節点として地域住民に交通サービスを提供する「道の駅」
④防災 災害時に高度な防災機能を発揮する｢道の駅｣
⑤観光総合窓口 地域の観光総合窓口となる「道の駅」
⑥インバウンド観光 インバウンド観光を促進する「道の駅」
⑦地方移住等促進 地方移住・ふるさと納税推進に貢献する「道の駅」
⑧交流・連携 地域間の交流・連携を促進する「道の駅」
※上記取組を実践す
る方法として

「道の駅」相互のネットワーク化により効果を発揮する「道の駅」

1

2

3

道路区域内の駐車場、休憩施設、トイレ、道路情報提供施設等は、直轄道
路事業及び社会資本総合交付金等を活用して国土交通省が支援する。

重点「道の駅」の取組を広く周知する。

内容

支援内容

自治体・関係機関による協議会等を設け、複数の関係機関の制度の活用等
について、ワンストップで相談できる体制を作る。
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かがみの里」(滋賀県)と「アグリパーク竜王」(滋賀県)の 2 駅によるネットワークで、

集客力のある道の駅と農業生産力のある道の駅による「土産土法(土地のものをその土

地ならではの料理法でもてなす)」による連携の取組が評価された。もう１つは、「赤

来高原」・「頓原」・「掛合の里」(3 駅ともに島根県)、「ゆめランド布野」(広島県)の国道

54 号線沿線の 4 駅によるネットワークで、ともに過疎化の課題をかかえ、地域の人が

集まる道の駅を目指して連携することが評価された(表 1-12 参照)。 

（4）重点「道の駅」候補 

地域活性化の企画の具体化に向けて、意欲的取組が見込まれることが選定基準であ

る。2014 年に 49 箇所が選定された。以上、「重点道の駅制度」における 4 つの選定

対象に関して述べた。このように地方創生政策の核として位置づけられる道の駅のな

かで、優れた道の駅を選定し、それらを模範として積極的取組を行う道の駅を重点的

に支援することによって、その他の地域にも効果を波及させるというスパイラルアッ

プが期待される。しかし、重点道の駅の好事例の情報を共有しなければ、全国的な地

方創生の展開は期待できない。それには、道の駅相互の全国的な連携を図る必要があ

る。その役割を果たすのが、全国道の駅連絡会である。つづいて、この全国道の駅連

絡会の目的と概要を述べることにする。 

 

道の駅連絡会 

(1) 全国「道の駅」連絡会 

道の駅相互の連携を全国的に図るため、全国「道の駅」連絡会が設立された。設立

総会は 2012 年 12 月に岩手県遠野市で開かれた。総会は、設置者(市町村等)105 人の

ほか、道の駅関係者(市町村・県・国・駅長等)350 人が出席して行われた。総会を締め

くくる遠野宣言では、「道の駅に関する情報交換、道の駅相互の連携などにより、道の

駅の質の確保や向上を図り、もって各地域の地域振興及び利用者サービスの向上に寄

与すること」が決議された。総会に合わせて、シンポジウムが開かれ、政府をはじめ、

多くの道の駅関係者が集まり、今後の道の駅の発展についての話し合いが行われた。 

設立総会で確認された共通課題は、①情報発信機能について関係機関との連携強化、

防災機能等の新たな役割の議論の場とすること。②優良事例の情報共有化、自治体の

役割の再認識。③道の駅を活かした地域振興を行う上で、道の駅の質を確保し向上す 
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表 1-12 2015 年度重点道の駅全 38 箇所の主な取組と特長 

 

資料：国土交通省(2016a)。 

 

ることの 3 点である 27)。その後、全国総会・シンポジウムは毎年行われ、道の駅相互

の連携を確認し、さらなる発展につながる提案が行われている。続く第 2 回は岩佐賀

県鹿島市において、第 3 回は栃木県那須町、第 4 回は和歌山県田辺市、第 5 回は北海

主な取組 都道府県 市町村 駅名 主な特長

岩手県 宮古市 たろう 水産物の直売や 6 次産業化による漁業復興・再生の拠点。

茨城県 常陸大宮市 常陸大宮 全国でも生産量の少ない洋野菜の地産地消及びブランド化の推進。

山梨県 都留市 （仮称）つる 地域伝統野菜の加工品開発による６次産業化。

千葉県 旭市 季楽里あさひ
基幹病院等と連携し「医食農同源」をテーマに、豊富な地元農水産物を活
用した地産地消の推進。

長野県 佐久市
（仮称）さくみな
み

健康長寿をテーマに、健康長寿野菜や健康長寿食の提供による地産地 消
の推進。

富山県 黒部市 （仮称）くろべ 豊かな農産物と希少な海産物を活用した６次産業化の拠点。

三重県 御浜町 パーク七里御浜 柑橘加工商品の開発と６次産業化の推進。

滋賀県 長浜市 浅井三姉妹の郷
起業や商品開発をサポートする「チャレンジショップ」の設置による地産
地 消型産業の振興。

京都府 南山城村 （仮称）南山城村
「村で暮らし続けるための仕掛け作り」として、特産品である南山城茶を
活 用した商品開発。

大阪府 河南町 かなん なにわの伝統野菜を使った商品を開発・提供するための施設整備。

鳥取県 琴浦町 （仮称）ことうら
隣接する既存の道の駅との機能分担及び連携し、地元特産品を活用した
６次産業化など地産地消の推進。

徳島県 美馬市 （仮称）美馬
地元農林水産物の集出荷システムを活用した産地直売所の設置や地域 野
菜を活用した６次産業化推進。

沖縄 宜野座村 ぎのざ 宜野座エコ農産物や人材資源等を活用し「食育・地産地消活動」の促進。

青森県 横浜町 よこはま
周辺施設を活用した、地方創生拠点を形成する自動車専用道路ＩＣ直結
の道の駅。

福島県 飯舘村 （仮称）までい館
原発災害からの帰村時の日常生活を支える、役場や医療機関等と連携 し
た復興拠点。

群馬県 下仁田町 しもにた
買い物困難者への宅配サービス提供、子育てサポート、公共交通バスの
結節点化などによる「小さな拠点」の形成。

新潟県 田上町 （仮称）たがみ
道の駅周辺に公共サービスと生活サービス機能を集約。道の駅と集落地
域等を結ぶ公共交通・宅配サービスの導入。

長野県 阿南町 信州新野千石平
高齢者への宅配サービスを通じた買物支援や安否確認、町民バスと連携
した中山間地の生活支援。

岐阜県 郡上市 明宝 NPO と連携した日用品の配達及び生活支援サービスによる高齢者支援。

岐阜県 下呂市
飛騨金山
ぬく森の里温泉

病院・老人福祉施設等の地域福祉機能等の集約、コミュニティバスや高
齢者宅配サービス等による小さな拠点機能の向上。

奈良県 葛城市 （仮称）かつらぎ
高齢者の交通手段確保のためのコミュニティ―バス運行、ICT を活用した
買い物支援。

山口県 周南市 ソレーネ 周 南
高齢者の相談窓口の設置、バス停の整備による、地域住民のサポート体
制の構築。

福岡県 八女市 たちばな
地域福祉の向上と地域住民の安全安心な地域コニュニティ再生による行
政サテライト機能の充実

長崎県 東彼杵町 彼杵の荘
障害者支援施設が行う移動販売車による買物支援と農産物の集荷・販 売
システムの確立。

北海道 士幌町 ピア２１しほろ 長距離バス、路線バス、地域コミュニティーバスの結節点として機能。

福井県 小浜市 若狭おばま
交通結節点機能強化（バスターミナル機能拡張、パーク＆ライド）による
観光促進。

三重県 大台町 奥伊勢おおだい
JR、高速バス、路線バスの結節点における行政、文化、、観光、医療サー
ビス拠点の形成。

宮崎県 延岡市 北川はゆま
コミュニティバスの乗入れや高速バスストップの設置、パーク＆ライド機
能 を備えた乗継拠点。

防災 愛知県 豊橋市 （仮称）とよはし 南海トラフ地震等に備えた防災活動拠点。

福井県 勝山市
（仮称）恐竜渓谷
ジオパーク

県立恐竜博物館等を活かした観光・交流拠点。コミュニティーバスによる
周遊観光。

京都府 京丹後市
丹後王国 食のみや
こ

丹後地域の観光資源、地域食材等を紹介する観光等総合窓口。

インバ ウ
ンド
観光

秋田県 能代市 ふたつい
世界遺産「白神山地」の玄関口として、多言語化に対応したインバウンド
観光案内所（スタッフ・ガイド）を配置。

北海道 厚沢部町 あっさぶ
日本版 CCRC との連携により高齢者移住や、新規就農による移住・定住
促進に向けた情報発信や総合案内。

群馬県 上野村 上野 移住窓口を設置するなど道の駅を中心に移住・雇用対策を展開。

香川県 三豊市
たからだの里 さい
た

道の駅の観光ポテンシャルを活かした移住促進（移住コンシェルジュによ
る相談窓口設置、移住体験ツアー開催等）。

熊本県 阿蘇市 阿蘇
消防署、医療センター等と連携した「小さな拠点」の形成。空き家バンク
制 度を活用し、移住定住等を促進。

地方移住等
促進

観光総合
窓口

交通結節点

地域福祉

産業振興

滋賀県 竜王町
竜王かがみの里・
アグリパーク竜王

土産土法の取組を２駅（集客力のある駅と農業生産力のある駅）連携で
推進。

広島県
島根県

三次市
雲南市、飯南町

国道５４号沿線
「道の駅」

自動車道の開通により交通量が減少した国道 54 号沿線の 4 つの道の駅
の相互連携による、地域の暮らしを持続的支える環境構築。

交流・連携
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道弟子屈町において、これまで計 5 回が、それぞれ行われた。参加者は年々増え、全

国的な期待の大きさがうかがわれる(表 1-13 参照)。 

(2) 地域ブロック「道の駅」連絡会 

道の駅連絡会は、全国連絡会のほか、各地方に設置されている。各地方の「道の駅」

連絡会は、北海道、東北、北陸、関東、中部、近畿、中国、四国、九州・沖縄の 9 ブ

ロックに分かれている。その組織図は図 1-8 のようになっている。各地域ブロックご

とに設置された「道の駅」連絡会の事業目的は、全国「道の駅」連絡会が、道の駅全

体の質の確保・向上を目的とするのに対して、各地方の個々の問題を取り扱うことを

主な目的としている。すなわち、道の駅が抱える課題の解決に資することを念頭に、

会員である各道の駅が納得できるサービスを提供することである。 

代表事例をあげると、①道の駅における大学との連携・受入態勢を整備し、若者の

実習や交流の場として活用すること。②地域の魅力の集まる道の駅と、観光学等を学

ぶ若者の交流により、新たな価値の創造を図り、観光・地域づくりを担う将来の人材

育成や地方創生に寄与することである。これらに点に関して、特に道の駅連絡会は、

大学と道の駅双方のニーズを聞き、マッチングをする役割を果たす。この取り組みは

全国で成功しており、2015 年には 32 箇所の道の駅で 59 名の学生が夏季休暇を利用

したインターンシップを実施した。 

そのほか、各地域ブロック「道の駅」連絡会は、道の駅利用者及び設置・運営者側

の調査を通して、利用者ニーズや評価、設置・運営者の経営戦略、取組、サービスを

把握する事業を行っている。これにより、各道の駅における取組・サービスが利用者

ニーズ・評価と合致しているかを分析することができ、改善すべきところがより明確

に把握できるようになる。そして、道の駅全体のサービスの質のボトムアップも期待

される。さらに、地域ブロック連絡会ごとにシンポジウムを開催し、好事例の道の駅

を表彰することや、その好事例集を作成し各道の駅への配布も行っている。このよう

な評価と表彰の効果により、制度発足時のコンセプトを維持することを基本として、

新たな公益的機能が発展することは、第 2 ステージにおける質の確保に非常に重要で

ある。  
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表 1-13 これまでの全国道の駅連絡会総会・シンポジウムの開催状況 

 

 

図 1-8 道の駅連絡会の組織図 

  

資料：全国「道の駅」連絡会(2014)。 

 

おわりに 

 

これまで示してきたように、道の駅の特徴は設立後 23 年間にわたり「個性豊かな

にぎわいの場」という制度発足時のコンセプトを一貫して保ち続けていることにあ

る。人々のコモンズとしての公益性と、農産物直売所、レストランでの地域特産品の

販売という経済的機能を併せ持っている施設は世界的にも例がない。 

確かに農産物直売所に代表される地域特産品の販売機能は、多くの道の駅で好調

である。それにもかかわらず、道の駅はその公益性という機能を根幹とするというコ

ンセプトを常に維持し、発展してきた。このことは特筆すべきことである。経済的な

効率性を追求するだけではなく、このような公益性を維持し続けてきたことの理由

は、その設立以来の歴史から窺い知ることができよう。その特徴をまとめると次の 5

点に要約できる。 

(1)制度発足時の提唱が、「道路にも休憩施設があっても良いのではないか。」とい

回 開催年月日 開催場所 参加者数

第1回 2011年12月17日 岩手県遠野市 800

第2回 2013年10月29日 佐賀県鹿島市 650

第3回 2014年10月21日 栃木県那須町 1000

第4回 2015年11月17日 和歌山県田辺市 1200

第5回 2016年10月12日 北海道弟子屈町 1300
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う民間人の発想を基に立案されたこと。(2)制度発足後 10 年ほど経過した 2004 年に

発生した新潟県中越地震において、避難者が情報を施設の壁に貼り、情報を交換した

り、炊き出しをしたりという自然発生的に災害復旧拠点となったこと。(3)2000 年 

頃から起きた地方分権の機運の中で、地域の経済は地域の創意工夫で行うべきである

という社会的考えが定着したこと。(4)2006 年の観光立国基本法に基づく観光立国宣

言で、地域住民の地域資源を伝えようと言う意欲が強まったこと。(5)2014 年に地方

創生政策が始まり、道の駅が地域経済活性化の中心的役位割を果たす地方創生拠点に

位置付けられたことである。 

道の駅は、このように時代の変化の中で、常に変容し、新たな展開を行って来

た。その根底には、公益性がある。今後も第 2 ステージといわれ、新たな展開が見

込まれるが、設立当初の“個性豊かなにぎわいの場”という基本コンセプトを忘れず

に維持することを期待する。 

 

注 

 

1) 船方総合農場(現在の船方農場グループ、山口市阿東町)代表の坂本多旦さんによ

る「鉄道に駅があるように、道路にも駅があってもいいのでは」という発言がきっか

けになったと言われている。シンポジウム出席の日に、体調が悪い中で、国道 187

号線を通り、国道と並行している第 3 セクター鉄道「錦川清流線」の 12 ある駅でト

イレ休憩しながら運転する中で思いついたアイデアであると言われている(大石久和

＆矢代隆義対談(読売新聞未来貢献プロジェクトシンポジウム「次世代車社会に向け

て」第 1 部「車と道の駅」2017 年 10 月)議事録より)。 

2 ) 社会実験は以下の 12 箇所で実施された（カッコ内は現市町村名）。 

・栃木県：河内町（宇都宮市）、上三川町、南河内町（下野市） 

・岐阜県：古川町（飛騨市）、国府町・丹生川村・久々野町（高山市）、下呂町

（下呂市）、 加子母村、付知町（中津川市）→後に道の駅「花街道付知」として 

登録 

・山口県：田万川町（萩市）、阿武町→後に道の駅「阿武町」として登録 

3) 国土交通省(2014a)を参照。 
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4) 特定非営利活動法人 人と道研究会[13]第 19 号、第 1 面「海外に広がる

michinoeki」を参照。 

5) http://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/history.html(2017 年 5 月 7 日アクセス)。 

6) http://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/history.html(2017 年 5 月 7 日アクセス)。 

7)国土交通省『道の駅案内』国土交通省 HP( http://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-

Eki/outline.html(2017 年 5 月 7 日アクセス))を参照。 

8) http://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/outline.html(2017 年 5 月 7 日アクセス)。 

9) http://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/outline.html(2017 年 5 月 7 日アクセ

ス)。 

10) http://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/outline.html(2017 年 5 月 7 日アクセ

ス)。 

11) 国土交通省東北地方整備局「地域の創意工夫の場となる道の駅」を参照。 

12) North, D.(1990）, p3-10（邦訳：ダグラス・C・ノース（1994）p3）を参照。 

13) 青木（2001）p4 を参照。 

14) 救援支援活動を行った道の駅は次の 18 駅である。青森県では、「さんのへ」(三

戸町)、「いまべつ」(今別町)、「なんごう」(八戸市)、「とわだ」(十和田市)。岩手県

では、「のだ」(野田村)、「遠野風の丘」(遠野市)、「巌視渓」(一関市)、「くじ」(久

慈市)。宮城県では、「津山」(登米市)、「米山」(登米市)、「おおさと」(大郷町)、

「あ・ら・伊達な道の駅」(大崎市)、「上品の郷」(石巻市)。福島県では、「たじ

ま」(南会津町)、「喜多の郷」(喜多方市)、「はなわ」(塙町)、「尾瀬街道みしま宿」

(三島町)、「しもごう」(下郷町)である。 

15) 特定非営利活動法人 人と道研究会[13]、35 号読者アンケート「これからの道の

駅」（有効回答数 : 302）「Q1. あなたが道の駅に期待するのはどんなことですか？

（該当するもの６つまで）」では、回答者のうち 52.3%が、「④災害時の災害時の防

災拠点」を選択した（特定非営利活動法人 人と道研究会『道 21 世紀新聞 ルート

プレス』第 36 号、p12 を参照）。 

16) 地方での『しごと』が『ひと』を呼び、『ひと』が『しごと』を呼ぶ好循環の確立

を目指して、「内閣官房 ひと・まち・しごと創生本部」と「内閣府 地方創生推進事

務局」を新たに設置し、各地域が直面する人口急減・超高齢化等の課題に対し政府
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一体となった取組を行う。「第５回まち・ひと・しごと創生本部」会合において、2015

年度を「地方創生元年」とし、道の駅を中心とする小さな拠点として、地方主導の

地域活性政策をより強化・推進する方針を示した。地方創生元年に際して、次の４

つの取組を行った。①『まち・ひと・しごと創生基本方針 2015』を取りまとめ、今

後の取組方針を示すこと。②基本方針を取りまとめるに当たり、地方に出向くなど、

地方の率直な意見を聞く機会を設けること。③が地方主体の取組を更に推し進める

ため、2016 年度からの『新型交付金』の検討を行い、基本方針に盛り込むこと。④

首都圏からの地方への移住を促進する実効性ある方策を更に検討することである。 

17) 石破(2015)を参照。 

18) 同プログラムは観光立国推進閣僚会議において策定された。 

19) これらの取組は、地域が主体となって地域経済の発展を図る「内発的発展

(endogenous development)」の考え方をもとにしているといえる。とくに後述する

小さな拠点づくりの手引きには、ステップ①【意識の喚起‐内発的な計画づくり】

として内発的発展に基づいた政策を推進することが明記されている。内発的発展に

ついては宮本(2007)を参照。 

20) 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部「小さな拠点の形成」、2015 年 を参照。 

21) 国土交通省(2016b)を参照。  

22) 国土交通省(2014c)を参照。 

23) 「要綱」に定められた「遵守義務」は、イ．施設全体の適切な維持管理を行うこ

と ロ．道路に関する情報の収集・提供に協力すること ハ．提供する情報の質の

向上につとめること ニ．相互に連携し、協力すること の 4 点のみである（道の駅

の登録及び案内要綱の当面の運用方針について（平 5·2·23 建設省道企発 2 号）

を参照）。 

24) 道の駅の登録及び案内要綱の当面の運用方針について（平 5·2·23 建設省道企

発 2 号）を参照。 

25) 観光庁はインバウンド観光の拠点となる道の駅における外国人観光案内所の認定

を行っている。 

26) インバウンド観光を促進する「道の駅」の機能としては、多言語に対応した外国

人案内所や地域の特産品が購入できる免税店、無線ＬＡＮ、海外対応 ATM など、
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外国人観光客のニーズが高いサービスを提供するとしている(www.mlit.go.jp 

/common/001052897.pdf(2017 年 5 月 7 日アクセス)）。 

27) 全国「道の駅」での「道の駅の質の向上」とは、制度発足時の基本コンセプトを

維持することに焦点を当てた道の駅の質を意味する。これに対して、各地域ブロ

ック連絡会における「質の向上」とは、主に利用者に対する「サービスの質」を

表している。 
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第 2 章 道の駅に関する理論的解明 

 

はじめに 

 

地域活性化政策は、地域の人々が独自の創意工夫で自らの地域を振興するという

方針で進められてきた。この政策方針は、地方創生政策が打ち出された 2014 年以

降、ますます強まっているといえる。この中で、道の駅は地方創生の拠点として位置

づけられ、全国的な地域振興策のけん引役として期待される。 

地域でのコミュニティを強め、各地域の実情を認識した主体が集まり、活性化を

推進していくという国の政策の中で、道の駅は地域の結節点としての役割を果たさな

くてはならない。道の駅の公益性は、地域経済再生の重要な要素であるといえよう。 

このように公益性が強い道の駅は、休憩機能・情報発信機能・地域の連携機能の

基本 3 機能のほかに、防災、医療、福祉、住民サービスの拠点としての機能を備え

ている。これらの公共サービスを提供する施設にするためには、公的資金の投入は不

可欠である。さらに、先に述べた地域活性化という経済的側面においても、地域主体

の結節点として機能するための、運営上の公益性は強く、設置・運営における公的支

援は、最も重要な要素であるといえる。 

道の駅は 1993 年に、世界に先駆けて我が国で始まった、我が国独自の制度であ

る。道の駅のように、公共施設としての機能を備え、また地域における結節点として

公共的な役割を発揮し、かつそれ自体も採算重視の経済主体であるという、パブリッ

クとプライベート両方の性質を兼ね備えた施設は他に例がない。そのため、道の駅を

分析する理論的枠組みは、現在、存在しないといえる。具体的な分析に適用すべき理

論は、「経済的理論」、「地域振興理論」、「計量的理論」の３つの分野にまたがる。そ

こで本研究では、これらの理論を組み合わせることで、道の駅の特徴を反映する理論

的枠組みの確立を試みた。 

 

第 1 節 道の駅に関する経済的理論 

 

道の駅の設置・運営には公的資金が投入されているが、公的資金の導入の理論的
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根拠は、道の駅が公益性の極めて強い施設であることにある。具体的にはその理論的

根拠は次の 2 つに分けられよう。 

一つは、道の駅が公共施設としての機能を有していることにある。すなわち、道

の駅本来の休憩機能・情報発信機能・地域の連携機能に加えて、医療福祉機能・防災

機能のような、いずれも利用者が無料で利用できる機能である。道の駅は、地域住民

や他の地域からの来訪者とのコミュニケーションの場というコモンズとして、来訪者

の案内・地域住民の福祉・防災等に役立つ機能を果たしている。 

そして、もう一つの論拠は、地方創生拠点として、地域経済の発展をけん引する

経済主体としてみた場合、その公共的な役割が大きいことから、この機能を充実させ

るためには、公的支援導入が必要であるということである。特に、中山間地域等の条

件不利地域における地域経済全体を発展させる原動力として、道の駅が機能するため

には、地域経済に及ぼす道の駅を発信点とするイノベーションが最大限に発揮されな

くてはならない。  

このように、地域主体の結節点として機能する道の駅の正の外部経済は、計り知

れないほど大きいといえる。すなわち、イノベーターとしての道の駅の享受する私的

利益よりも、地域経済に及ぼす社会的利益の方がはるかに大きい。この地域における

イノベーションが最大限に革新的であるためには、正の外部性を内部化する等の対策

が必要となろう。 

道の駅が今後ますます増え続け、地域主体の結節点として、さらに地域住民と来

訪者の癒しの空間として人々が集う場であり続けるためには、どのようなことを考慮

しなければならないであろうか。この課題に対して経済学の理論を用いて分析を試み

ることが本節の目的である。 

 

1 Marshall の産業集積論と外部経済の理論 

 

外部経済は、Marshall が唱えた経済概念の一つである。現在は、経済学の基本的

概念としてより洗練されたものとなっている。標準的には、ある個人、企業の行動が

他の個人、企業に影響を及ぼすことをいう。このうち、ある企業が他の企業に損害を

与えるが保障を行わないケースを「負の外部経済」、逆に便益を与えるが報酬を得て
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いないケースを「正の外部経済」という 1)。 

この概念に関して、十分大きな経済単位を形成し、どのような行動のもたらす結

果も、ほとんどその経済単位の中で起こるようにすることを、「外部性を内部化す

る」という。例えばある地域内で、隣り合っている住宅で形成している地域社会を考

える。ある家が庭木を植えているならば正の外部性が生まれ、荒れ放題にしている家

があればそれは負の外部性を生む。このような外部性があるとき、建物の外観を取り

決めるルールを決めたり、設備の維持を共同で行う様な協同組合を形成する。このこ

とにより、共用施設の維持分担金のようなものを集めて、管理することで外部経済を

内部化することが出来る。もし、維持分担金を支払わず、共有設備を使う様な「フリ

ーライダー」が現れれば、司法と言う制度に頼ることになる 2) 

マーシャル(1966)は、外部経済の見られる典型例として産業集積を取り上げた。こ

こでは、生産規模の増大に由来して起こる経済を 2 つに区分している。第 1 は、産

業の全般的発展に由来するものであり、第 2 は、これに従事する個別企業の資源、

その組織と経営能率に由来するものである。前者を外部経済、後者を内部経済として

定義した。そして、ある特定の地域に同種の小企業が多数集積すること、すなわち産

業立地と呼ばれる現象において、外部経済の検討が重要であると説いている 3)。これ

は一般に、「Marshall の集積の外部性」と呼ばれるものである。このような、産業集

積論からみた Marshall の外部経済は、先に述べたような「外部性の内部化」の意味

を持つ。 

マーシャル(1966)では、ある産業が地域的に特化することの原因は 3 つあるとして

いる。すなわち、①補助産業の成長、②熟練労働市場の形成、③新技術の導入とスピ

ルオーバーである。つまり、 産業集積した地域での、原材料を手に入れやすく、特

殊な技術を有した技術者を獲得でき、技術に対する情報が入手しやすいという効果を

外部経済という。 

さらに、マーシャル,A(1986)では、ランカシャーの機械工業を例に挙げ、地域産業

の集積の外部性は、多数の専門化された小企業の「有機的な結びつき」から生まれて

おり、互いの自律的な組織が重要であるとする。そして、資本の増大、技術進歩、交

通手段の発達等により、熟練労働の需要は減退したが、集積のもたらす外部経済は、

同一産業でなくとも存在するとしている。すなわち、特定地域内での集積の外部性
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は、「産業の雰囲気」のことであると説いている。 

柴山(2012)によると、現在の地域産業の再生のカギは、Marshall の唱える地域で

の独立した経済主体の自律的な結びつきにあるとしている。すなわち、地域の企業家

や住民の潜在的能力を最大限に発揮する環境が大事である。このような地域における

有機的な人と人のつながりを、柴山は「新たなコミュニティー」とし、地域産業が再

生するガギとなるとしている。そして、その過程で重要となるのが、地域における新

たな取組のイノベーションである 4)。つづいて、Schumpeter のイノベーションに関

して述べる。 

 

2 Schumpeter のイノベーションの理論 

 

イノベーションとは、物事の新たな結合・機軸、新しい切り口や捉え方、あるい

は新しい活用法のことを意味し、よくいわれる「技術革新」という訳語は、完全にそ

の意味を網羅していない。シュムペーター(1980)は、イノベーションを新結合の遂行

として定義し、その社会的プロセスとしての意味を強調する。 

すなわち、経済活動とは巨大な精神作業であるとする。通常の経済活動におい

て、それほどの困難を感じないのは、経済主体がそれぞれ「慣行の軌道」の中にいる

からであるとしている。しかしながら、事業継続が困難な状況に直面したときに、こ

の慣行の軌道を打破するような行動が必要になる。この慣行の軌道を打破し、新結合

を遂行することを、彼は、イノベーションと定義した 5)。 

イノベーションは、慣行の軌道を打破する、すなわち既存の秩序を破壊すること

であると同時に、新たな価値を創造する社会的プロセスでもある。その意味で、

Schumpeter のイノベーションは一般的に、「創造的破壊」といわれる。 

日本経済の停滞がつづいている中、各地でこれまでの見方を変えた画期的なアイ

デアが生まれ、さまざまな取組が行われるようになった。人々の生活様式や消費者の

嗜好が変化している中で、「慣行の軌道」を打破し、新たな方向性を持って展開する

ことは、地域活性化方策のまさに原点であるといえる。Schumpeter のイノベーショ

ンは、地域活性化に取り組み経済を振興する、現在の日本に当てはまる重要な指針を

与えているといえよう。 
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また、より現実的には、地域における人々の嗜好と生活様式の変化に対応するイ

ノベーションのためには、Schumpeter の唱える創造的破壊ではなく、イノベーショ

ンが地域に内包するこれまでのアイデアや資源を改善するように作用することが考え

られよう 6)。 

地域産業におけるこのようなイノベーションは、地域にとっての外部経済効果を

与える。しかし、イノベーションは、簡単に模倣することが出来る場合が多い。よっ

て、この模倣があるために、市場の失敗が起きる。つまり、革新的な創意工夫を生み

出した企業家の私的利益は、模倣者の利益をも足し合わせた社会的利益よりもはるか

に低い 7)。このような状況下では、イノベーターの革新への動機は縮小することにな

る。 

 

3  Marshall 理論と Schumpeter 理論の道の駅への適用 

 

地域におけるイノベーションが最大限に革新的となり、地域経済が飛躍的に活性

化するためには、1 で述べた協同組合のような手法により、外部経済を内部化するこ

とが必要となる。そして、外部経済をフリーライドされることを避けるためにブラン

ドの確立も有効な手法といえる。 

さらに、Marshall の『経済学原理』のモットーである「自然は飛躍せず」という

言葉に表されるように、イノベーションは長期にわたる社会的プロセスを経て実現す

る。消費者がイノベーションによる革新的な商品の意味や価値に対する見方を変え、

新たな市場が形成されるまでには、長い社会的プロセスが必要となる。これら革新的

イノベーションを生み出す環境とするためには、公的支援が重要となる。 

以上をまとめると、地域における Marshall の産業集積のイノベーションを革新的

に起こすためには、外部性の内部化の方策として次の点が重要であるといえよう。す

なわち、①協同組合等によるルールの構築、②フリーライダー排除のためのブランド

化、③イノベーターの革新への動機づけを最大限にするための公的支援である。 

これらの Marshall の産業集積における外部性(2.1 を参照)が現れるような「産業

の雰囲気」の中で、Schumpeter のイノベーション(2.2 を参照)が革新的に起こるこ

とが、現在の日本の地域経済を活性化する最善の手法であるといえる。このことを、



47 

 

道の駅を中心とする地域経済の活性化のケースに当てはめて考えると、次のようにな

ろう。 

まず、Marshall の集積の外部性を活かすためには、①道の駅を中心として地域の

経済主体が互いに情報交換を行う。②道の駅をリーダーとし、情報だけでなく、生産

財、消費財を相互に調達し合う。③来訪者を道の駅を介して呼び込み、道の駅の手法

を取り入れた連携サービスを行う。 

さらに、道の駅において果たされる Schumpeter のイノベーションについては、

次のようにまとめられよう。道の駅に設置される農産物直売所、特産品販売所等で販

売する地域特産物等には、特に地域住民の創意工夫を反映しやすい。ここで起こるイ

ノベーションが最大限に革新的であれば、地域経済がより活性化することになる。そ

のためには、①道の駅と中心とした経済主体が制度的に協力する体制を確立するこ

と。②道の駅の公益性が及ぼす外部経済性を信頼のあるものとし、フリーライドする

ものを排除するために、道の駅をブランド化すること。あるいは道の駅の連絡会の組

織化をより強固なものとすること。③道の駅の生み出すイノベーションの私的利益と

社会的利益の差をなくし、その動機付けを最大限にするために、自治体が公的支援を

行うことであろう。 

先にも述べたように、道の駅は公共施設である。休憩機能・情報発信機能・地域

の連携機能の基本機能に、福祉・防災等の新たな機能が加わることで、その公共的役

割は地域にとってますます重要となってきている。それとともに、これらの公的機能

は、生産性の向上は望めず、完全な民間企業として運営することが出来ない。このよ

うな公共性に関する特徴を理論的に示したのは Baumol and Bowen (1966)である。

つづいて、このボーモル・ボーエンの唱える「ボーモル効果」に関して述べる。 

 

4 ボーモル効果 

 

Baumol and Bowen(1966)は、芸術活動に関する分析を行い、非営利活動に対する

政府の助成の必要性を理論的に説いた。そして、Heilbrun(2003)は、生産性の向上

を評価しにくく公的支援が必要となる分野の問題を、ボーモルのコスト病あるいはボ

ーモル効果と呼んだ。 
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Baumol and Bowen(1966)によると、芸術・文化の公的支援はつぎの 2 つの観点か

ら根拠づけられるとしている。1 つは資源配分による市場の失敗である。すなわち、

芸術・文化活動は、人件費が総費用に占める割合が高いために、他産業に比べて生産

性の向上が困難である。2 つ目は、芸術や文化の及ぼす公共性である。芸術・文化は

私的財的側面と公共財的側面を併せ持つ混合財であるとした。公共財的側面として、

次の点を挙げている。 

①舞台芸術が国家に付与する威信。 

②文化活動の広がりが周辺のビジネスに与えるメリット。 

③将来世代のための、芸術水準の向上、観客の理解力の発達。 

④コミュニティにもたらされる教育的貢献。 

つまり、芸術・文化には、公共性という以上のような社会的便益がある。公共財

的側面を持つ舞台芸術の便益は、チケット価格で回収される売上高を上回るので政府

による公的支援が必要であると結論付けている 8)。 

このことを、道の駅に当てはめると、次のことがいえる。すなわち、道の駅の情

報発信機能等の公共的機能は人的サービスが中心で、他産業のような生産性の向上が

行われ難い。このことは、ボーモルの最初の指摘である、資源配分による市場の失敗

に相当している。さらに、２つ目の指摘である公共性という社会的便益に関して

は、、道の駅の「休憩機能」・「情報発信機能」そして「防災機能」・「福祉機能」等の

公的機能を持ち、社会的便益は非常に大きい。よって、道の駅は舞台芸術と同様、ボ

ーモル効果をもち、その運営には公的支援が必要であるといえる。 

先にも述べたとおり、地方創生とは、地域の創意工夫で地域経済を活性化するこ

とを目的とする。この取組は、地域のことをよく知った地域内の経済主体が集まり、

知恵と努力により地域経済を振興することを意味する。この手法は、内発的発展論と

呼ばれる。つづいてこの内発的発展論について述べることにする。 

 

5 内発的発展論 

 

内発的発展とは、国際経済の中で開発途上国自らに主体的な発展を促す方法とし

て、1975 年に国連経済特別総会で提起されたことをその起源とするが 9)、その後、
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日本や欧州諸国等の先進国の地域経済発展のための理念として取り入れられるように

なった。   

内発的発展論は地域が主体となって住民自らがその発展過程に参加して地域振興

を行うという考え方を基本としている。これに対して、従来まで行われてきたような

地域開発は域外の資本を利用した公共事業に依存した外来型開発であり、その手法が

地域の持続的発展につながらなかったことを宮本(2007)は強調し、その効果の限界を

指摘した。また岡田(2005)は、このような大規模公共事業による地域振興政策は地域

内経済の持続的な拡大再生産につながらず、収益や生産波及効果は結局、本社のある

東京圏に環流することになったことを指摘した。さらに経済のグローバル化に伴って

海外へ生産拠点がシフトしたことによって誘致企業の退出が起こり過疎化を一層進め

る結果となったとも述べ、外来型開発の限界を強調している。 

内発的発展は、このような中央政府主導での地域開発政策の見直しから生まれた

地域が主体となった取組であるが、一方で多くの研究者は中央政府による補助・支援

の重要性も否定していない。 

まず、宮本(2007)は「内発的発展は外来の資本や技術をまったく拒否するものでは

ない。」と述べ、活性化政策における政府の支援策の重要性を認めている。このよう

な政府の関わり方については、保母(1996)も「とくに中山間地域の振興政策には国家

による新しい農山村地域政策の組み合わせが不可欠である。」として、行政の支援が

必要であるとする見解を示している。条件不利地域を対象にした行政の助成に伴う内

発的発展の事例研究として水野(1999)、山下・星野・九鬼(2010)らの見解がある。前

者は北海道下川町を事例に、後者は京都府舞鶴市杉山集落を事例に、内発的発展政策

に基づく行政による支援についての分析を行っている。とくに後者は、条件不利地域

での地域と行政との相互作用について、行政の地域に対する望ましい関わり合い方に

関する分析を行った。 

岡田(2005)のいうように、内発的に地域内経済が持続的発展をするためには、地域

内産業の収益や生産波及効果が地域内に還流することが必要である。道の駅を中心と

した地方創生政策において、地域経済が発展するためには、地域内の産業連関を用い

た波及効果の分析が必要となる。つづいてこの分析に用いる産業連関論 10)について

述べることにする。 
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6 産業連関論 

 

1 国の産業構造を「組合せ」、「構成」、「連関構造」の 3 側面から正確に総合的に記

述し、同時に産業構造と経済循環の所得造出機能との関係を記述することを可能にす

るのは、レオンチェフ(W.W. Leontief)の「産業連関表」である。産業連関表は図 2-1

のような形式である。各生産部門(表側の産業 i)の総生産額(Xi)は右端の列に記録され

る。また、各産業を原材料の需要部門(表頭の産業 j)とみれば、その総生産額(Xj)はい

ちばん下の行に記録される。これらは同じものであるから、数値は等しい。これらの

産業別生産額は、すべての産業の生産額をもれなく記録したものであるから、それ自

体が産業構造の「構成」を表わしている。 

産業連関表を横方向に読むと、産業 i の生産物の販路構成がわかる。生産物(Xi)の

一部は各産業の中間需要(Xi1,Xi2,···,Xin)として販売され一部は最終需要として消費

(Ci),投資(Ii),政府支出(Gi),輸出(Ei)の対象となる。一方、表頭の産業 j を縦方向にみる

と、総生産金額は、各産業からの中間投入(X1j,X2j,···,Xnj)と輸入原材料(Mj)および賃

金支払(Wj)、営業余剰(Πj)、資本費用(Dj)、間接税(マイナス補助金)(Tj)等の粗付加価

値項目に支出されることがわかる。つまり産業連関表の各産業 i の横方向(行方向)の

バランス式は、 

 

Xi = (Xi1+Xi2+···+Xin) + Fi                                  (1) 

(生産額) (中間需要)     (最終需要)  

 

また、各産業 j の縦方向(列方向)のバランス式は、 

 

Xj   = (X1j+X2+···+Xnj) + Vj                                    (2) 

(生産額)  (中間投入)    (粗付加価値)  

 

となっている。(1)式、(2)式の右辺に現われる中間需要と中間投入は、すべての産業

相互間の取引を表わしている。つまり、産業構造の第 3 の側面である「連関構造」

(リンケイジ構造)そのものを表わしている。 
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産業連関表は、同時にその産業構造が、生産－分配－支出の経済循環の中で所得

を生み出すメカニズムを記述する機能をも持っている。上の(2)式は、各産業の総生

産金額から中間原料を差し引くと粗付加価値(つまり産業別国内総生産)になることを

示している。産業別国内総生産は、本源的生産要素の供給源(労働、企業、資本、政

府)および海外に、それぞれ賃金(Wj)、営業余剰(Πj)、資本費用(Dj)、間接税(Tj)およ

び原料輸入(Mj)として分配される(図 2-1 のシャド一部分参照)。これらの分配された

国内総生産は、3 面等価原則によって消費(Ci)、投資(Ii)、政府支出(Gi)、輸出(Ei)(つ

まり国内総支出)に向けられる。国内総支出は各産業の需要の一部を構成する。この

経路をへて、産業連関表は、産業構造それ自体が、生産面、分配面、支出面の国民所

得(または国内総生産)の創出にどのように関係しているかを正確に記述している。 

一般に産業の構成の指標として用いられてきたのは、(1)産業別総生産額またはそ 

の構成比、(2)産業別国内総生産(GDP)またはその構成比である。産業別総生産額と

産業別国内総生産とは違う。図 2-1 において、各産業の総生産は、同図の右端欄の

X1,X2,···,Xn または最下欄の X1,X2,···,Xn である。これに対して産業別国内総生産

とは各産業の総生産から中間投入を除いた粗付加価値のことである。したがって、産

業の「構成」の指標は、図 2-1 の記号で書けばつぎの 2 種類である。 

産業別総生産額の構成比：xi 、   産業別国内総生産の構成比：xj 

後者の産業別国内総生産の構成比は、付加価値の構成比であって、産業の総生産

の構成の指標ではない。 

産業連関表の中間投入表と付加価値表を図 2-2 に掲げる。 レオンチェフは、同図

の最下欄の産業別総生産 Xj を分母として、その生産に要する産業 i からの中間投入

Xij を分子とした係数を「投入係数」(input coefficient)と呼び記号 aij で表わした。 

レオンチェフの産業連関分析は、この投入係数の縦ベクトル(a1j,a2j,a3j,···,anj)が産

業 j(正確には商品 j)の生産技術を表わしており、1 つ 1 つの aij は、その産業の技術

が変わらない限り一定であるという固定投入係数の仮定の上に成り立っている。ま

た、産業 j の生産には、この他に輸入と本源的投入要素への支払いが必要であるが、

それらの割合も輸入係数(mj)および付加価値係数(vj)として表わす。 

投入係数と付加価値係数は図 2-3 のような行列を構成し、その縦和(列和)は 1 であ

る。同図の投入係数行列は、各産業の生産を行なうために全産業からそれぞれどれだ 
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図 2-1 産業連関表の形式で表した産業構造

 

出所：鳥居(1979) p. 232 より引用。 

 

けの中間投入を直接に必要とするかを表わしている。つまり、投入係数行列は産業間

の「直接的連関構造の指標」となる。 

しかし、産業間の相互依存関係は、直接的な相互依存関係にとどまらない。産業 j

が生産を行なえば、産業 i は投入係数 aij を通じて Xij の生産を誘発される。その結

果、今度は産業 i の生産が増加するから、産業 i と投入産出関係をもつすべての産業

の生産(X1i,X2i,···,Xni)が増加するであろう。このような間接的波及効果は、すべての

産業に及んでいる。この様子を追跡するためには、投入係数行列の正方行列(aij)= 

[A］を繰り返し掛けた行列の和をつぎのように求めればよい。 
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図 2-2 中間投入と付加価値         図 2-3 投入係数行列 

 

出所：鳥居(1979) p. 240 より引用        出所：鳥居(1979) p. 240 より引用。 

 

図 2-4 逆行列表 

 

出所：鳥居(1979) p. 241 より引用。 

 

lim｛[I]+ [A]+ [A]2 + [A]3 + ···＋[A]n｝＝[I－A]-1 

 

右辺の[I－A]-1 は、「レオンチェフの逆行列」あるいは単純に「逆行列」と呼ばれ

る正方行列である。[I－A]-1 の要素をあらためて Bij としたものを図 2-4 に示す。逆

行列係数 Bij は、産業 j の生産を 1 単位増やすと、直接・間接の波及効果によって産

業 i の生産がどれだけ誘発されるかを表わしている。よって逆行列は、「直接・間接



54 

 

の連関構造の指標」を表す。 

経済発展を産業間の連関構造の変化の現象として理解する方法を体系化したのは

ハーシュマンである。彼は、産業の登場は他の産業の生産活動を直接間接に誘発する

性質があることを強調して、この現象を誘発メカニズム(inducement mechanism)あ

るいは連関効果(linkage effect)と呼び、前方連関効果(forward linkage effect)と後方

連関効果(backward linkage effect)の 2 種類に大別した。 

前方連関効果とは、1 つの産業が登場することによって、その産業の生産物が他の 

諸産業に原料として供給されるようになり、それによって他の諸産業の登場が可能に 

なる効果のことである。また「後方連関効果」とは 1 つの産業が登場することによ

って、他の諸産業に対して原料需要が誘発され、原料供給産業の登場が可能となる効

果のことである。 

この産業連関を用いることにより、道の駅が地域に及ぼす波及効果を分析するこ

とが出来る。さらに、経済主体として道の駅を見る場合に重要となるのが、運営の効

率性である。先にも述べたように、道の駅には公的資金が投入されているので、その

運営は効率的に行われなければならない。事業の効率性を分析する手法として本研究

では「費用便益分析」を用いた。つづいて、この費用便益分析 11)について述べるこ

とにする。 

 

7 費用便益分析 

 

事業の効率性を評価する代表的手法に、費用便益分析がある。これは、ある事業

の設立・運営にかかわる費用とその事業から得られる便益とを比較し、その事業の効

率性を評価する方法である。 

事業評価は、事業の投資効率性や波及的影響、実施環境といった多様な視点から

総合的に行うべきものである。ある事業がその投資に見合った成果を得られるもので

あるかどうかを確認することが重要であることから、政府は、事業評価にあたっては

原則として費用便益分析を行い、事業の投資効率性を評価している。 

分析に用いる指標は、その目的に応じていくつかの種類があるが、一般的に純現

在価値(NPV : Net Present Value)、費用便益比(CBR : Cost Benefit Ratio, B/C)、経 
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表 2-1 費用便益分析の主な評価指標と特徴 

 

注：国土交通省(1999)より引用。 

 

済的内部収益率(EIRR : Economic Internal Rate of Return)が用いられる(表 2-1)。 

また、国土交通省(1999)には、施設の残存価値について、つぎのように規定されて

いる。すなわち、公共事業によって整備される施設は、一般的に評価期間以降も適切

な維持管理によってその施設としての価値を発揮し続けると考えられることから、当

該事業の評価期間末における残存価値を計上する場合は、理論的な考え方に則り、評

価期間以降に発生する純便益を算定し、これを便益として計上する必要がある。 

しかしながら、評価期間以降に発生する純便益を遠い将来にわたって計測するこ

とが実務的に困難で、残存価値が無視できないほど大きい場合は、土地の取得価格や

減価償却の概念の援用により残存価値を算定する等の方法で残存価値と算出してもよ

い。さらに、費用の計測の考え方としては、用地費、補償費、建設費、維持管理費等

の費用は、事業の特性を踏まえ、可能な限り、評価の対象期間に発生するものを計上

するとともに、その発生する時期を明確にするとしている。 

事業体の効率性の測定手法として、DEA(Data Environment Analysis)が広く用い

られている。本研究では、企業体の相対的な効率性を比率尺度に基づいて測定する手 

法として開発・応用がなされてきた DEA モデル群のうち、最も基本的なものである

CCR (Charnes，Cooper and Rhodes)を用いて道の駅の効率性を測定し分析する。つ

づいて、この CCR12)モデルについて述べることにする。 
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8 CCR モデル 

 

CCR は次のように定式化される。すなわち、n 個の事業体(DMU)に関する m 個の

入力データ X∈Rm×n と s 個の出力データ Y∈Rs×n をもとに事業体 DMU0(0＝1,…,n)

の効率性を測定する線形計画法は、 

 

min θ 

st.  θx0－Xλ－sx ＝ 0                                (3) 

Yλ－sy ＝ y0 

λ ≥ 0 , sx ≥ 0 , sy ≥ 0  

 

のように定式化される(ここで、λ∈Rn , sx∈Rm , sy∈Rs , θ∈R は変数である)。 

CCR は、最初 X＞0 , Y＞0 を仮定した。もともと、この線形計画法は多入力、多

出力に関する比率尺度問題から導出されたものである。式(1)の線形計画法を解くた

めには、まず、θを最小化し、スラック変数の和 eTsx + eTsy (eT = [1···1])を最大化

するという 2 段階単体法を用いる。 

得られた最適解を θ*, λ*, sx*, sy* とするとき、DMU0 は、 

 

θ*＝1, sx*＝0, sy*＝0 

 

を満たすとき、CCR 効率的といい、それ以外のときは CCR 非効率的という。  

この線形計画法は、DMU0 の現在の出力を最低限保証したうえで、入力をできる

だけ縮小する計画を求めている。よって、入力志向型モデルといわれる。この最適解

による解の改善案は、 

  

𝑥0
∗ = 𝜃∗𝑥0 − 𝑠𝑥

∗                                                  (4) 

𝑦0
∗ = 𝑦0 + 𝑠𝑦

∗  

 

によってなされる。このモデルは、次の生産可能集合を仮定している。 
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P＝{(𝑥, 𝑦)|𝑥 ≥ 𝑋𝜆, 𝑦 ≤ 𝑌𝜆, 𝜆 ≥ 0}                      (5) 

 

効率的フロンティアは、断片的に平面であり、原点を通る。効率的フロンティア

上の規模の収益性は一定(constant returns to scale=CRS)である。上記の入力指向型

モデルに対して、出力指向型 CCR モデル(CCRO)は次のようである。 

 

max η 

   st.     Xλ＋sx ＝ x0                                   (6) 

ηy－Yλ＋sy ＝ 0 

λ ≥ 0, sx ≥ 0, sy ≥ 0 

 

最適解では、明らかにη ≥ 0 となる。 

つづいて、道の駅分析に関する地域振興理論について述べることにする。  

 

第 2 節 道の駅に関する地域振興理論 

 

道の駅が魅力ある地域づくりに貢献するためには、どのような条件が必要である

かという課題について、地域振興理論の観点から考察することにする。地方創生政策

がすすめられる中で、地域には次のような問題が存在するであろう。すなわち①地域

産業の経済的衰退、雇用の減少。②人口の流出及び減少。③地域文化、伝統が失われ

る等が考えられる。これらの問題を解決するための地域活性化策として、具体的に

は、①地域産業を新たに創出を、雇用の維持及び新規の雇用を創出すること。②若者

の人口流出の歯止め及び回復、新規住民を呼び込むこと。特に子供のいる家族の呼び

込みむことである。③地域文化の担い手の確保と継承等さまざまな政策を行う事など

が考えられる。 

なかでも近年、各地で具体的な取組がなされ、地域活性化につながっている政策

として、都市・農村交流の具体的活動がある。佐藤(1992)によると、この活動は次の

ようにまとめられる。     

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%A3%E6%A5%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%87%E7%94%A8
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%BA%E5%8F%A3


58 

 

ⅰ)宿泊・食事の提供(農家民宿、ペンション、コテージ、公的宿泊施設、食文化の提

供、レストラン)   

ⅱ)特産物販売(イベント、青空市場無人販売所等)   

ⅲ)農村・自然体験(文化・工芸体験、自然体験、観光農園、市民農園、オーナー制) 

ⅳ)景観(町並み景観、田園景観、森林景観等)の保存と配慮。 

ⅴ)産地直送の取組。 

ⅵ)特別村民制度の採用。 

ⅶ)姉妹都市の提携。 

道の駅は都市・農村交流に含まれる。すなわち、これらの取組はすべて、道の駅

に適応可能である。道の駅は、地方創生の拠点として期待されるが、上記の政策取組

は有効な地域活性化の手段となると思われる。第 1 章で示した通りその機能は、休

憩機能・情報発信機能・地域連携機能の基本的 3 機能に加え、経済的機能と防災機

能も注目される。すなわち道の駅は多面的複合施設であるということが出来る。 

以上のことから、道の駅は、スーパーやコンビニエンスストアのような単なる商

業施設と比較して、性質上、次の２つの特徴を持っているといえよう。まず１つは、

地方自治体、農協・商工会等の地元団体、農業者が設立運営に関わり、それ自体が経

営を行う事業主体であること。そして２つ目は、地域住民、主体が集う場という公共

施設としての特徴である。 

そこで、多機能複合施設である道の駅の、経営主体としての運営が上手くいき、

かつ公共施設としての公共性が発揮されるためには、道の駅がどのように運営されれ

ば良いであろうかという課題に関して、経営学の理論を用いて分析する。まず、道の

駅が経済的機能、公共的機能を共に備え、それらの機能を発揮するように運営される

ための条件は、次の４点にまとめられるであろう。 

すなわち、 

① 道の駅の運営において経営的機能、公共的機能を牽引するリーダーシップが発揮

されるようなリーダーが存在すること。 

② 道の駅が、地域コミュニティの場としての機能を備えていること。 

③ 道の駅が公共施設として、地域における各主体の知識の共有と学習活動の場とな

っていること。 
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④ 道の駅を中心とした自治体、農業者、企業、商工会・農協等の団体、組織間のネ

ットワークが形成され、相互の意思疎通が図られていること。 

となるであろう。 

つづいて、①の条件に関する経営理論として、リーダーシップ論を取り上げるこ

とにする。 

 

1 道の駅とリーダーシップ論 

 

金井(1999)13)によると、地域振興のためのリーダーを分析するための理論は、次の

３点にまとめられる(図 2-5 を参照)。 

ⅰ)２次元モデル：リーダーシップ論の説く、普遍的なリーダーシップ・スタイル。

行動面での特徴を、仕事や課題に直結した目的と分業を設定する行動(構造づくり)

と、フォロワーの感情面に配慮する行動(配慮)の２次元で捉える。 

ⅱ)コンティンジェンシー理論：リーダーシップの唯一最善の方法を提示することか

ら、より現実的にリーダーの置かれている環境や条件に適応して方法を提示する

理論(条件適合理論、環境適応理論)。 

ⅲ)変革型リーダーシップ論：変化や不確実性下で変革を導くようなリーダーシップ

の特徴を示す。変革型リーダーシップの特徴は、①将来に対する夢や大きなビジ

ョンを持つこと。②会社や部門の環境を見極め、変化の動向を嗅ぎ分け、変化の

理由や意味付けを行うこと。③ビジョンの実現に資するような具体的なプロジェ

クトに人々がチャレンジしていくことを促進し、奨励すること。④プロセスの厳

しさ。⑤人々の育成とケアを行うこと。⑥必要な情報や資源を提供してくれる

人々からなる人的ネットワークを持つこと。⑦エモーションに起因する積極的な

エネルギーを有することである。 

以上のリーダーシップ論から分析できる道の駅経営のあり方は次のようになると

いえよう。すなわち、地域振興を担う道の駅には、変革型リーダーシップを備えたリ

ーダー14)の存在が望まれる。特に、道の駅には①道の駅を中心とした地域づくりに対

する大きなビジョンを持ち、②現在の地域の問題点を見極め、③時代の変化と、全国

から見た地域の今後の動向を嗅ぎ分けて、地域における変化の理由や意味付けを行 
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図 2-5 リーダーシップの考え方 

  

資料：金井壽宏(1999)p96。 

 

い、④地域振興について必要な情報や資源を提供する人的なネットワークの構築をと

伴ったリーダーの存在が重要である。このリーダーの活躍によって、道の駅が経済的

機能と公共施設としての機能を共に発揮でき、発展すると考えられる。 

つづいて、道の駅運営のための 2 番目の条件として、道の駅が公共施設として、地

域住民の生活の質を向上させる場として機能するためには、地域コミュニティの形成

が不可欠である。この地域コミュニティの重要性について理論的に分析する。 

 

② リーダーシップのコンティンジェンシー理論 

どのようなリーダーシップが有効化はリーダーの置かれた状況によって異なる。 

変化や不確実性に満ちた時代に、組織を変革に導くリーダーとは？ 

変革型リーダーシップの条件 
１．将来に関する夢のある大きな絵をビジョンとして示す 

２．会社や部門の環境変化の動向をかぎ分け、変化の理由や意味づけを行う 
３．ビジョンの実現に資するような具体的なプロジェクトに、人々がチャレ

ンジするのを促進する 
４．ビジョン実現のプロセスでの厳しさ 
５．自分についてくる人々の育成、世話 

６．ビジョン実現に必要な情報や資源を入手する人的ネットワーク 
７．変革のプロセスで、人々が感じるエモーションの問題に敏感であること 

 

① 2 次元モデル 

リーダーシップの果たすべき機能として、 

P(業務の達成)と M(集団の維持に注目) 

このような資質を備えたリーダーは、公式の組織には意外と無頓着。そこを補

佐するのが堅実なマネージャー。 
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2 地域コミュニティの場としての道の駅 

 

先にも述べた通り、道の駅は公共施設であり、その運営方法は経済的な要因、す

なわちコスト面だけで決定することはできない。道の駅のような公共サービスを行う

経営体は労働集約的であり、そのサービスの質が損なわれないためには、国民一人当

たりの人員を削減することは難しいからである。従って、自動車産業のような資本集

約型産業に比べて生産性を上昇させることは困難といえる。このように、道の駅をは

じめ、地方自治体や公立病院のような行政活動の多くが直面する、合理化によって生

産性を向上させ難いという問題は、「ボーモル効果」と呼ばれる経済理論で説明する

ことができる 15)。  

岩田(2005)16)は、地域住民の生活の質の向上が重要視されている教育や医療、地域

固有性にこだわる産業などは、ほとんどが労働集約的であり、経済合理主義によって

は生産性を高めにくいことを指摘した。そしてこのようにボーモル効果のある産業に

関して、地域住民の生活の質を維持するためには、地域コミュニティの形成が重要で

あると分析した。その考え方は次のようにまとめられる。 

ⅰ)日本産業の近代化で進められた経済合理主義の行き詰まりから、近年は、日本の

近代化は過剰適応と総括される。近代化は、それによって生産性が向上する産業

にとっては有効であったが、標準化や機械化が出来ずに近代化により生産性を高

めることが難しい産業分野が存在する(ボーモルのコスト病 17))。 

ⅱ)ボーモル効果は、教育、医療、対話を重視する地域商店、収容年数を要する熟練

の技、天然性や地域固有性にこだわる食品、地域産業にかかわる、生活の質や高

齢社会のニーズに対応する近未来型産業に現れることが多い。 

さらに、岩田は、活気があり、魅力的な街づくりのためには、地域が一体となれる地

域コミュニティの形成が重要であるとした。その特徴をまとめると次のようにな

る。 

ⅰ)近代化によって個に分断された企業や個人が、関係性を取り戻すような地域コミ

ュニティの形成。 

ⅱ)地域がその特性を生かして発展する能力は、地域内の企業間の関係によって生み

出される。その関係性を生み出すような地域コミュニティ。 
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ⅳ)「人材を吸収しうる魅力的なまちづくり」、「企業の地域貢献や自発的な市民活動

が活発な恊働のまちづくり」などの、ハード、ソフト面の両面に深く関係してい

る地域コミュニティ。 

ⅴ)地域における信頼関係が構築され、「取引コスト」が削減されたり、各企業に潜在

していた能力を回復できるような地域コミュニティ。 

 地域コミュニティを形成して、地域が魅力ある活性化したものとなるためには、そ

の形成空間である場の存在がとても重要となる。しかしこれらの施設はボーモル

効果を持つので、サービスの質を保つために、経済合理主義の考え方で運営され

るのではなく、地域の支援によって維持されなければならないと主張する。 

 この地域コミュニティの形成の理論を、公共施設としての機能が重要視される道の

駅へ適用すると次のようになるであろう。すなわち、  

ⅰ)道の駅は、「地域コミュニティを形成する場」を提供する。 

ⅱ)道の駅は、地域を活性化したいという志を持った企業、自治体、農協、商工会等

の団体が集まり、「地域に内在する資源を統合するための場」を提供する。 

ⅲ)道の駅は、農業者、地元の農協、商工会、地方自治体等が「出会い、創生する  

場」を提供する。 

このように、道の駅は地域の主体がコミュニティを形成する場を提供する。この

公共的機能は、地域活性化のために非常に重要である。つまり、地域コミュニティが

形成され、地域のさまざまな主体が道の駅という空間を共有することで、互いのコミ

ュニケーションが高まるという効果があるからである 18)。同時に道の駅は、公共施

設であり、ボーモル効果を持つ。従って、道の駅が魅力ある地域づくりを推進するた

めの地域コミュニティを形成する役割を十分発揮するために、施設の設置・維持・管

理には必ず自治体の支援が必要であると結論づけられる。 

地域コミュニティが形成された地域において、さまざまな主体が協働して魅力あ

る地域づくりを進めるためには、互いに情報と知識を共有し、認知・学習することが

必要となる。つづいて、主体間の知識の学習・認知とそれを進める基盤としての文化

の重要性について理論的に分析する。 
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3 地域資源・知識インフラストラクチャーとしての道の駅 

 

地域は、資源と知識を取引する場である。例えば、地域内での起業活動は、起業者

の単独行為でなく、公的、私的セクター双方において多数の起業者を必要とする「集

合的活動」といえる。起業者は互いにネットワークを活用して結合しながら、学習を

重ね、新たな知識を生み出す。その意味で地域は資源・知識インフラストラクチャー

であるといえる(吉田(2004))。 

吉田は、魅力ある地域づくりのために果たす地域の役割は、さまざまな主体同士の

相互学習と相互認知を行うことであると述べ、地域内で特に起業関係者に起業者のこ

とを理解させることと、起業者が他を理解するという２つの認知が行われやすいのは、

地域の「空間的近接性」によって、意見交換の頻度・密度が高められるからであると

分析する。さらに、「認知的均質性」や地域に埋もれた記憶すなわち地域文化という地

域特性は、「意味」の共同構築を容易にすると説明し、知識を相互に認識し合うために

は、各地域に受け継がれた文化が重要であると主張する。 

つまり、地域内で起業活動が活発に行われ、魅力ある地域づくりが進められるため

には、地域内での相互学習活動(資源交換と知識交換)と相互認知活動(意見交換)が共に

行われ、地域にはそれらを支援する「文化」という基盤がしっかりしていることが重

要であるといえよう。 

さらに吉田(2004)は、地域が自然災害や社会情勢などの突発的な変化に対する適応

力を備えていなければならないとし、そのためには地域内において、事前に出来るだ

け多くの知識の在庫(記憶)を持つか、あるいは必要な知識が生み出されなければなら

ない(知識生産)と説明している。 

そして、在庫となった知識と生産された知識を伝える(獲得・蓄積・移転させる)際

に、その中心となる媒介機関が必要であるとし、その中心的機関が非営利機関(公共施

設等)であれば、民間機関にみられるような競争者としての障害がなく、知識移転をス

ムーズに行えると分析した。 

地域内での非営利機関は、地域の日常的な知識の移転を促進するための重要な媒介

機関であり、知識の記憶庫として、過去と現在、現在と未来の知識の媒介機関となる

と同時に、変化への適応を行ううえで重要な役割を果たすからである。 
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このように、地域において企業活動が活発に行われ、地域生産システムが発展する

ためには、経済的な関係だけではなく、社会・文化・心理的関係の役割が大変重要で

あることが分かる。すなわち、地域は外部に対して特定のイメージを、内部にはその

地域への帰属意識を与えているといえる。 

以上のように吉田(2004)は、地域におけるさまざまな主体同士の相互学習と相互認

知の重要性を述べ、その基盤としての地域文化の重要性を強調した。すなわち、地域

文化は、地域内の人々の認知に影響を及ぼし、地域の歴史の中に人々を位置づけ、地

域内での行動に意味を与える。さらに、地域の行為者に、さまざまな要素の理解およ

び結合を可能にする知識や経験という資源を与える。よって、文化は学習の基盤を形

成し維持するという役割を担い、地域は、相互に意味を作り上げるという意味での認

知を支える場であると結論付けている。 

さらに吉田(2004)は、地域を、各構成要素が自律分散しているとともに相互依存し

ているシステム(ホログラフィック・システム)として意図的に作り上げることで、地

域が、高分化による高い創造性や、ローカルな独自性というメリット(独創性)、高統

合による創造物の急速な普及とシステムワイドな可変性というメリットを持つように

なる。地域内において、変化への適応が拡大再生産されるためには、ミクロ・マクロ

レベルでのダブルループ学習必要である。ミクロ、マクロのレベルで一挙に根源的変

化が行われなければならないと主張した(図 2-6 を参照)。 

このような、魅力ある地域づくりのための地域における相互学習と相互認知の場

として、地域における道の駅の果たす役割を考えると、吉田(2004)の理論は以下のよ

うに適用できるであろう。まず、魅力ある地域づくりに欠かせない地域内主体間の相

互学習と相互認知のためには、「空間的近接性」を高めるためにコミュニケーション

の場が重要となる。道の駅は、その場としてまさに最もふさわしいといえる。この場

の存在によって地域内のさまざまな主体が意見交換を行う頻度・密度を高められるか

らである。 

さらに、地域の相互学習と相互認知が十分に行われるには、空間的な基盤である

場とともに、認知的基盤も重要となる。道の駅は地域観光資源との連携や、観光情報

ワンストップ機能も備えており、地域の伝統産業だけでなく伝統芸能、祭り等の地域

の文化の継承の場として期待されている。吉田の唱える「地域に埋もれた記憶(地域 
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図 2-6 個別学習・認知、地域との相互関連 

 

出典：吉田(2004)p.190 より引用。 

 

文化)を基盤とした資源交換、知識交換と相互認知活動(意見交換)の場」としての役

割を十分担うことが出来る。このことは、地域における知識の「認知的均質性」も保

たれることにつながる。すなわち道の駅を拠点とした地域づくりを行うことで、知識

と情報を共有し、創造して行ける環境が整えられるといえよう。 

さらに、道の駅は、非営利機関すなわち公的機関であり、その運営に競争原理が

働かないので、吉田のいう「在庫となった知識」と「生産された知識」を伝える(獲

得・蓄積・移転させる)ための中心的な媒介機関として有効であると思われる。 

ここまで、地域における知識の相互認知と相互学習の理論から見た道の駅の重要
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性を理論的に検証してきた。つづいて、ネットワーク論の観点から道の駅の存在意義

について析することにする。 

 

4 道の駅と地域住民・地域社会との関係 

 

山倉(1993)は、地域における企業の役割を多面的に捉え、利潤追求という経済的活

動を行う上で生まれる地域社会に対する政治的、社会的、文化的貢献を果たすという

機能を重要視する 19)。さらに地域の企業は、地域社会のメンバーでもある地域内で

連携しネットワークを形成することを通じて、地域社会に影響を与えると分析してい

る。 

その機能は、魅力ある地域づくりを行う上で極めて重要と思われる。まず、山倉

のいう企業、地域住民、地域社会とはどういう物かについて、それらの捉え方を表

2-2 に示す。このように定義したうえで、山倉は、「企業は地域住民の要求に対応す

るために、企業と地域住民・地域社会との関係づくりや協力体制を作り上げて行かな

くてはならない」と述べ、この企業－地域住民・地域社会との関係について「経営戦

略」の観点から理論的に次のように分析している。 

一般的な企業の経営戦略には、①事業創造戦略、②国際経営戦略、③社会戦略が

含まれるが、とくに③の社会戦略が「企業－地域住民」との関係に重要であるとす

る。この社会戦略とは、企業の地域住民に対する基本的方向を定めることを意味す

る。すなわちこれは、企業が地域社会に対して行う社会貢献として、教育、雇用、環

境保護、都市の再生等の決定を行うことである。この企業の社会貢献の機能の考え方

を、道の駅に関して適用し考察すると次の 2 点にまとめられるであろう。 

ⅰ)道の駅は、公共施設であることから、一つの企業としてみた場合、道の駅の地域

に果たすべき社会貢献は、民間企業より格段に大きいものが期待され得る。 

ⅱ)道の駅は公共性を第一とすることから、企業体としてみた場合、社会戦略の重要性

は大きく、このことは経営戦略の中心的な課題として位置づけられよう。このよう 

に、道の駅経営には社会戦略が大きな役割を果たすということが出来る。 

つづいて、地域社会の構造と変動の観点から、道の駅を中心とした地域内のネッ

トワークの有効性について理論的に分析する。企業は地域社会のメンバーであり、地 
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表 2-2 山倉(1993)による地域の企業、地域住民、地域社会の捉え方 

 

注)山倉(1993) pp. 248 - 251 を参照した。 

 

域社会における他の主体とのネットワークを通じて、地域社会に影響を与える。この

前提のもとに山倉(1993)は、地域社会の解明のためには、地域社会の諸主体のネット

ワークをいかに形成、統合していくかが重要と述べ、このことは地域社会を、企業を

含む複数の組織間ネットワークとして把握することになると論述している。 

そこで、地域社会の解明において、「ネットワーク中心性」のような組織間ネットワ

ークにおけるポジションがきわめて重要になる 20)。この組織間ネットワーク(組織間

連結)のあり方が、組織間の影響構造を規定し、それが地域社会に影響を与える。とく

に中心的地位を占める組織は、地域社会において、価値ある資源を持っているか、そ

れに接近可能であることにより、組織間ネットワークを操作し、地域社会の構造に影

響を与えることが出来る。つまりこの中心的組織は地域社会に対する広いパワー基盤

を備えていなければならない。 

このように、地域社会における組織間ネットワークが、タイトに連結していればい

るほど、地域社会全体に革新的な変化を及ぼすことが出来るようになる。さらに、中

心的組織を支える思考が、革新的であればあるほど、地域社会に及ぶ革新の速度は速

くなる。 そして、組織間ネットワークにおけるパワーの集中度が高ければ高いほど、

また革新的思考が支配組織の利害と一致していればいるほど、ネットワークの変化に

対して開かれ、システム全体を革新的に変化させることができる。 

この地域社会におけるネットワークの中心的組織を道の駅として位置づけ、より良

い地域づくりを行うために果たすべき道の駅の備えるべき条件を理論的に分析すると

次のようになるであろう。 

ⅰ)道の駅が、地域における組織間ネットワークの中心的地位にある組織であるのは、

地域社会において情報、人材、雇用機会、空間等の地域支援ネットワークにおける

地域の企業
利潤追求という経済的活動を遂行する過程の派生的結果として、政
治的、社会的、文化的等の社会貢献を行うことも含め、多機能を果
たす組織。

地域住民
ある地域的範囲によって画された空間に生活する人々または人々の
集合を指す。地域性を基盤とした場合の人々の集合である。資源・
情報を保有している利害者集団の一つと位置付けられる。

地域社会
成員の社会関係やその集積が一定の地域的範囲と結びついている社
会集団。
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価値ある資源を持っていること。 

ⅱ)道の駅をネットワークの中心とした組織間ネットワークが、タイトに連結していれ

ばいること。このような道の駅が存在することで、地域社会全体を革新的に発展さ

せることが出来る。 

ⅲ)道の駅が掲げる地域振興の目標が、革新的であればあるほど、地域社会全体が革新

的発展を遂げるスピードが速くなる。 

ⅳ)地域の組織間ネットワークの中心的地位にある道の駅が支配組織として機能し、地

域振興の目標と、道の駅の運営上の目的が一致していればいるほど、地域の組織間

ネットワークは革新的な地域振興を促すようになる。 

ここまで、魅力ある地域づくりを行う上で道の駅が果たす役割について、経営理論

に基づいて分析を行った。道の駅は、一般的な民間企業とは異なり強い公共性を持つ。  

本稿では、特にこの公共性に注目して、道の駅運営のあり方を 4 つの観点から理論的

検証を試みた。それらは、①道の駅に、公共施設を牽引するリーダーシップが発揮さ

れるようなリーダーが存在すること。②道の駅が、地域コミュニティの場としての機

能を備えていること。③道の駅が公共施設として、地域における各主体の知識の共有

と学習活動の場となっていること。④道の駅を中心とした地域のさまざまな主体間の

ネットワークが形成され、相互の意思疎通が図られていることである。 

それらを要約すると次のようになる。 

(1)変革型リーダーの活躍によって、道の駅が経済的機能と公共施設としての機能を共

に発揮でき、発展すると考えられる(金井(1999)によるリーダーシップ論)。 

(2)道の駅は、地域を活性化したいという志を持った企業、自治体、農協、商工会等の

団体が集まり、地域に内在する資源を統合し、出会い、創生する地域コミュニティ

の場を提供する(岩田(2005)による地域コミュニティの形成の理論)。 

(3)道の駅は、地域文化を基盤とし、資源交換、知識交換と相互認知活動(意見交換)の

場としての役割を担うことが出来る。よって、道の駅を拠点とした地域づくりを行

うことで、知識と情報を共有し、創造して行ける環境が整えられる。また、公共施

設である道の駅は、運営に競争原理が働かないので、「在庫となった知識」と「生産

された知識」を伝える(獲得・蓄積・移転させる)ための中心的な媒介機関として有効

である(吉田(2004)による地域資源・知識インフラストラクチャーの理論)。 
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(4)道の駅を地地域社会におけるネットワークの中心的組織を道の駅として位置づけ

ることで、地域社会全体を革新的に発展させることが出来る。道の駅が掲げる地域

振興の目標が、革新的であればあるほど、地域社会全体が革新的発展を遂げるスピ

ードが速くなり、地域の革新的な振興が促進されるようになる(山倉(1993)(1995)組

織間関係論、ネットワーク論)。 

以上のように、道の駅運営の上で、企業体としての採算性を保ちながら、その第 1

目的の公共性の機能を果たすための条件を、経営学的理論を基に分析した。つづいて

第 3 節では、道の駅研究に用いる計量的理論について述べることにする。 

 

第 3 節 道の駅に関する計量的理論 

 

1 識別問題と同時方程式モデル 

 

重回帰分析では、モデルが説明変数 X1,X2,···,Xp を用いて以下のように表される。 

 

ipipiii uXXXY   22110      
),,2,1( ni 
 

 

ここで、β0,β1,···,βp は未知パラメーター、ui は誤差項をそれぞれ表している。 

この場合、X1,X2,···,Xp から Yi への影響 (X→Y) のみが問題となっている。しかし、

現実の経済では各変数は相互依存関係にあることが多い。そこで、この相互依存関係

を連立方程式体系として考慮に入れたのが同時方程式モデルである。ただし、同時方

程式モデルで経済分析を行う場合、２つの大きな問題が生じる。第１は識別

( identification )問題であり、第２は同時方程式バイアス( bias )問題である。 

では、識別問題を考えるために、次のモデルを例に挙げる。 

(モデル１) 

     ttt uPD  10 
                                       （7）  

     ttot vPS  1
                                        （8） 

          tt SD 
                                                   （9） 
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ここで、Dt は需要量、St は供給量、Pt は価格をそれぞれ表す。したがって、式(7)

は需要関数、式(8)は供給関数、式(9)は均衡式を表している。また、このモデルでは

Dt,,St,Pt を内生変数として扱う。すると、方程式の数と内生変数の数は一致し、数学

的には矛盾のないモデルである。 

では、実際に観測されるある財の価格(P)と取引量(Q)の時系列データを、標本デー

タにして推定してみる。すると、推定された関数は 𝑄𝑡 = 𝛾0̂ + 𝛾1̂𝑃𝑡 と表される。し

かし、これは需要関数であるのか、それとも供給関数であるのかは識別できない。な

ぜならば、観測される取引量は均衡取引量であり、需要関数と供給関数の交点から得

られるとすれば、この関数は需要曲線と供給曲線の混合曲線にすぎない(図 2-7 の A

と B の通る需要曲線とも供給曲線とも異なる線の推定を行っている)。このような状

態は、識別不能であるといわれる。同時方程式モデルにおける構造方程式の識別可能

性は以下のようになる。 

 

（１） 識別不能 

（２） 識別可能     適度識別 

             過剰識別  

Ｋ－Ｊ＜Ｈ－1 識別不能 

Ｋ－Ｊ＝Ｈ－1 適度識別 

Ｋ－Ｊ＞Ｈ－1 過剰識別 

 

ここで、Ｋ ＝ モデル全体に含まれる外生変数の数 

Ｊ ＝ 当該モデルに含まれる外生変数の数  

Ｈ ＝ 当該モデルに含まれる内生変数の数  

 

つづいて、パラメーターの推定で新たな問題が生じる。モデル体系内の内生変数

は、相互依存関係があるため、互いに他の構造方程式の説明変数にもなる。このた

め、誤差項は説明変数と独立でなくなり、同時方程式バイアスという問題が生じるの

である。すると、最小自乗推定量の特性である不偏性と一致性が失われる。したがっ

て、説明変数に同時決定の内生変数をもつ構造方程式の推定には、普通最小自乗推定 
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図 2-7 需給曲線のシフト 

     Ｐ       D     D”         S  S” 

         

                            A     B                                                          

                                                                                               

 

 

                                      D” 

                       Ｓ Ｓ”                               D                    

                                                               Ｑ 

   

法(Ordinary least square, OLS)に代わり、別のより良い特性を与える推定方法がと

られる。一般的には間接最小自乗法(Indirect least square, ILS)、二段階最小自乗法

(Two stage least square, TSLS)が知られている。ただし、ILS が適用できるのは適

度識別された場合のみであり、過剰識別される場合は TSLS を適用して推定する。 

 

2 内生性(同時性)の問題 21) 

 

本研究に用いた同時方程式モデルに採用する変数選択の際に、考えなければなら

ない内生性の問題とその検定方法を示す。普通最小自乗法推計の基本的な仮定は次の

ようである。 

1)説明変数はある特定の値を取る非確率変数である。 

2)誤差項の期待値は 0 である。     E(e_t )=0 

しかし、説明変数が内生性を持つとき、説明変数と誤差項は相関を持つ。マクロ

モデル等に用いられる同時方程式モデルの場合、被説明変数と説明変数が同時決定

(simultaneously determined)され、同時決定による説明変数は誤差項と相関する。

例として、次のような消費関数を表すマクロモデルを設定する。 

 

𝐶𝑡 = 𝑎 + 𝑏𝑌𝑡 + 𝑒𝑡                                                 (10) 
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 𝑌𝑡 = 𝐶𝑡 + 𝐼𝑡                                                    (11) 

  

ここで C：消費、Y：所得、I：投資とする。また、誤差項 et は、iid22)を満たし、  

  

E(𝑒𝑡) = 0 , V(𝑒𝑡) = 𝜎𝑒
2 

 

であるとする。 

It は確率変数とし、 V(𝐼𝑡) = 𝜎𝐼
2 かつ、It は et と独立の分布に従うとする。よっ

て、モデルの外で決定されるので、It は外生変数(exogenous variable)という事が出

来る。これに対して、モデルの中で決定される Ct と Yt は内生変数(endogenous 

variable)という事が出来る。このとき、前節で示したように、Ct と Yt は「同時に決

定される」という。ここで、式(1)のような消費者行動を説明する行動方程式

(behavioral equation) は、内生変数である説明変数を持つので構造型方程式

(structural equation)であるといえる。それに対して式(2)は、所得＝消費＋投資 を

表す定義式(identity equation)である。 

式(1)と式(2)からなるマクロモデルの構造型(structural form)において、式(1)を普

通最小自乗法で推計すると、正規方程式より、 

 

 �̂� =
∑(𝐶𝑡−�̅�)(𝑌𝑡−�̅�)

∑(𝑌𝑡−�̅�)2 = 𝑏 +
∑(𝑌𝑡−�̅�)𝑒𝑡

∑(𝑌𝑡−�̅�)2                           (12) 

 

となることから、 

  

𝐸(�̂�) = 𝑏 + 𝐸 (
∑(𝑌𝑡−�̅�)𝑒𝑡

∑(𝑌𝑡−�̅�)2 )                                         (13) 

 

である。Ｃ
̅̅ ̅

、Ｙ
̅̅ ̅

は、それぞれ Ct、Yt の平均値を示す。 

まず、式(2)を式(1)に代入して、Ct について解く。 

𝐶𝑡 =
𝑎

1−𝑏
+

𝑏

1−𝑏
𝐼𝑡 +

𝑒𝑡

1−𝑏
                                       (14) 
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そして、式(1)を式(2)に代入して、Yt について解く。 

 

𝑌𝑡 =
𝑎

1−𝑏
+

1

1−𝑏
𝐼𝑡 +

𝑒𝑡

1−𝑏
                                     (15) 

 

ここで求められた式(5)と式(6)は、Ct、Yt のそれぞれについて外生変数と誤差項で

表現される方程式になっている。これらを誘導系方程式(reduced form equation)と

いう。これらの誘導系方程式から、消費と所得は共に誤差項の関数であることが分か

る。つまり、Ct、Yt は確率変数となっている。式(6)より、Yt と et の共分散を計算す

ると、 

 

𝐶𝑜𝑣(𝑌𝑡, 𝑒𝑡) =
1

1−𝑏
𝐶𝑜𝑣(𝐼𝑡, 𝑒𝑡) +

1

1−𝑏
𝑉(𝑒𝑡)                            (16) 

 

となる。ここで It は外生変数であるので It と et は独立した分布に従うことから、 

 

𝐶𝑜𝑣(𝐼𝑡, 𝑒𝑡) = 0    

 

従って、    

     

 𝐶𝑜𝑣(𝑌𝑡, 𝑒𝑡) =
1

1−𝑏
𝜎𝑒

2                                        (17) 

 

となる。よって、Yt と et は相関を持つので、式(3)において、 

 

𝐸(∑( 𝑌𝑡 − �̅�)𝑒𝑡) ≠ 0      

 

であることは明らかである。よって、式(4)において、第２項がゼロになることは証

明できない。  ゆえに、 

 

𝐸(�̂�) ≠ 𝑏      
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が成り立つ。これにより、式(1)を OLS で推計するとバイアスが生じることが分か

る。 

式(3)より、�̂�の確率極限を求めると、 

 

𝑝 lim �̂� = 𝑏 +
𝐶𝑜𝑣(𝑌𝑡,𝑒𝑡)

𝑉(𝑌𝑡)
                                        (18) 

 

となる。式(6)より、 

  

𝑉(𝑌𝑡) = 𝑉 (
1

1−𝑏
𝐼𝑡 +

𝑒𝑡

1−𝑏
) =

1

(𝐼−𝑏)2 (𝜎𝐼
2 + 𝜎𝑒

2)                          (19) 

 

が成り立つ。よって、式(8)、(9)、(10)より、 

 

𝑝 lim �̂� = 𝑏 + (1 − 𝑏)
𝜎2

𝜎𝐼
2+𝜎𝑒

2)
≠ 𝑏                                  (20) 

 

以上より、OLS の推定量に一致性がないことが分かる。説明変数と誤差項との間

に相関があるときに、説明変数が内生的であれば、推定されたパラメータは一致推定

量ではなくなり、推定値は統計学的に信頼されるものとはなりえない。 

そこで、説明変数が内生性を持つ、すなわち説明変数が誤差項と相関を持つ場合

には、普通最小自乗法による推計は、バイアスを生じることになる。そこで、２段階

最小自乗法を用いることになる。説明変数が内生変数として適しているかどうかを判

断するために、変数の内生性を検定する必要がある。 

 

3 内生性の検定－Durbin-Wu-Hausman test23)－ 

 

説明変数が誤差項と相関を持たなければ、普通最小自乗法による推定量が好まし

い。しかし、説明変数が内生性を持つ、すなわち説明変数が誤差項と相関を持つ場合

には、推定法は２段階最小自乗法を用いることになる。ある変数が誤差項と相関を有
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するかどうかを検定する方法として、次の Durbin-Wu-Hausman test がある。 

まず、次のモデルを仮定する。 

  

𝑦1𝑡 = 𝑎0 + 𝑎1𝑦2𝑡 + 𝑎2𝑥1𝑡 + 𝑒1𝑡                                        (21) 

 

ここで、e1t を誤差項、x1t を外生変数とする。e1t は標準的仮定を満たす。このとき、

y2ｔが内生変数であるか、外生変数であるかを調べる。z1t を操作変数とすると、 

Durbin-Wu-Hausman test は次の手順で行われる。 

① 式(12)の内生性があると思われる変数 y2ｔを被説明変数とし、全ての外生変数と

操作変数を説明変数として次のように普通最小自乗法による推定を行う。 

 

𝑦2𝑡 = 𝑏0 + 𝑏1𝑥1𝑡 + 𝑏2𝑧1𝑡 + 𝑒2𝑡                                        (22) 

 

ここでの残差項 e2t は内生性があると思われる変数のうち、誤差項と相関の無い外生

変数と操作変数では説明出来ない変数と理解できる。 

② そこで、bi の普通最小自乗法の推計値を𝑏�̂�として、y2ｔの推定値 

  

 𝑦2�̂� = 𝑏0̂ + 𝑏1̂𝑥1 + 𝑏2̂𝑧1𝑡 

 

より、残差項 𝑒2�̂� = 𝑦2𝑡 − 𝑦2�̂� を求める。そして、元の推計式に、残差項𝑒2�̂�を入れ

た回帰式をつぎのように設定する。 

 

 𝑦1𝑡 = 𝑎0 + 𝑎1𝑦2𝑡 + 𝑎2𝑥1𝑡 + 𝑎3𝑒2�̂� + 𝑒1𝑡                                 (23) 

 

③ 式(14)を普通最小自乗法で推計し、残差項𝑒2�̂�の係数推定値がゼロと有意に異なれ 

ば、この変数は内生性を持つと判断される。 

ここまで、道の駅分析に関する計量的理論について述べた。つづいて、本章のま

とめを述べることにする。 
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おわりに 

 

本章では、道の駅に関する研究の背景となる理論を、経済的理論、地域振興理論、

計量的理論の 3 分野に分け、それぞれについて、道の駅の分析にどのように適用でき

るかを述べた。3 分野にまたがる理論の組み合わせは次のように設定した。第 1 は、

道の駅の地域での経済活動に関して分析するために用いた経済的理論である。道の駅

は、地方創生の拠点として、街づくりの中心的な役割を果たすことが期待される施設

である。道の駅のもつ地域の結節点としての機能は、多大な外部経済を発揮し、そこ

で起こりうるイノベーションは地域経済をけん引する重要な要素となる。 

本研究では、地域を、まちづくりという産業を振興する地域産業の集積とみなすこ

とにする。この観点に立つと、地域活性化の中心的役割を果たす道の駅の分析には、

「Marshall の産業集積論と外部経済の理論」、さらに「Schumpeter のイノベーショ

ン理論」が適していると考えられる。さらに、道の駅は公立の学校や公民館、病院と

同様、公共施設である。この公共施設のもつ公益的機能の分析には、文化経済学の理

論である「ボーモル効果」を採用した。そして、道の駅が地域の創意工夫で地域経済

を振興する中心的役割を果たすために必要な理論である「内発的発展論」。その経済効

果が地域内で波及することを分析するために有効な「産業連関論」。道の駅が公共施設

として効率的に運営されていることを分析するための「費用便益分析」と「CCR モデ

ル」をそれぞれ取り上げた。 

第 2 に、道の駅が地域コミュニティの中心的主体としての機能を発揮し、地域活性

化を行う施設であることに対する分析には、次の 4 つの地域振興理論を用いた。1 つ

めは、道の駅が経済的機能と公共施設としての機能を共に発揮でき、発展するために

必要となる地域でのリーダーの存在を裏付ける「リーダーシップ論」。2 つ目は、道の

駅が、地域に内在する資源を統合し、出会い、創生する地域コミュニティの場を提供

するために重要な「地域コミュニティの形成の理論」。3 つ目は、道の駅を拠点として

知識と情報を共有し、創造する環境が整えられるために重要な理論である「地域資源・

知識インフラストラクチャーの理論」。そして 4 つ目が、道の駅を地域社会における

ネットワークの中心的組織として位置づけることで、地域社会全体を革新的に発展さ

せるために重要である「組織間関係論、ネットワーク論」である。 
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上記の経済的理論、および地域振興理論に基づいて分析を行ったが、本研究では、

各テーマを数量データを用いて計量的に分析を行った。そこで、3 番目の理論の分野

として、数量的な分析に用いた 3 つの計量経済学理論を取り上げた。すなわち、経済

主体としての道の駅の運営で、特に売上高の向上を行うためには、駐車数、入場者数、

イベント数、管理費、総事業費等のさまざまな要因の相互依存関係を分析する必要が

ある。この分析に、本研究では、同時方程式を用いた。そこで、分析に用いた「同時

方程式」の理論に必要な「識別問題」、「同時性」ならびに「内生性の問題」、「内生性

の検定－Durbin-Wu-Hausman テスト－」の理論について、それぞれの文献を要約し

て述べた。  

本章では、これらの理論をつぎのような構成で示した。まず、道の駅に関する経済

的理論として、(1)Marshall の産業集積論と外部経済の理論、(2)Schumpeter のイノ

ベーション理論、(3)Marshall 理論と Schumpeter 理論の道の駅への適用、(4)ボーモ

ル効果、(5)内発的発展論、(6)産業連関論、(7)費用便益分析、(8)CCR モデル。つづい

て、道の駅に関する地域振興理論として、(1)道の駅とリーダーシップ論、(2)地域コミ

ュニティの場としての道の駅、(3)地域資源・知識インフラストラクチャーとしての道

の駅、(4)道の駅と地域住民・地域社会との関係。最後に、道の駅に関する計量的理論

として、(1)識別問題と同時方程式モデル、(2)内生性(同時性)の問題、(3)内生性の検定

－Durbin-Wu-Hausman テスト－という順序で示した。 

道の駅を理論的に分析する際、特に重要となるのが公益的機能であるといえる。道

の駅は、地域独自の振興策を行う地域コミュニティの結節点として、重要な役割を果

たすことが期待されている。この点が、一般的な民間企業を分析対象とする場合と大

きく異なる。これらの理論を組み合わせることで、道の駅特有の特徴を分析・検証す

る理論的枠組みが確立できたと考える。 

 

注 

 

1) スティグリッツ(2003)p99 を参照。 

2) スティグリッツ(2003)p273。 

3) マーシャル(1966)p267 を参照。 
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4) 柴山(2012)p2 を参照。 

5) シュムペーター(1980)pp.180－183 を参照。 

6) 大塚(2014)pp.168-169 を参照。 

7) 大塚(2014)pp.100-101 を参照。 

8) 後藤(1998)p44 参照。 

9) スウェーデンのタグ・ハマーショルド財団の国連経済特別総会報告「なにをなす

べきか」による(鶴見・川田編(1989))。 

10) 鳥居(1979)pp228-255 の要約である。それゆえ、文章も鳥居から大部分を引用し

ている。 

11) 国土交通省(2009)の要約である。 

12) 利根(1995)p.681 および利根(1993)p.34 の要約である。それゆえ、文章も利根か

ら大部分を引用している。 

13) 金井(1999)pp.97-116 を参照。 

14) ここでいう変革型リーダーシップは、制度的リーダーシップでなければならな

い。道の駅が地域振興に貢献するためには、道の駅を単なるマネジメントの仕組

みを意味する「組織」でなく、トップリーダーシップのビジョンを体現した生き

生きとした運動体としての「制度」となる必要がある。すなわち、道の駅という

「組織(機械)」に、独自の価値観を注入することでアイデンティティーが形成され

る。そして、道の駅という組織にひとが熱い思いや愛着を持つようになると、組

織は制度となってくる。その役割を果たすのが、「制度的リーダーシップ」である

(セルズニック,P(1963)を参照) 

15) Baumol and Bowen(1966)は、芸術活動に関する分析を行い、非営利活動に対す

る政府の助成の必要性を理論的に説いた(第 2 章第 1 節参照)。 

16) 岩田均(2005)pp81-96 を参照。 

17) Heilbrun(2003)は、生産性の向上を評価しにくく公的支援が必要となる分野の問

題を、ボーモルのコスト病(Baumol's cost disease)と呼んだ。 

18) 山下(1998)は、異なる知識を持つ人々が出会い、空間を共有することで、彼らの

間のコミュニケーションを円滑化させる。さらに、このような異質なバックグラ

ウンドを持った人々が出会うことで、新しい知が生まれると述べた(山下
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(1998)pp.137-142 参照)。 

19) 山倉(1993)pp.247-272 を参照。 

20) ここでいう組織間ネットワークとは、特定の関係によって連結された組織の集合

のことを表す。山倉(1995)を参照。 

21) 松浦・マッケンジー(2012)pp.177-190 を参照。 

22) independent and identically distributed の略。互いに独立で同一の分布に従う

ことを示す。 

23) Greene, William H.(2003)を参照。 
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第 3 章 PFI による道の駅経営と地域振興 

 

はじめに 

 

これまでは、道の駅の起源と、そこから生まれた特徴について歴史的経緯に沿っ

て整理し、その特徴を分析するための理論的フレームワークの構成を試みた。そこ

で、第 3 章から第 6 章までは、道の駅の現状を、整理された特徴を基本として構成

した理論的枠組みを用いて、実証的に分析することにする。まず、本章と次章では、

道の駅の経済的機能に関して分析する。第 1 章でも示したように、道の駅は公共施

設でありながら、独立採算を基本とし、各道の駅が独自の創意工夫で運営されるとい

う特徴をもつ。そのため、公共施設として受ける公的支援も、各道の駅の裁量に任さ

れるような方針で行われている。その一つが本章で取り上げる PFI 事業である。 

PFI とは、Private Finance Initiative の略で、我が国では、民間資金等活用事業

(以下、民活事業と略す)と称される。公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営

に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、

効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方ある(PFI の現状につい

ては、民間資金等活用事業推進室(2015)を参照)。2000 年 4 月、道の駅で PFI が採用

されるようになり、現在では PFI に含められていないが、奈良県の「針テラス」で

始まった(表 3-1-1、表 3-1-2)。それ以降、「いぶすき」、「ようか但馬蔵」、「さわら」、

「笠岡ベイファーム」等と 4 件(2015 年 4 月に 5 件、2017 年 4 月には 6 件の予定)が

PFI で道の駅の営業を行い、課題も山積するが、大きな成果を上げている(表 3-2)。

政府の財政赤字が大きくなるにつれ、道の駅に関しても、国は可能な限り民間の努力

で行うという方針を取るようになった。図 3-１と図 3-２の売上高や入場者数をみて

も、PFI は非常に効果があることが分かる。すなわち、PFI の売上高や入場者数の上

位に占めるシェアーは、際だっている事が分かる 

そこで、本稿の目的としては 2 つ設定する。第 1 は、道の駅を活性化させるには

どのようにすればいいか。すなわち、道の駅の売上高向上のため、経営要素の因果関

係を政策的および計量的に捉えることである。第 2 は、PFI を含む道の駅全般の計

量的分析を行うことである。すなわち、PFI の道の駅は 2000 年がスタートで、公共

性を保ちながら民間の活力を取り入れる手法である。まだ歴史が浅く、多くの問題点 
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図 3-1 道の駅の売上高 

 

 

図 3-2 道の駅の入場者数 

 

 

表 3-1-1 PFI 事業で設立された道の駅一覧 

 

(注)特定非営利活動法人 日本 PFI・PPP 協会(2012)、京丹波町役場観光振興課資料より作成。 

 

もあるが、PFI の道の駅の経営面が際立っている点について計量的研究により明らか

にする。 

 

 

都道府県 事業開始日

(1) いぶすき　　　　 鹿児島県 2004年10月1日

(2) ようか但馬蔵　 兵庫県 2006年11月1日

(3) さわら　　 千葉県 2010年3月27日

(4) 笠岡ベイファーム 岡山県 2011年 8月1日

(5) 京丹波　味夢の里 京都府　 2015年4月1日

(6) 伊豆ゲートウェイ函南（予定）静岡県 2017年4月(予定)

道の駅名
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表 3-1-2 PFI 事業で設立された道の駅一覧(事業名) 

 

(注)特定非営利活動法人 日本 PFI・PPP 協会(2012)、京丹波町役場観光振興課資料より作成。 

 

 

第 1 節 PFI 経営の特性と評価 

 

 道の駅経営で最も重要な指標の一つは売上高を増大させることであろう。その売上

高を伸ばすには、多くの要因が考えられる。例えば入場者数を増やすこと、イベント

数を増やすこと等であろう。また、駐車場のスペースを広くすることも、売上高を増

加させる要因であろう。その他サービスを良くすることや、食堂やレストラン、その 

の他の建物やトイレの立派さや美化等、総事業費の充実も重要であろう。一方、イベ

ント数や駐車場の広さの結果として、入場者が増加し、売上高が伸びるというメカニ

ズムもあろう。逆に、イベント数は、売上高が高いと多くなるであろう。その他、多

くの複雑な因果関係が考えられる。第 3 章では、これらの因果関係を整理し、計量

的に実証することを目的の一つとしている。 

ところで、アンケート調査 1)から得られたデータで、売上高の第 1 位は 6 億 8824

万円で、10 位でも 3 億 4500 万円となっている。駐車台数の第 1 位は 633 台、第 10

位は 225 台である。また入場者数の第 1 位は、250 万人、第 10 位は、70.6 万人であ

る。さらに、イベント数は第 1 位が 45 回、第 10 位が 14 回である。総事業費は第 1

位が 33 億円、第 10 位が 11 億円である。また、管理費は第 1 位が 1 億 5000 万円、

第 10 位が 7800 万円である。つづいて、これらの結果、収益／費用比率である、売

上高／総事業費比率は、第１位が 6.4 倍、第 10 位が 0.986 倍となっている。さら

に、売上高／管理費比率の第１位は 46.447 倍、第 10 位は 18.380 倍である。これら

の経営状態の指標には、どのようなメカニズムが働いているのであろうか。この点は

計量的研究等で、考えてみることにする。 

つづいて、道の駅や PFI についての先行研究に入ることにする。まず第 1 は、道

道の駅名 事業名 分野
事業
方式

事業類型 実施主体 事業地点
実施方針公
表日

特定事業選
定日

事業開始日
事業
期間

(1) いぶすき
指宿地域交流施設整
備等事業

観光
施設

BTO
サービス
購入型

指宿市
鹿児島県
指宿市

2003.1.14. 2003.3.26． 2004.10.1．15年

(2)
ようか但
馬蔵

「ようか」整備事業
観光
施設

BTO
サービス
購入型

養父市
兵庫県
養父市

2005.1.14. 2005.5.⒗ 2006.11.1. 15年

(3) さわら
佐原広域交流拠点
PFI事業

その
他

BTO
サービス
購入型

国土交通省
／香取市

千葉県
香取市

2007.5.24. 2007.9.28. 2010.3.27. 15年

(4)
笠岡ベイ
ファーム

国道２号笠岡バイパ
ス道の駅整備事業

観光
施設

BTO
サービス
購入型

笠岡市
岡山県
笠岡市

2009.8.13. 2010.3.2. 2011.8.1. 15年

(5)
京丹波
味夢の里

京丹波町地域振興拠
点施設整備事業

観光
施設

DBO
独立採算
型

京丹波町
京都府
京丹波町

2012.7.31 2012.10.5 2015.4.1. 15年
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の駅の機能に関し、北村・為国・中川(2000)は休憩機能の重視をいうが、戸田・酒本

(2013)は道の駅の休憩、地域連携、情報発信の 3 機能以外に、人と人、モノと組織の

結節点の場も評価している。また、菊地・谷口・大垣(2005)、菊地・谷口(2006) 、

菊地・谷口(2007)、谷口・菊地(2006)の道の駅に対する精力的な研究は高く評価され

るが、上述の相互依存的要素を重視した同時方程式等による計量的分析は行われてい

ない。それ故、彼らの研究と本稿とは相互補完的になっている。PFI 研究について

は、梶井・中山・萩原・加賀屋(2007)、高瀬・小山・森(2002)がある。また、道の駅

の分類には、主成分分析の小川・鈴木(2002)2)、児玉・折田・川本(1998)の数量化第

II 類、最大区間距離(最も長い距離で休憩地点道の駅が見られない区間距離)の太田・

高橋・枡谷・斉藤(2003)がある。波及効果には、産業連関を用いた霜浦・宮崎(2002)

の分析で、間接効果(域内の最終需要で発生する、原材料を供給する地域内の他産業

部門への波及効果)が大きいとする分析がある。また、齋籐(2012)の農家レストラン

の地域波及効果の分析がある。さらに、河村(2000)による、岐阜県の道の駅の効果分

析で、直接効果の観光消費額が約 185 億円、間接効果を含めた総合効果が約 328 億

円と、直接効果の 1.77 倍になったとの結果も示されている。最小自乗法の計量的分

析は非常に少ないが、例外として、あまり良好な結果ではないが、高瀬・小山・森

(2002)がある。また、嶋(2015)も農業総産出額、生産農業所得に道の駅のダミーを入

れて分析している。いわば、生産関数にダミーを入れているため、有意でない結果が

出ている。さらに、プロビットモデルでは中村・矢野、丸山、菊地(2008)がある。し

かし、これらは単一方程式である。本稿では変数間の相互依存関係に重点を置き、同

時方程式で行う。この方法は、道の駅分析では、皆無である。 

上掲の表 3-1-1、表 3-1-2 は、PFI で設立された道の駅の歴史を示したものであ

る。2015 年現在で 5 駅有り、来年には 6 駅になる予定である。また表 3-2 を見る

と、PFI 事業の卓越した業績が示されている(全国平均よりも、はるかに優れた値と

なっている)。そこでこの論文では、PFI について、詳細に分析することにする。ま

ず、2 つの問から始めることにする。第 1 は、①民間資金等活用事業(PFI)が、他の

平均的な道の駅や新交付金をもらった道の駅に比べ、どのような特性を持ち、実体と

して、どのような構造を持ち、運営されているのか。第 2 は、②農家、PFI 事業者

や住民はどのような動機や目的のもとで、民活事業(PFI)による道の駅に取り組み、 
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表 3-2 PFI 事業の道の駅 各指標と平均値 

 

(注) 駐車数＝(大型車台数)＋(普通車台数) ×３ 

 

どのような評価をしているのかである。はじめに、上の問の、①PFI の特性であるが

(表 3-3 も参照)、第 1 は、民間資金等活用事業(PFI)である。これは、1999 年に開始

され、公共施設の建設，維持管理，運営などに民間の資金、経営能力および技術的能

力を活用する設置方法で，2013 年には，418 の公共施設の設置に導入している。2

番目に PFI は内発的発展の理念における地域主体の確立を意味する「新たな公共」

の概念を実現する手段として政府が取り入れた制度である。そして、事業実施に伴い

さまざまな事業主体がコンソーシアム(共同企業体)を組み，コンソーシアム全体で、

ひとつの事業計画を共有することによって，地域の主体間連携・ネットワークの形成

を図りやすい環境を確保するものである。また、民間企業のノウハウを建設計画から

管理・運営全般にわたって取り入れることにより，国や地方公共団体の策定する計画

よりも，施設建設の面での経費削減が図られ，より質の高いサービスを提供できる。 

表 3-3 に示すように PFI 事業が上手く機能する基本的特徴は次のよう要約でき

る。第 1 には、公共機関、民間事業者、金融機関の 3 者が適切なリスク分担を十分

検討し、取り決めることである。第 2 に、PFI における事業推進の 7 つのステップ

(各ステップは、表 3-3 参照)の中で、最も重要なのがステップ 4 における PFI 事業者

選定である。民間事業者が入札価格と共に提出する必要書類のうち、事業実施計画

書、事業収支計画書作成を十分に検討しなければならない。第 3 に、道の駅に関す

る PFI 事業は、指定事業者が施設建設後、15 年間にわたって、施設の維持、管理運

営を請け負うという BTO 方式で行われる。この BTO において、とくに事業実施計

画が十分に検討されることが重要である。第 4 に、明確な事業計画ないと、実施後

に事業の継続が困難になることがある。つまり、「針テラス」のように、事業実施方

針の策定、すなわち民間事業者選定における事業者の責任等に関する明確な契約がな 

道の駅名
売上高

（千円）
駐車数
（台）

入場者数
（千人）

イベント数
（回）

管理費
(千円）

総事業費
(千円）

A 250000 170 900 2 13000 256872

B 200000 226 1715 40 16950 2840000

C 407000 64 706 14 8401 310959

D 208000 75 630 10 10588 364900

PFI駅平均 266250 134 987.75 17 12235 943183

全国平均 171951 112 356.34 6 35578 530729
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表 3-3 PFI の特徴についての要約

 

(注)有岡・有村・大島・野田・宮本(2003)、野田(2003)(2004)を参考にした。 

 

されていないと、事業継続の面で問題が生じるようになる。(現在、同駅は PFI 事業 

としては認められていない。特定非営利活動法人 日本 PFI・PPP 協会(2012)にもそ

の記載がない)。この「針テラス」の例は、PFI 事業が上手く行われるためには。十

分な事業方針、実施計画の検討が必要であるという教訓を与えている。 

ここで注意しなければならない諸点がある。PFI 事業については、実施方針公表か

ら特定事業選定に至る段階で VFM(サービスの品質が高く、コストが低減される)の

検討を行うので、PFI 事業がある程度良い結果になるのは当然である(ただ最良クラ 

スは他にあり、PFI ではない)。設計段階で SPC の各専門会社が創意工夫や意見が反

映される利点があり、施設完成年度に一括して全額を支払う必要が無いのも利点であ

る。  

 しかし、リスク配分や VFM の検討で、時間と経費が掛かるのも事実で、その為、

道の駅関連の PFI 事業が少ないとも考えられる。また、経営した経験のない公共の  

①  PFIとは、民間事業者の資金や経営ノウハウを背景に民間が建設した施設を使い、
サービスを提供する方式であり、官民の適切なリスクの分担が重要である。すなわ
ち、これまで公共が担ってきたリスクの多くを適切に民間に移転することを意味す
る。PFI事業が上手く機能する基本的条件は、公共機関、民間事業者、金融機関の3者
が役割を分担するための事業計画に関する協議、契約を十分行い、取り決めることで
ある。

② PFIにおける推進プロセス：ステップ1事業の発案、ステップ2実施方針の策定・公
表、ステップ3特定事業の評価・策定・公表、ステップ４民間事業者の募集・評価・
選定・公表、ステップ５協定等の締結、ステップ６事業の実施・監視、ステップ７事
業の終了。
上記のプロセスで事業が実施されるが、PFI事業の継続で最も重要なのがステップ4に
おけるPFI事業者選定といえる。事業者は公募型の入札方式で選定されるが、民間事
業者が入札価格と共に提出する必要書類は重要とされる。必要書類作成のために、入
札事業者は、設計・建設・維持管理・運営にかかる事業の実施計画と収支計画を十分
に検討する。これにより、PFI事業は、選定事業者が提出した事業実施計画書と事業
収支計画書に基づき、効率性の高い経営が行われることが、開始段階で見込まれる。

③ 「道の駅」のPFI事業は、民間事業主体が資金調達を行い、施設を建設(Built)し、
その施設の所有者を当該政府機関に移譲(Transfer)し、その引き換えに施設の使用権
(Operate)を得るBTO方式で行われる。この段階で、事業計画が十分に検討されない
と、実施後に事業の継続が困難になることがある。

④ 「針テラス」に見られるような事例は、PFI実施方針の策定すなわち、民間事業者選
定における事業者の責任等の契約が明確になされておらず、2001年1月公表のPFI事業
実施プロセスに関するガイドラインに適合していない。そのため上述のように、現在
はPFI事業としては認められていない（特定非営利活動法人 日本PFI・PPP協会(2012)
にもその記載がない）。針テラスの例は、民営化の為には十分な事業方針、実施計画
の検討が必要であるという教訓を与えている。なお、分析に含めたPFIで建設された4
つの道の駅（「針テラス」を除く）は、全て2001年1月公表のPFI事業実施プロセスに
関するガイドライン制定後であり、このガイドラインに適合している。
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図 3-3 「笠岡ベイファーム」の事業の仕組み 

 

 (注)「笠岡ベイファーム」資料より作成。 

 

担当者の経営の視点も資質も重要である。しかし事業開始後、どれほどの経営状況か

は知られていない。効率性を重視されて計画された PFI 事業の、事業開始後の経営状

況を分析、さらに他の道の駅と比較することは大いに意義あることであると言える。

そこで、本稿では、売上高等の指標を同時方程式を用いて分析することにより、実際

の PFI で設置された道の駅の経営状況特徴を明らかにしたのである。 

図 3-3 は「笠岡ベイファーム」の PFI 事業の組織図を示したものである。PFI 事業 

者は代表企業：天野産業(株)で、笠岡市と PFI 事業契約をし、サービス購入費を笠岡

市から得ている。代表企業は天野産業であるが、設計担当、建設担当、維持管理担当、

運営全般担当、自主事業担当は図のようになっており、一種のコンソーシアムを作っ
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ている。 

「笠岡ベイファーム」は第１に約 300 名の出荷協議会が共通意識のもとに、高品質の

商品納入の努力をし、安さの地元スーパーと棲み分けを意識し、福山市(約 50 万人)周

辺の住民をターゲットしていること。第 2 に、運営事業者と政の良好なコミュニケー

ションと協力に努め、観光振興の拠点と位置付け、イベントの多さでは全国でも最も

多い道の駅の中の１つである。第 3 に、優秀な人材の育成、キーマンの確保に努めて

いる点である。また、商品の管理担当として、元量販店のバイヤーを起用し、広範な

仕入れルートの確保も行っている(片岡(2015)、岡山県笠岡市建設産業部経済観光活性

課(2011)を参照)。さらに、イベント数も数多い。12 月～1 月下旬は、ウインターイル

ミネーション「光のスパークリング」、1 月下旬は、かきフェス、2 月下旬は、いちご

狩り、3 月中旬は、菜の花フェステイバル、4 月下旬は、桜鯛フェア、5 月中旬は、ポ

ピーフェステイバル、7 月は、開業フェステイバル(過去 1 回のみ開催、現在は企画中)、

8 月上旬は、ひまわりフェステイバル、9 月は、いちじく祭り、10 月中旬は、コスモ

スフェステイバル、11 月は、ワタリガニ祭、12 月は、年末お魚市と非常に多彩で努力

していることが分かる。 

一方、「さわら」は国が「河川防災ステーション」等、千葉県は国道 356 号拡幅事

業、香取市は道の駅が計画し、国、千葉県、香取市が連繋し、交易ネットワークの形

成を目的に、防災拠点、水辺利用拠点、文化交流拠点、交通交流拠点を基本理念とし

た拠点整備を図ったものである(このように、道の駅のみではないゆえ、すべての施

設を含めた総事業費は、他の道の駅に比べ、非常に高くなっている)。この点は他の

道の駅と比べ、非常に特殊なものである。これは、道の駅利用者からの誘客効果や防

災ステーションの平常時利用等により、利用性の向上を図ったものである。千葉県香

取市は重要伝統的建造物群保存地区で、歴史的建造物の保存・活用がされ、助成事業

により、江戸風に統一された景観が人気の街並みである。水郷の街の、舟運事業等、

水辺の地域作りがなされた場所である(阿部[(2011)、串岡(2012)を参照)。つづいて、

「いぶすき」であるが、PFI を選んだ理由として次の 2 つをあげている。第 1 は、

道の駅の「地域交流施設」の整備である。農産加工組合、地域の漁業者、市民まちづ

くり委員会と市議会、商工会議所が、物産センターを道の駅に設置するよう、要求が

あったこと。第 2 に、観音崎公園整備事業は、道の駅・都市公園・地域交流施設で
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構成される複合的な整備事業であることである点。さらに、観音崎公園は指宿市の玄

関口に立地し、地域作りの新しい拠点であること。またこの拠点施設の整備には、官

民のパートナーシップに基づく、効率的な整備手法が期待できる点である。 

最後に、「ようか但馬蔵」の場合であるが、農産物直売所は、施設の開設前から運

営主体の道の駅担当者が、養父市内の農家を訪問して調節を行っていた。そして、道

の駅への出荷の要請を行い、担当者が各農家に生産品目や出荷時期に関する要望を聞

き取りに出向き、直売所全体での品揃えの調整を行っている。現在、直売所の出荷組

織「但馬蔵人の会」の登録会員数は、104 個人、10 グループであり、合計で 150 名

以上の生産者が出荷している。このように生産者と話し合いやコミュニケーションを

図ることによって、内発的発展論の基本要素である地域内のコミュニケーションが図

られている。生産者は直売所の販売状況を常に携帯電話で確認し、商品を随時補充で

きるようなシステムが導入されている。このことで、他の道の駅の直売所に多くみら

れるような、午後の品薄状態の問題を解消することができ、入場者数の増加につなが

っている。さらに直売所に積極的に出荷する生産者には、道の駅が生産基盤施設とし

てパイプハウスを整備している。この施設整備には、道の駅が適用を受けている交付

金の一部が使われている。現在、出荷組織内で合計 19 棟のパイプハウスが整備され

ており、冬場の品薄に対応する体制が採られている。このようにして運営される品揃

え豊富な農産物直売所「野菜蔵」は、「ようか但馬蔵」の中で最も人気のある施設と

なっている。また、「とがやま温泉」をひいた足湯コーナー、地元産の新鮮野菜、特

産の八鹿豚、蛇紋岩米などを使った多彩なメニューを備えたレストランも完備されて

いる。「ようか但馬蔵」の PFI 事業主体の出資会社である日和山観光(株)は地元で水

族館「城之崎マリンワールド」を経営している民間企業であり、エンターテインメン

ト性や体験・観客参加型の経営ノウハウを道の駅の運営に取り入れていることによ

る。この「ようか但馬蔵」を含め、交付金を受けながら PFI 制度を導入した 4 例の

道の駅では、現在、いずれも高い売上高と入場者数を確保し、地域振興の拠点として

大きな成果を上げている(日経コンストラクション(2007))。 

これら 4 駅の、2013 年度の売上高の平均値は約 2 億 6625 万円で、交付金を受け

た道の駅の平均値である約 1 億 6950 万円(注 2 のデータによる)を大きく上回ってい

る。この事例分析から、「ようか但馬蔵」の場合、PFI 制度は駅内の主体間の連携を
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高めるだけでなく、民間企業の経営ノウハウ・アイデアを取り入れることで、農産物

直売所への出荷生産者との関係や消費者とのコミュニケーションを深める効果が得ら

れているといえる。つづいて、上述の第 2 の質問に移ることにしよう。すなわち、

②農家、PFI 事業者や住民はどのような動機や目的のもとで PFI による道の駅に取

り組み、どのような評価をしているかに関しては、動機や目的に対しては、国や市

は、設計費や建設費が低く抑えられ、経費の削減となる。ただし、土地の取得費、道

路や道路の付帯物(トイレ等)の整備は、国が行うことになっている。また、発注者で

ある地方自治体(市区町村)は民間事業者のノウハウを活用できるので、安くて優れた

品質の公共サービスの提供を実現することができる。一方、民間 PFI 事業者は 15 年

間の管理運営を任されるので、安定感がある。また、農家は安定した出荷で所得も得

られ、好評である。しかも、農家は POS システムの採用も喜んでいる。さらに、国

と自治体は費用削減となり、喜ばしいものである。住民にも、新鮮で地産地消ができ

ることが、メリットとしてあげられる。 

 

第 2 節 PFI 経営の計量的分析 

 

上で述べたように、道の駅経営で最も重要と思われる売上高増加にはさまざまな要

因が影響すると考えられる。これら要因が互いにどのように影響し合っているかとい

う疑問に答えることが本稿の目的である。売上高には、つぎのような 5 つの指標が互

いに影響して、売上高の増加につながっているという仮説を設定する。さらに本稿で

は、道の駅の設立手法の中で、近年、各地で検討がなされ注目され始めている PFI に

よって設立された道の駅に着目した。各データの出所は注 2 に示す。サンプル数は 80

個である。 

PFI の歴史や特色等を考え(表 3-2)、試行錯誤の末、次のような同時方程式を考え、

2 段階最小自乗法で、推定を行った 3)。 

売上高＝ｆ(入場者数、近畿ダミー)                      (1) 

駐車数＝ｆ(総事業費、北海道ダミー)                      (2) 

入場者数＝ｆ(総事業費、PFI ダミー)                                     (3) 

イベント数＝ｆ(売上高、PFI ダミー)                                     (4) 

総事業費＝ｆ(イベント数、温泉ダミー)                                   (5) 
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内生性テストは表 3-4-1、表 3-4-2 で示されており、5 つの内生変数である売上高、

駐車数、入場者数、イベント数と総事業費が内生変数に容認されることが分かった

4)。推定結果は表 3-5 の同時方程式結果にまとめられている。表 3-5 の推定値から、

筆者が設定した仮説が正しいことが判明した。その結果を要約すれば、次のように

なる。 

1)入場者数が大きくなれば、売上高が増加する。その大きさは、弾力性で表され、  

入場者数が 1%増加すれば、売上高が 0.16%増加する。 

2)総事業費が大きくなれば、駐車数が増加する。総事業費が 1%大きくなれば、駐車 

数が 0.54%増加する。 

3)総事業費が大きくなれば、入場者数が増加する。総事業費が 1%大きくなれば、入

場者数が 2.67%増加する。また PFI の道の駅は他の駅より、約 39 万人多く入場す

る。 

4)売上高が大きくなれば、イベント数が増加する。売上高が 1%大きくなれば、イベ

ント数が 1.31%増加する。また PFI の道の駅は他の駅より、約 7.2 回イベント数が

多い。 

5)イベント数が大きくなれば、総事業費は増加する。イベント数が 1%大きくなれ

ば、総事業費は 0.37％増加する。温泉を兼ね備えた道の駅は、他の駅より 3.6 億円

多いが、温泉は入場者数を増加させ、売上高も増加させている。付図 3-1 は表 3-5

の推定値より、記載された各項目(説明変数)の 5 内生変数への弾力性を、分かりや

すく、目に訴えるように、図示したものである。この弾力性は具体的な数値を得て

いるため、極めて重要な政策的含蓄を持つものである。 

それでは、この図より得られた因果関係をみることにする。数字は前項が 1%増加

したとき、次項が何%増減するかの弾力性である。減少の場合は、前項が 1%減少す

れば、次項が何％減少するかを示している。 

①第 4 式、第 5 式、第 3 式、第 1 式の順で次式の因果関係が得られる(図 3-3 も参

照されたい)。 

売上高↑→イベント数 1.31↑→総事業費 0.37↑→入場者数 2.67↑ 

売上高 0.16↑←       ←       入場者数↑ 

このように、ループになっている。 
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表 3-4-1 内生性の検定結果        表 3-4-2 内生性の検定結果 

（最善結果）           (セカンドベスト結果) 

 

 

表 3-5 同時方程式結果

 

 

方程式
番号

従属変数 独立変数 係数推定値 ｚ値 ｐ値 弾力性

入場者数 227.6816 3.04 0.002 0.16

近畿ダミー 60986.37 1.86 0.063

定数 54989.81 1.42 0.155

総事業費 0.0001272 3.94 0.000 0.54

北海道ダミー 24.02271 4.35 0.000

定数 32.49901 1.66 0.096

総事業費 0.0006239 3.14 0.002 2.67

PFI 393.7743 1.77 0.077

定数 5.530615 0.05 0.960

売上高 0.0000399 2.49 0.013 1.31

PFI 7.155878 1.76 0.079

定数 -1.284553 -0.46 0.647

イベント数 35900.2 2.28 0.022 0.37

温泉ダミー 357669 2.00 0.045

定数 277333.9 2.47 0.014

(参考1)セカンドベスト同時方程式結果

従属変数 独立変数 係数推定値 ｚ値 ｐ値 弾力性

イベント数 13606.67 1.680 0.099 0.414

管理費 0.800515 3.251 0.002 0.183

PFI 154605.2 1.727 0.091

定数 56475.51 1.270 0.210

売上高 0.000318 2.327 0.024 0.462

北海道ダミー 60.81331 2.552 0.014

定数 41.14395 1.422 0.161

売上高 0.0000813 2.351 0.022 2.671

管理費 -0.000066 -1.813 0.075 -0.497

定数 -5.047044 -1.008 0.318

（参考2）普通最小自乗法結果

従属変数 独立変数 係数推定値 t値 ｐ値 弾力性

管理費 1.102605 1.84 0.069 0.253

PFI 134930.2 1.72 0.089

北海道ダミー 12217.82 1.04 0.301

宿泊施設ダミー 29203.14 0.46 0.649

定数 117829.7 3.92 0.000

売上高

駐車数

入場者数

イベント数

総事業費

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

駐車数

イベント数

売上高

(1)'

(2)'

売上高

(3)'

(1)''

方程式
番号

従属変数 内生変数 t値 p値

(1) 売上高 イベント数 -6.86 0.000

(2) 駐車数 売上高 -2.23 0.029

（3） イベント数 売上高 -1.85 0.070

方程式
番号

従属変数 内生変数 t値 p値

(1) 売上高 入場者数 -1.64 0.101

(2) 駐車数 総事業費 -1.67 0.094

(3) 入場者数 総事業費 -1.81 0.071

(4) イベント数 売上高 -2.09 0.036

(5) 総事業費 イベント数 -1.67 0.096
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図 3-4  得られたループ関係と PFI ダミー、温泉ダミー変数の効果 

 

(注 1) セカンドベストでの PFI は 1 億 5561 万円増加させている。 

OLS での PFI は 1 億 3500 万円増加させている。 

(注 2) 393,774(人)×227.6816＝8,9655,094(円)。 

(注 3) 7.2(回)×35900.2(千円)×0.0006239(人)×227.6816(千円) 

＝36717.43(千円)。 

(注 4) (1)、(2)の合計売上高。 

 

 

②第 3 式、第 1 式の順で、次式の因果関係が得られる。 

(1)PFI↑→入場者数 39 万人強↑→売上高 0.16↑ 

第 4 式、第 5 式、第 3 式、第 1 式の順で、次式の因果関係が得られる。 

(2)PFI↑→イベント数 7.2 回↑→総事業費 0.37↑→入場者数 2.67↑→売上高 0.16↑ 
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③第 5 式、第 3 式、第 1 式の順で次式の因果関係が得られる。 

温泉ダミー↑→総事業費 3.6 億円弱↑→入場者数 2.67↑→売上高 0.16↑ 

図 3-4 の PFI ダミー変数の効果の(1)と(2)の効果の合計額は、約 1 億 2637 万円

である(表 3-5 の管理費を考慮したモデルでは、第(1)’式の推定結果から、PFI のダ

ミー変数の係数が 1 億 5460 を示し、PFI は最大公約数的に売上高を 1 億 5460 万

円増加させていることを示している。また、OLS による推計値では、PFI は約 1

億 3500 万円増加させている)。表 3-2 の PFI 駅の A は 2 億 5000 万円、B は 2 億

円、C は 4 億 700 万円、D は 2 億 800 万円、4 駅平均で 2 億 6625 万円であるか

ら、その差額はイベント、管理費、その他等で増強していることを意味してい

る。 

 

第 3 節 得られた結果からの考察 

 

上の計量的分析から、PFI の道の駅で売上高が 1 億 5,460 万円(PFI のダミー変数だ

から、最大公約数的にの意味)あげていることが分かった。また PFI の駅は、売上高を

増加させ、入場者数も増加させ、管理費は減少させるという、非常に有益なものであ

ることも分った。 

それでは、民活事業(PFI)による道の駅が、農家、PFI 事業者や住民の主体性や高い

意欲のもとで、発展する場合と、逆に、問題化する場合(抱える問題はどのようなもの

か。問題の起因はなぜか)の差異はどこにあるのか。またその構造はどのようなもので

あるのか。しかも内部者である農家、民活事業(PFI)者、住民の視点から明らかにしよ

う。(1)発展する場合は次の様なケースであった。①顧客は多くの場合、休憩もかねて、

建物やトイレの清潔さが非常に重要と思っている。②また、「いらしゃいませ」と店員

の愛想のいい、明るい姿勢が客を再び立ち寄る契機となっている。③例えば、「笠岡ベ

イファーム」は毎月の強力なイベント数を行って顧客を呼び寄せ、新鮮な魚や野菜の

一袋 300 円好き放題袋詰めセール等を行っている。これは、きわめて好評である。④

コンビニ経営者等、PFI 事業者は、実態をよく知っている者を民間から選ぶ。⑤道の

駅運営を任されている民間企業が、直売所や観光農園等の経営ノウハウを豊富にもっ

ており、地元出荷者との連携・コミュニケーションを図ることに積極的な点等がある。  

また、商品の管理担当として、元量販店のバイヤーを起用し、広範な仕入れルート
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の確保も行っている。⑥オーナー制等(下記の佐藤(1992)の、オーナー制以外も参照)を

組み込み、再訪させる仕組みを作る。⑦道の駅「いぶすき」は観光地「指宿」の入り

口となっており、多くの観光客が立ち寄る場所である。また、⑧「ようか但馬蔵」に

関しては、全施設建造物が同じ建設業者による設計で建てられているために、建物の

デザインに統一感があるだけでなく、客の行き来の動線を考慮した機能的な施設とな

っている。⑨管理・運営を請け負っている民間企業は建設計画から携わって、管理・

運営に効率的な設計を行った点。逆に(2)問題化する場合は、儲けが悪い場合は、民間

ではメンテナンスが悪くなりやすい。震災や天災の場合、国や自治体の公共と民間間

で、責任の行方が大問題になる(責任に関する意見の違いがありうる。震災時での「さ

わら」が経験した)。15 年間保証されるので、民間事業者は管理運営の努力を怠る可

能性がある。すなわち、民間主導だけでは、メンテナンスや震災等では対処が難しい

場合がある。 

それでは、以上を考慮して、民活事業(PFI)の望ましい運営方法を具体的に検討し、

今後の道の駅、ひいては都市・農村交流活動のあり方を提示することにしよう。PFI

による道の駅、そして都市・農村交流を農村の内発的発展において意義ある活動とす

るためには、どのような展開方法が望ましいのであろうか。それに対しては、道の駅

のみでは、うまくゆくとも限らず、梶井・中山・萩原・加賀屋(2000)は、多様な機能

を持った複合施設として集客力を高め、付帯施設を併用することが PFI 導入の重要な

点であると述べている。また、佐藤(1992)も、道の駅には、次のような魅力的な施設

や娯楽を併設することが必要であるという。宿泊・食事の提供(農家民宿、ペンション、

コテージ、公的宿泊施設、食文化の提供、レストラン)。特産物販売(イベント数、青空

市場無人販売所等)。農村・自然体験(文化・工芸体験、自然体験、観光農園、市民農園、

オーナー制等)。景観(町並み景観、田園景観、森林景観等)。産地直送、特別村民制度、

姉妹都市等である。すなわち、重ねて言うと、まず、清潔で、愛想のいい、明るい姿

勢が必要である。また、強力なイベント数を行い、新鮮な魚や野菜の一袋 300 円好き

放題袋詰めセール等のイベントが重要である。しかも道の駅のみの経営では難しく、

観光地、オーナー制等、上記のような魅力的な施設や娯楽の併設が肝要である。また、

コンビニ業者等、地域をよく知るものに任せることである。さらに、「笠岡ベイファー

ム」では、商品の管理担当として、元量販店のバイヤーを「起用し、広範な仕入れル
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ートの確保も行っている。また、PFI 事業者は道の駅設立後、その管理運営を 15 年間

にわたり任されるので、道の駅が地域交流の拠点となりうるような地元中心とした連

携・ネットワークを形成することが重要である。 

一方、山本(2008)は PFI に限らないが、道の駅全般のマーケテイングに対し、次の

8 点が重要だと述べている。第 1 は経営主体が民活、第 2 は立地条件に合った出店、

第 3 は豊かな品揃え、第 4 は、価格は出荷者の自由、都市のスーパーの価格を参照、

第 5 は口コミ、パブリシティ、イベント、散らし、DM、ホームページの活用、第 6 は

チャネルとして、インターネット販売、郵パック、さらにアンテナ・ショップの積極

的活用が必要なこと、第 7 はトイレの清潔さと快適さ、第 8 は長期的視点に立った戦

略的経営の 8 点である 5)。小島・山田・四童子(2014)は、最近の国の支援制度の概要

を説明している。地方創生という課題に対して、道の駅の果たす役割が示唆され、2 つ

の類型を「ゲートウエイ型」と「地域センター型」として大別している。これは国土

交通省[15]が「ゲートウエイ型」と「地域センター型」の 2 つに大別しているのに、

対応している。最初に、「ゲートウエイ型」だが、それはインバウンド観光、観光総合

窓口、地方移住等促進の 3 つ、つづいて、「地域センター型」は、産業振興、地域福祉、

防災を示している(詳細は小島・山田・四童子(2014)を参照)。 

結局、売上高では、PFI 駅より上位の道の駅がかなりあるが、便益費用比率の売上

高／管理費比率では、1 位、6 位、8 位と非常に大きい値となっている。この点は PFI

の道の駅としては面目躍如である。一方、筆者による聞き取り調査によると、2010 年

の「笠岡ベイファーム」への農産物出荷者は市内が 180 人、市外は 10 人だったが、

2014 年には市内が 200 人、市外が 115 人となっている(付図 4-2 を参照)。これより、

最初から目指していた福山市等、市外からの顧客が非常に大きく伸びている。また、

「ようか但馬蔵」は、2007 年には 78 人だったのが、2014 年には 187 と、2 倍以上に

増加している。さらに、「いぶすき」は 2005 年には 189 人だったが、2014 年には 203

人と、これも増加している。「さわら」は、2010 年には 150 人だったが、2014 年には

200 へと増加している。また地域連携ないしは地域貢献としては(付表 3-1 参照)、従

業員は 4 人～8 人が雇用され、臨時雇いを入れると、15～34 人ぐらいが雇われてい

る。また来場者も地域外から半分以上となっており、地域貢献に大いに役立っている。

このようになるには、各 PFI は次の様な努力を行っている。「笠岡ベイファーム」に
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関しては、毎月の強力なイベント数、新鮮な魚や野菜の一袋 300 円、好き放題、袋詰

めセール(きわめて好評)、オーナー制等を行っている(岡山県笠岡市建設産業部経済観

光活性課(2011))。 

「ようか但馬蔵」に関しては、国家戦略特区(農業特区)を活かした特産品開発によ

る６次産業の推進、観光施設等と連携したイベント開催し、地域の観光情報発信(災害

用トイレを具備)を行っている(日経コンストラクション(2007))。「いぶすき」に関して

は、10 周年祭り、駐車場での軽トラでの農産物販売イベント開催と、近くの砂むし温

泉との連携がある(鹿児島県指宿市(2015))。「さわら」に関しては、周年祭、収穫祭、

花火祭り開催、川の駅「さわら」のはっぱ舟、ジェットスキー、利根川での芸能人バ

スつり大会との連携(スーパー堤防の上にある。災害時は炊き出し場に転換可能)を行

っている(阿部(2011)、串岡(2012))。これまで述べてきた点は、計量的分析より得られ

た間接的ループ(イベント数↑⇔売上高↑)のように、イベント数が非常に大きな影響

を与える点と一致している。また上記の管理が行き届き、清潔なトイレ等をすれば入

場者が増えるという点は計量的分析の結果の(総事業費↑→入場者数↑→売上高↑→

イベント↑→総事業費↑)ループと一致するのである。これらの政策的インプリケーシ

ョンを熟慮して、経費削減が極めて重要な現在、まだ課題もあるが、PFI での民間事

業が用いられることが重要である。 

 

おわりに 

 

以上、道の駅の振興方法を、計量的および質的に分析してきた。ここで、これらを

要約すると次のようになる。 

1) 売上高とイベント数、入場者数、駐車数、総事業費は相互依存的である。それゆ

え、同時方程式(2 段階最小自乗法)を用いる必要がある。 

2) 2 段階最小自乗法による計量結果を要約すれば、次のようになる。①売上高は、

入場者数が大きくなれば増加する。②駐車数は総事業費が増えれば、大きくなる。③

入場者数は総事業費が大きくなると、増加する。PFI 事業の入場者数は非常に大きく

させている。④イベント数は売上高が増加すれば、増加し、PFI 事業も売上高を大き

く増加させている。⑤総事業費はイベント数が多くなると増大し、温泉施設の駅は総

事業費を増加させるが、売上高も増加させている。結局 PFI 駅はイベント数を増加さ
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せ、入場者数を増大させている。その結果、売上高を増大させていることが判明した。 

3) 温泉を考慮していないが、管理費を含む他の良好(セカンドベスト)な計測結果で

は、PFI 駅は売上高(PFI 駅は平均して、売上高を 1 億 5460 万円増加させる)と入場者

数を増加させ、管理費を減少させる事も分かっている。 

4) 道の駅が発展する場合と、問題化する場合の政策的分析を行った。 

5) これら以外にも、道の駅の経営には次の諸点が重要である。①トイレを筆頭とす

る清潔で気持ちよい滞在が可能。明るく、愛想の良い接客態度が重要。②「ようか但

馬蔵」のように、観光施設などと連繋したイベントの開催、「笠岡ベイファーム」の毎

月のイベントや 1 袋好き放題袋詰めセール、「いぶすき」の 10 周年祭りや駐車場での

軽トラ販売イベント、「さわら」の収穫祭、花火祭り等の強力なイベント等が重要。豊

かな品揃、価格は自由に任せ、口コミ、散らし等を大いに利用。③民活を経営主体と

する。そして、コンビニ経営の経験者や、元量販店のバイヤーで、広範な仕入れルー

トを熟知した者達を選ぶ。④多様な機能を持った複合施設として集客力を高め、付帯

施設を併用。「いぶすき」の砂蒸温泉等、佐藤(1992)のいう、次のような魅力的な施設

や娯楽を併設することが必要である。宿泊・食事の提供(農家民宿、ペンション、コテ

ージ、公的宿泊施設、食文化の提供、レストラン)。特産物販売(イベント数、青空市場

無人販売所等)。農村・自然体験(文化・工芸体験、自然体験、観光農園、市民農園、オ

ーナー制等)。景観(町並み景観、田園景観、森林景観等)。産地直送、特別村民制度、

姉妹都市等である。 
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付図 3-１ 民活事業(PFI)に関する 2 段階最小自乗法の弾力性 

 

 

付図 3-2 PFI 道の駅への出荷農家数の推移 

 

 

付表 3-1 PFI 道の駅の従業員数、入場者出身地域 
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いぶすき さわら

笠岡ベイファーム(市内)

笠岡ベイファーム(市外)

笠岡ベイファーム(計)

ようか但馬蔵

さわら

いぶすき

正社員 臨時雇用 地域外 地域内

笠岡ベイファーム 4 30 75% 25%

ようか但馬蔵 6 10 50% 50%

いぶすき 4 15 65% 35%

さわら（平日） 8 15 25% 75%

さわら（休日） 8 15 60% 40%

従業員数(人) 入場者の割合
PFI道の駅名
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注 

 

1)筆者等 3 人(松本順子、蕪木政吉、松尾隆策)は、2012 年 8 月に、道の駅防災機能ア

ンケート調査(第１回目の調査)を行った(回収率 73.7%の 727 駅)。また 2013 年 9 月

に、筆者は「道の駅の設立、経営に関する駅長アンケート」という第 2 回目の調査

(近畿地方、北陸地方、北海道の 307 駅に送付、記入漏れも多く、有効駅は 94 駅、

本稿の為の最終的有効駅は 80 駅)を行った。本稿の分析には、この 2 つのデータを

使用している。各データの記述統計量は以下のようである。  

 

2)梶井・中山・萩原・加賀屋(2000)も PFI 導入可能性をみた主成分分析の分析である。 

3)本稿で定式化した 5 本の同時方程式は、すべて識別過剰であることから 2 段階最小

自乗法による推計を行った。したがって操作変数として同時方程式内のすべての外

生変数(近畿ダミー、北海道ダミー、PFI ダミー、温泉ダミー)を用いた。なお、各ダ

ミー変数の説明は以下のようである。すなわち、近畿ダミー :近畿地方の道の駅=1,

その他地域の道の駅=0、北海道ダミー:北海道地方の道の駅 1,その他地域の道の駅

=0、PFI ダミー:PFI で設立された道の駅=1,その他方式で設立された道の駅=0、温

泉ダミー:温泉施設を備えた道の駅=1,温泉施設を備えていない道の駅=0 である。 

4)ここでは、Durbin-Wu-Hausman test (Greene, William, H.(2003))を使用した。す

なわち、①内生性があると思われる変数を被説明変数とし、全ての操作変数を説明

変数として普通最小自乗法 OLS を行う。②ここでの残差項は内生性があると思わ

れる変数のうち、誤差項と相関の無い外生変数では説明出来ない変数と理解できる。

③そこで、元の推計式に①で求めた残差項を入れた回帰式を設定する。④③式を

OLS で推計し、残差項の係数推定値がゼロと有意に異なれば、この変数は内生性を

持つと判断される。 

5)もう少し説明すると、次の様になる。第１は、経営主体は民活を入れた第３セクタ

ーが適すること。第 2 に、立地条件に合わせた適正規模での出店。第 3 に、鮮度、

味覚、安心、本物を生鮮物の豊かな品揃えが必要なこと。第 4 に、価格は出荷者の

自由に任せるが、経営主体のアドバイスも必要。都市のスーパーの価格を参照。第

記述統計 売上高 駐車数 入場者数イベント数 管理費 総事業費
平均 171950.78 111.74 356.34 5.94 35577.69 530729.13
標準偏差 149288.60 76.36 404.27 8.51 28665.82 553430.05
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5 に、口コミ、パブリシティ、イベント、散らし、DM、ホームページの積極的活用。

第 6 に、チャネルとして、インターネット販売、郵パック、さらにアンテナ・ショ

ップの積極的活用が必要なこと。他地域の駅と連繋し、水平的ネットワークの形成

が必要なこと。又ふるさと会員制の活用等、新しいチャネルとして活用することで

ある。第 7 に、トイレの清潔さと快適さに気をつける。第 8 に、長期的視点に立っ

たソーシャルかつ戦略的経営が必要と述べている。 
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第 4 章 新交付金による道の駅と地域振興 

 

はじめに 

 

第 3 章に引き続き、本章においても道の駅の経済的機能に関する計量的分析を行う。

本章では特に、道の駅に適用される新たな交付金に着目し、売上高に対する要因分析

を行う。道の駅は、地域の創意工夫で運営され、駅ごとに経営方針が異なっている。

道の駅に適用される交付金は、交付金の利用使途を地元の裁量に委ねる制度を採って

おり、道の駅の特徴を最大限に活かせる制度であるといえる。一方、道の駅を経済主

体としてみると、売上高が大きい道の駅がある反面、 経営面で非常に厳しい状況にあ

る道の駅も現存している。新交付金は、地元の創意工夫が反映され、経営面の向上に

役立つものと思われる。本章では、この点について計量的に実証分析を行う。 

具体的には、売上高、駐車数、入場者数、イベント数、管理費や総事業費等の指標

を用いて、これらの要因の相互依存関係を同時方程式を用いて計測することにする。

分析の対象とする新交付金として、観光立国推進の拠点としての道の駅に新たに導入

された、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金および社会資本整備総合交付金に着

目し、その道の駅の経営に対する効果についての分析も行うことにする。 

  

第 1 節 道の駅と新交付金 

 

道の駅の整備には多くの場合、補助金や交付金が使用されている。地域活性化セ

ター(2012)によると 77.4％の道の駅では、設立の際には、助成金が用いられたこと

が示されている。ここでの新交付金とは、政府による「観光立国宣言」以降に開始さ

れた地域振興に適用される交付金の中で、道の駅に適用されるもので、1 つは農山漁

村活性化プロジェクト支援交付金と、もう 1 つは、 社会資本整備総合交付金とを指

すものである。最初の、 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金は、 2007 年に農

林水産省により始められた交付金である｡「農山漁村における居住者、滞在者を増や

すという新たな視点」から「地域住民の合意形成を基礎として作成する活性化計画

(法第 5 条第 1 項の活性化計画)に基づく取組を、 総合的かつ機動的に支援する」交
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付金である。 

一方、 社会資本整備総合交付金は、 2010 年に国土交通省によって開始された交

付金であり、これまでの地方公共団体向けの個別補助金(道路、港湾、まちづくり等)

を一つの交付金にまとめたものである。この 2 つの交付金は、設置主体の地方自治

体である市町村等が中心となり策定した整備計画に対し、交付されている。しかし、

整備計画に記された事業間で自由 に国費を流用できる点や、ソフト事業への充当も

可能であること等、交付金は通常の補助金に比べ、自由度が高いものである。それゆ

え、地元の問題に対応した地方の創意工夫が活かせることになっている。 

道の駅は新交付金の採用により、大きな成果をあげてきた。図 4-1 と図 4-2 は道の

駅の売上高 と入場者数の新交付金を受領した駅と受領していない駅との比較であ

る。この図より、売上高 4 億円以上、3 億～4 億円、2 億～3 億円の比率、特にこれ

ら 3 者の合計では、新交付金を受領した駅は 50％を超えているが、受領していない

駅は 35％弱である。また、入場者数を見ても、85 万人以上、55 万～85 万人、25 万

～55 万人の比率、これら 3 者の合計では、新交付金を受領した駅は 60％近くになる

のに対し、受領していない駅は 45％程度である。 

この点は図 4-3 にもあらわれている。この図から、売上高、入場者数、イベント

数、  駐車数(規模)において、両者にはかなり大きな差異が見られる。ただし、売上

高等、収入面だけでなく、コスト面である総事業費と管理費も、新交付金受領グルー

プは大きくなっている。しかし、ベネフィット・コスト比率は新交付金受領の道の駅

は、受領していない駅よりもはるかに大きな比率を持っていた。以下、新交付金を受

けた道の駅について、より詳しく調べてみることにしよう 1) 。 

まず、道の駅全体の中で(新交付金を受けていない駅も含めた全体)、売上高のトッ

プは、Ａである(匿名にしているのは、公表値以上に正確性を期すために、筆者が個

人的にアンケート調査した数値を示している。そのため、より正確な実態を表わして

いるが、道の駅名を記すことが許可されなかったからである)。新交付金を受領した

駅の中で第 2 位はＤで全体の 4 位、第 3 位のＥが全体の 5 位となっている(本稿で

取り上げた、主として、近畿、北陸、北海道地域で新交付金を受領した 27 道の駅

は、五十音順で、次のとおりである。あいとうマーガレットステーション、あゆの里 

矢田川、伊勢本街道 御杖、いながわ、伊吹の里、いぶすき、おんねゆ温泉、笠岡ベ 
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図 4-１ 道の駅の売上高 

 

 

図 4-２ 道の駅の入場者数 

 
 

イファーム、北はりま、くつき新本陣、サンピコごうつ、塩津街道 あぢかまの里、

すずなり、スワン 44 ねむろ、たきかわ、てんのう、十津川郷、播磨いちのみや、ふ

たかみパーク當麻、舟屋の里、フレッシュあさご、みき、水の郷 さわら、瑞穂の

里・さらびき、みなみ波賀、明恵ふるさと館、ようか但馬蔵)(付表 4-1 参照)。 

道の駅経営で最も重要な指標の一つは売上高を増大させることであろう。その売

上高を伸ばすには、多くの要因が考えられる。例えば、入場者数を増やすこと、イベ

ント数を増やすこと等であろう。また、駐車場のスペースを広くすることも売上高を

増大させる要因であろう。その他サービスを良くすることや、食堂やレストラン、そ

の他の建物やトイレの美化等、管理費の充実も重要であろう。一方、イベント数や管

理費を使い、清潔なトイレや建物を保つ結果として、入場者が増加し、売上高が伸び

るというメカニズムもあろう。逆に、その駐車場は、売上高が多ければ、大きくなる 
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図 4-3 各項目の新交付金受領の道の駅と新交付金無しの道の駅との差異 

 

 

であろう(売上高増加に伴い、駐車場を拡大する場合がある。一方、駐車場の設立時

に売上高を予想し、駐車数を決める。いずれの場合も、駐車場の広さは売上高に依存 

している)。またイベント数は売上高が高いと多くなるであろう。 さらに、管理費は

入場者数や売上高に依存するであろう。その他、多くの複雑な因果関係が 考えられ

る。 

第 4 章では、これらの因果関係を整理し、計量的に実証することを目的の一つと

している。道の駅に関する先行的研究は多くあるが、計量的分析では、単一方程式さ

え数少なく、同時方程式を使用した分析は皆無であった。しかし、注目される論文の

第 1 は、菊地・谷口・大垣(2005)、 菊地・谷口(2006)(2007)、 谷口・菊地(2006)の

道の駅に対する精力的な研究であろう。彼らの研究は非常に高く評価されるが、上述

の相互依存的要素を重視した同時 方程式等による計量的分析等は行われていない。

それゆえ、彼らの研究と本稿とはまさしく相互補完的なものであろう。また、上述の

ように、 最小自乗法の計量的分析は非常に少ないが、 例外として、バス利用モデル
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の高瀬・小山・森(2002)がある。しかし推定値の t 値は 必ずしも良くない結果とな

っている。また、嶋(2011)も農業総産出額、生産農業所得に道の駅のダミー変数を入

れて分析している。いわば生産関数にダミーを入れているため、有意でない結果が出

ている。さらに、プロビットモデルでは中村・矢野・丸山・菊地(2008)がある。しか

し、これらは単一方程式である。第 4 章では変数間の相互依存関係に重点を置き、

同時方程式で行う 2)。この方法は、道の駅分析では、皆無である。 

一方、アンケート調査から得られたデータで、売上高の第 1 位は 6 億 8824 万円

で、20 位でも 2 億 6936 万円となっている。駐車数が第 1 位は 633 台、第 20 位は

152 台である。入場者数の第 1 位は 250 万人、第 20 位は 50 万人である。イベント

数は第 1 位が 45 回、第 20 位が 10 回である。また、総事業費は第 1 位が 33 億円、

第 20 位が 6.7 億円である。管理費は第 1 位が 1 億 5000 万円、第 20 位が 5000 万円

である。つづいて、これらの結果、収益／費用比率である売上高／総事業費比率は、

第 1 位が 6.4 倍、第 20 位が 0.676 倍である。また、売上高／管理費比率 の第 1 位

は 46.447 倍、第 20 位は 11.799 倍である。これらの経営状態の指標には、どういう

メカニズムが働いているのであろうか。この点に関しては、計量的分析の後で見るこ

とにしよう。 

 

第 2 節 新交付金受領駅の計量的分析 

 

そこで、上で述べた点を確かめるため、計量的分析に入ることにする。モデルに

関しては、上で考えたが、変数間に相関があり、マルティコ問題が生じた。そこで、

数多くの計測モデルを試行錯誤の結果、次のような同時方程式の二段階最小自乗法

が、ほぼ全ての t 値で良好な結果となった。 

売上高＝ｆ(駐車数、 新交付金)                    (1) 

駐車数＝ｆ(売上高、 北海道ダミー)                 (2) 

入場者数＝ｆ(イベント数、 管理費)                (3) 

イベント数＝ｆ(売上高、 管理費)                 (4) 

管理費＝ｆ(入場者数、 新交付金)                 (5) 
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新交付金研究より得られた因果関係 

表 4-1 の推定値から、筆者が上で示した説明が、正しいことが分かった。また内生

性テストも、全て 1％で有意な結果となった。付図 4-1 は表 4-1 の推定値より、記載

された各項目(説明変数)の 5 内生変数への弾力性を図示したものである。それでは、 

表 4-1 と付図 4-1 より得られた因果関係を見ることにしよう。数字は前項が 1％増加

したとき、次項が何％増減するかの弾力性。減少の場合は、前項が 1％減少すれば、

次項が何％減少するかを示している。 

すなわち、 

① 駐車数↑→売上高 1.06↑ 

(北海道ダミー↑→駐車数 0.34↑⇔売上高↑)ループ 

 新交付金↑→売上高 1 億 467 万円↑ 

②    管理費↑→入場者数 0.25↑ 

(入場者数↑⇔管理費 3.60↑←新交付金↓)ループ 

③ 入場者数 0.38↑←イベント数 2.23↑←売上高↑ となっている。 

それゆえ、要約すると、ループは表 4-2 のようになっている。 

そこで、第 1 式の推定結果を見ることにしよう。新交付金のダミー変数の係数が 

1 億 467 万円を示し、新交付金は最大公約数的に売上高を 1 億 467 万円獲得させて

いることを示している。売上高がこれ以上の道の駅は、その差額をイベント、管理費

やその他により増強していることになる。第 2 に、駐車数を 1％増加させると、売上

高はおよそ 1.06％増加し、その売上高が 1％増加すると、駐車数はおよそ 0.34％増

加し、ループとなっていることが分かる。 第 3 に、管理費↑→入場者数 0.25↑(管

理費 3.60↑←入場者数↑)と、これもループになっている。第 4 に、新交付金↑→管

理費↓であることが分かった。第 5 に、管理費↑→イベント数 0.001↓(イベント数

→入場者数 0.38↑→管理費 3.60↑)と間接的にループになっている。 第 6 に、上述

したが、 第 3 式の入場者数の式から、管理費が 1％増加すれば、清潔なトイレ等手

入れが行き届き、入場者数は 0.25％増加し、第 5 式より、その入場者数が 1％増加

すれば、管理費を 3.6％増加させているという具体的な数値による、数多くの重要な

計測値が得られている。 
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表 4-1 新交付金に関する同時方程式の推定結果 

 

 

表 4-2 駐車数と売上高, 管理費と入場者数のループ 

 

 

第 3 節 計測結果からの考察 

 

図 4-4 は各項目トップ 15 における、新交付金有無の割合を示している。この図を

見ると、駐車数、管理費と総事業費は新交付金を受領していない駅の比率がはるかに

大きく、その結果、新交付金を受領していない駅の売上高と入場者数の比率が大きく

なっている。逆に、イベント数は新交付金受領の駅の比率が大きく、その結果、売上

高／管理費と売上高／総事業費比率は新交付金受領駅の比率が高くなっている。新交

付金を受領していないトップ 15 の駅は、地方自治体等による、かなり贅沢な管理費

や総事業費を受け、入場者を増やし、売上高を伸ばしている。この多消費はネガティ 
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図 4-4 各項目の新交付金受領の道の駅と新交付金無しの道の駅のトップ 15

 

 

ブに捉えるのではなく、建物が頑丈で立派か、幸福感が有り、トイレや建物を清潔に

保ち、サービスが良く、気持ちよく過ごせるようにしている結果、入場者を惹きつけ

ていると解釈できる。逆に、新交付金を受領した駅は売上高／管理費 と売上高／総

事業費比率は高いが、管理費や総事業費に思い切って多くの額を使用するのに制限が

あるのか、トップ 15 の中では、少々遠慮しているように思われる。 

つづいてアウトプットに対し、インプットを、いかに効率的に使うかは経営にと

り、非常に重要な側面である。この効率性を測定する方法に、DEA (Data 

Envelopment Analysis) Charnes、 Cooper、 Lewin、 Seiford[1]の CCR モデル

がある (CCR は DEA の最初のモデ ルで、 3 人の頭文字から来ている。データに

特定の分布を求めないノンパラメトリック手法であるゆえ、広く使用されている)。

本稿では、インプット面の駐車数、入場者数、イベント数、管理費、総事業費に対

し、売上高がいかに効率的に得られているかを計測した 3)。 

表 4-3 は、その効率性の結果と売上高の上位ランキングを示している。この中で、

効率性がトップで、効率性指標が 1 であった駅は、3 つの道の駅であった。フレッシ

ュあさご、笠岡ベイファーム、十津川郷である。また、効率性が 0.7 以上は、いなが

わ、ようか但馬蔵、 塩津街道 あぢかまの里、伊吹の里、播磨いちのみや、おんねゆ

温泉、みなみ波賀であった。しかし効率性が低いところは、必ずしもそれ自体が悪い

のではない。これは上述のように、インプット面 にあたる、駐車数、入場者数、イ

ベント数、管理費、総事業費に対し、売上高向上の可能性があることを意味してい

る。 
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表 4-3 新交付金受領した道の駅の売上高と効率性のランキング 

 

 

また、付表 4-1 で売上高上位の駅の、インプット面の順位を見ることにしよう。第 

1 位のＡはイベント数が 2 位、管理費が 2 位、駐車数が 7 位、総事業費が 8 位と、

イベントを非常に多く行い、サービスも良い様に思われる。また、駐車場も広く、総

事業費が大きく、建物等も立派のようである。第 2 位のＢは、駐車数が 6 位、イベ

ント数が 12 位である。要するに、イベントを多くし、駐車場も広く取っている。第

3 位のＣは、駐車数が 5 位、入場者数が 13 位であるが、その他は突出するものはな

いが、3 位となっている。第 4 位のＤは、イベント数が 3 位、入場者数が 16 位、駐

車場は第 3 駐車場まである。第 5 位のＥは、イベント数と入場者数が 10 位、駐車場

も第 2 駐車場がある。イベントを多く行い、駐車場も十分で、入場者を吸収してい
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る。第 6 位のＦは、総事業費が第 7 位、また駐車数が第 12 位と立派な建物や広い駐

車場があるので、栄えているようである。第 7 位のＧも、総事業費が 13 位、駐車数

が 19 位と、Ｆと同様に、立派な建物や広い駐車場があるので、栄えているようであ

る。 

第 8 位のＨは、イベント数が 8 位、管理費が 11 位、入場者数が 14 位、総事業費

が 15 位と総花的に上位に入っており、売上高を伸ばしている。第 9 位のＩは、駐車

数や総事業費は 20 位 程度だが、入場者数が 7 位と健闘している。第 10 位のＪは管

理費が 10 位、イベント数が 17 位、総事業費は 27 位だが、かなりの費用を使用して

売上高の業績を上げている。第 11 位のＫは、 総事業費が 1 位と印象的であり、駐

車数も 4 位、イベント数も 6 位と大いなる努力がなされている。第 12 位のＬは、総

事業費が 9 位、入場者数が 11 位、イベント数が 18 位と立派な建物で、イベントも

かなり多くし、売上高を伸ばしている。第 13 位のＭは、イベント数が 5 位、総事業

費が 18 位とかなり多く使用し、駐車場も 68 台に加え、隣接施設のロックベイガー

デンの駐車場が 50 台も使用可能である。第 14 位のＮは管理費が 6 位、総事業費が

10 位、駐車数も 11 位と多くの点で優れており、入場者数は 5 位となっている。第

15 位のＯは、管理費が 14 位、駐車数も 15 位と、清掃も含む管理に気をつけ成果を

あげている。 

以上、計量的分析では、駐車数と売上高のループ、さらにイベント数と管理費の

ループを見い出した。しかし、表 4-1 では、変数に駐車数と管理費は入っているが、

総事業費は入っていなかった。これは、総事業費が表 4-1 の多くの変数と強い相関が

あり、 マルティコとなるゆえ、二段階最小自乗法では良い結果が出なかったためで

ある。しかし、図 4-4、表 4-3 と付表 4-1 は、総事業費も売上高に非常に重要な結果

を持つことを示している。そこで、普通最小自乗法で総事業費を主体に推定をした。

付表 4-2 はその推定結果を示したものである。説明変数が 3 変数になると、マルテ

ィコのため、総事業費以外は t 値が悪く、有意でない結果となって いる。これよ

り、総事業費は売上高のみならず、ほとんど全ての変数に、きわめて重要な影響を示

していることが分かる(特に重要なのは、総事業費の弾力性であり、売上高に対し、

0.2 程度、駐車数に対し、0.2～0.3、入場者数に対し、0.4 弱、イベント数に対して

0.5 程度、管理費に対して、0.25 程度になっている)。要するに、駐車数、総事業費
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と管理費の使用が重要で、その結果、売上高も多いことも分かった。この両者(図表

からの分析と計量的分 からの結果)の一致は、これらが非常に大切なキーポイントで

あることを示している。重ねて言うと、表 4-3 と付表 4-1 で見られた、駐車数、総

事業費と管理費の大きさが、売り上げに非常に重要だとのデータ面の結論を、計量結

果は強くサポートしているのである。この点は道の駅の運営にとり、頭に入れておか

ねばならない点であろう(新交付金受領道の駅は、イベ ント等でも売上高を伸ばして

いる)。 

以上のように、駐車数、イベント数、管理費、総事業費の重要性がデータや計量

的分析でも見い出された。特にループ関係(駐車数と売上高、管理費と入場者数のル

ープ)も新しく見い出された点であった。最後に、違った角度から、今回行った計量

的分析とデータ分析を補足することにしよう。第 1 は、道の駅経営には、コンビニ

業者等地域をよく知るものに任せ、清潔で、愛想のいい、明るい姿勢が必要である点

である。また、多くのイベントを行い、笠岡ベイファームにおける新鮮な魚や野菜の

一袋 300 円、好き放題袋詰めセール等、客を惹きつける工夫が重要である。さら

に、同駅では、商品の管理担当として、元量販店のバイヤーを起用し、広範な仕入れ

ルートの確保も行っている。また、道の駅が地域交流の拠点となりうるような地元を

中心とした連携・ネットワークを形成することも重要である。しかも道の駅のみの経

営では難しく、観光地、オーナー制等、下記のような魅力的な施設や娯楽の併設が肝

要である。 

一方、山本(2008)は道の駅全般のマーケティングに対し、次の 8 点が重要だと述べ

ている。第 1 は、経営主体は民活を入れた第 3 セクターが適すること。第 2 に、立

地条件に合わせた適正規模での出店が必要なこと。第 3 に、鮮度、味覚、安心、本

物を備えた生鮮物の豊かな品揃えが必要なこと。第 4 に、価格は出荷者の自由に任

せるが、経営主体のアドバイスも必要なこと。都市のスーパーの価格を参照するこ

と。第 5 に、口コミ、パブリシティ、イベント、散らし、DM、ホームページの積極

的活用が必要なこと。第 6 に、チャネルとして、インターネット販売、ゆうパッ

ク、さらにアンテナ・ショップの積極的活用が必要なこと。他地域の駅と連繋し、水

平的ネットワークの形成が必要なこと。また、ふるさと会員制の活用等、新しいチャ

ネルとしての活用が必要なこと。第 7 に、トイレの清潔さと快適さに気をつけるこ
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と。第 8 に、長期的視点に立ったソーシャルかつ戦略的経営が必要であると述べて

いる。 

また上記のように、道の駅に佐藤(1992)のいう、次のような魅力的な施設や娯楽を

併設することが必要であろう。宿泊・食事の提供(農家民宿、ペンション、コテー

ジ、公的宿泊施設、食文化の提供、レストラン)、特産物販売(イベント、青空市場無

人販売所等)、農村・自然体験(文化・工芸体験、自然体験、観光農園、市民農園、オ

ーナー制等)、景観(町並み景観、田園景観、森林景観等)、産地直送、特別村民制

度、 姉妹都市等である。梶井・中山・萩原・加賀屋(2000)も、多様な機能を持った

複合施設として集客力を高め、付帯施設を併用することが道の駅経営には重要な点で

あると述べている。一方、個人旅行の増加や、外国人旅行者の受け入れ等の増加のた

め、2014 年閣議決定した「日本再興戦略」で、 国は道の駅に対し、新しい支援制度

を説明している。また、国土交通省(2013a)は「ゲートウェイ型」と「地域センター

型」の 2 つに大別している。この点は、小島・山田・四童子(2014)も、ここから概要

を取り上げ、地方創生という課題に対して道の駅の果たす役割を紹介している。すな

わち、2 つの類型を「ゲートウェイ型」と「地域センター型」として大別していると

述べている。まず「ゲートウェイ型」(国土交通省(2013a)は 2013 年の 9 月に、 す

でに ゲートウェイ型の記事を載せている)だが、 それはインバウンド観光、観光総

合窓口、地方移住等促進の 3 つ、また、「地域センター型」は、産業振興、地域福

祉、防災の 3 点として説明している。いずれにしても、国も道の駅の増加に伴い、

積極的に支援を行っており、道の駅の経営には、それを積極的に利用することが重要

であろう。 

 

おわりに 

 

以上、売上高を伸ばす等、道の駅の運営方法について、アンケート調査の吟味と

分析、および同時方程式による計量的分析を行ってきた。以上の議論をまとめると、

次の 10 点になる。 (1)図 4-1、図 4-2、図 4-3 より、売上高等、収入面だけでなく、

コスト面である総事業費と管理費も、新交付金受領グループは受領していないグルー

プより大きくなっている。(2)売上高、入場者数、駐車数、イベント数、管理費や総
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事業費は相互依存関係にある。そこで同時方程式を用いて売上高と他の変数との関係

を推定した。(3)この同時方程式による計量的分析から、新交付金は売上高を 1 億

467 万 4900 円増加させていることが分かった。さらに付図 4-1(具体的な数値は表 4-

1)より、 (4)駐車数の 1％増加は、売上高の 1.058％の増加をもたらす。(5)売上高の

1％増加は、駐車数の 0.344％の増加。(6)イベント数の 1％増加は、入場者数の

0.379％の増加。また管理費の 1％増加は、入場者数の 0.247％の増加。(7)売上高の

1％増加は、イベント数の 2.234％の増加。逆に、管理費の 1％増加はイベント数の

0.411％の減少。(8)入場者数の 1％増加は、管理費の 3.603％の増加をもたらすこと

等が分かった。これらの結果より、(9)売上高と駐車数は、 互いを増大させるループ

関係になっていること。また、(10)管理費と入場者数も同様に、互いを増大させるル

ープとなっていることも分かった。これらの発見や数字は、 道の駅運営にとり、

何％という具体的な数値が分かり、きわめて重要な数字となろう。また表 4-3 の効率

性の指標である DEA の計測値より、無駄を省く余地の有無が分かるであろう。以上

で、駐車数、イベント数、管理費、総事業費の重要性が見い出されたが、ただこれら

をむやみに増やせば良いのではなく、補足で述べた、道の駅経営に必要な多くの重要

な基礎的心構えに十分留意し、経営をうまく行うことが重要であろう。 
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付表 4-1 売上高トップ 15 のインプット面の順位 

 

 

付表 4-2 普通最小自乗法による単一方程式の推定値 
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付図 4-1 新交付金を受領した道の駅を含む駅の二段階最小自乗法の弾力性 
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注 

 

1)筆者等 3 人(松本順子、蕪木政吉、松尾隆策、人と道研究会)は、2012 年 8 月に、道

の駅防災機能アンケート調査(第 1 回目の調査)を行った(回収率 73.7％の 727 駅)。

また 2013 年 9 月に、筆者は「道の駅の設立、経営に関する駅長アンケート」とい

う第 2 回目の調査(近畿、北陸、北海道の 307 駅に送付、記入漏れも多く、有効駅は

94 駅、本稿のための最終的有効駅は 83 駅)を行った。本稿のデータは、これらを使

用した。 

2)道の駅の分類には、主成分分析の小川・鈴木(2001)、児玉・折田・川本(1999)の数量

化第Ⅱ類、最大区間距離(最も長い距離で休憩地点である道の駅が見られない区間距

離)の太田・高橋・枡谷・斉藤(2003)がある。さらに、道の駅の波及効果には、産業

連関を用いた霜浦・宮崎(2002)の分析で、間接効果(地域外からの最終需要で発生す

る原材料を供給する地域内の他産業部門への波及効果)が大きいとする分析がある。

また、齋籐(2012)の農家レストランの地域 波及効果の分析がある。さらに、河村

(2011)による、岐阜県の道の駅の効果分析で、 直接効果 の観光消費額が約 185 億

円、間接効果を含めた総合効果が約 328 億円と、直接効果の 1.77 倍になったとの

結果も示されている。また、道の駅の機能に関し、北村・為国・中川(2000)は休憩

機能の重視をいうが、戸田・酒本(2013)は道の駅の休憩、地域連携、情報発信の 3

機能以外に、人と人、モノと組織の結節点の場としても評価している。 

3)DEA の計測には、中川雅嗣氏(近畿農政局)の助けを借りた。 
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第 5 章 道の駅の防災機能に関する研究 

 

はじめに 

 

第 3 章および第 4 章では、道の駅の経済的機能に着目し、道の駅運営に関する経

済的要因分析を行った。先にも述べた通り、道の駅は補助金や交付金等の公的資金が

投入されている公共施設である。近年、観光立国推進の拠点、地方創生の拠点として

位置付けられ、地域生活における道の駅の公益的機能の充実は、ますます期待されて

いる。新たに加えられた公益的機能のうち、特に重要視され、政府も注目しているの

が防災機能であろう。 

道の駅の防災機能は、新潟県中越地震(2004 年 10 月)で、被災者の多くが自主的に

地域内の道の駅に駆け込み、避難したことに始まるとされる。地震等の大災害が多

く、災害常襲国といわれる我が国において、防災施設を整備することは、地域の最優

先課題であるといえよう。道の駅の防災機能の整備は、最も期待される機能である。 

第 5 章では、この道の駅の防災機能に特に着目し、分析することにする。第 1 章

でも述べた通り、道の駅の運営には、地域住民をはじめとする地元のアイデアが取り

入れられ、個々に地域色が見られる。新たな機能として注目される防災機能に関して

も、その整備状況は、駅によってさまざまな違いがみられるのも事実である。 

そこで、第 5 章では、道の駅の防災機能と食料を含む経営状態について分析す

る。本研究の目的として 2 つを設定する。まず、はじめに各道の駅が積極的に取り

組んでいる課題と、地域との関係を駅長アンケートと農林水産省地域区分データを用

いてクラスター分析により類型化し、地域による道の駅の取り組んでいる課題との関

係を分析する。第 2 に、道の駅の防災機能の充実度を現わす防災設備の設置状況お

よび災害時の駅の対応と、経済的機能さらに先に分析した各クラスターとの関係を計

量的分析により明らかにする。分析には、普通最小自乗法および防災機能をスコア化

することによりプロビット分析、順序プロビット分析を用いることにする。 
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第 1 節 道の駅と防災について 

 

道の駅は国土交通省によると、1993 年には 103 駅であったのが、2014 年 10 月に

は 1040 と約 10 倍へと、驚異的に増加している。また道の駅の機能は、休憩機能、

情報発信機能、および地域の連携機能の 3 機能が有名である。しかし、経済的機

能、さらに新潟県中越地震、東日本大震災以降では、食料供給と備蓄等防災機能が大

きく取り上げられている。現在、防災設備を備えた駅は 631 駅(2015 年 1 月)となっ

ている。道の駅は、災害時に非常に役立ち、震災時の衣食住、特に臨時食料供給源の

１つとして非常に重要である。実際、休憩機能と防災機能の中でも、食料供給は最も

重要な機能の 1 つである。また地域振興として、米を含む特産物や加工品販売等を

行っており、この食糧供給は防災機能として大いに役立っている。 

林・秋山・谷口・竹本・藤村・岸田・佐藤(2011)は東日本大震災を踏まえ、具備す

べき防災機能として、ハード対策は、電力の確保、災害用トイレの確保、スペースの

確保、ソフト対策は、非常時の運営体制、農業関係者(食料源のため)との連携をあげ

ている。そこで、第 5 章では、防災機能に焦点を当てる。まず、計量的分析として

は、クラスター分析による結果と、防災アンケートの結果のプロビット分析の計量的

分析とを合わせて分析する。まず、防災機能が充実→サービスが良好→売り上げ、入

場者数、イベントの増加という因果関係を実証する。つづいて、PFI(民間資金等活

用事業)、入場者数、総事業費、駐車数の増加→防災機能が充実という逆の因果関係

も実証する。最後に実施した計 3 つのアンケートを用い、その結果、得られた道の

駅の経営状態と防災機能についての、多くの詳細な計測結果をみることにする。 

 

第 2 節 防災機能に関する計量的分析 

 

1 先行研究、データとクラスター分析 

 

第 5 章の研究に関連した先行研究はいくつかある。まず第１は、菊地・谷口・大

垣(2005)、菊地・谷口(2000)の一連の研究があるが、これらはヒアリングやアンケー

トで分析したものである。また、道の駅の分類の計量的分析で、本研究に関連したも
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のには、小川・鈴木(2001)の研究がある 1)。第 5 章の研究では、オリジナルな 3 つの

データ収集と 3 つの計量的分析を含んでいるが、最初に行ったのは、クラスター分

析である(第２は下の 2.2 に、第３は 2.3 に記載)。 

まず分析に用いた３つのデータは以下のとおりである。 

 

分析データ ①筆者等 3 人(松本順子、蕪木政吉、松尾隆策、人と道研究会)は、2012

年 8 月に、第１回目の、道の駅防災機能アンケート調査を行った(付表 5-１ 727 駅に

送付)。②また筆者の１人は 2013 年 8 月に、「道の駅の設立、経営に関する駅長アン

ケート」という第 2 回目の調査(近畿、北陸、北海道の 307 駅に送付)を行った。③さ

らに、同年 9 月、「運営目的に関する駅長アンケート」という第 3 回目の調査(近畿 118

駅に送付)を行った。表 5-1 はデータ③、表 5-2、表 5-3、表 5-4 は 3 つのデータ全て

を使用(第①データを基に、不足点を第②、第③データで追加→第①、②、③はコンシ

ステントで、正当になるよう配慮したデータである)した。表 5-4 のデータは、付表 5-

1(第①データから取得)の問 3 と問 4 で点数化した。表 5-2 の防災スコアは問 4 の、備

えているのみを１点として計算。表 5-2 と表 5-3 の売上高、イベント数、入場者数、

駐車数、総事業費、は第②データを使用した。 

 

道の駅は多くのタイプがあるゆえ、クラスター分析を用いて分類した 2)。表 5-１は

クラスターの各指標の平均値である。クラスター１は憩いの場の提供が 2.70 で最大、

知名度向上も最大である(「十津川郷」等)３)。クラスター２は地域の雇用創出が最大の

2.47 であり、地域の経済活性化の拠点もかなり大きくなっている(「龍神」等)。クラ

スター３は、地域のネットワーク向上と地域の防災と災害対応の拠点が最大となって

いる(「いながわ」等)。クラスター４は地域の観光情報の提供が最大の 2.92 となって

いる(「伊勢本街道御杖」等)。 

それゆえ、クラスターの命名は次のようになった(農村地域や都市地域の度合いは、

農林水産省地域区分による。数字が小さくなるにつれ、都市化が大きいものである)。

クラスター1 は休憩機能重視道の駅(農村地域)、クラスター2 は経済的機能重視道の駅

(やや農村地域)、クラスター3 は地域の連携機能重視道の駅(都市地域)、クラスター4

は情報発信機能重視道の駅(やや都市地域)である。 
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表 5-1 クラスターの各指標の平均値と各クラスターの命名 

 

 

2 防災意識と道の駅の経営状態 

 

つづいて、防災意識が強い駅は、サービス等にも気を使い、住民や利用者にも信

用され、売上高、イベント数や入場者数が大きくなると思われる。実際、普通最小自

乗法で計測した表 5-2 は、その結果をサポートしている。また逆に、売上高、総事業

費、駐車数、イベント数や、PFI が大きい駅は、防災意識も強いと思われる。順序プ

ロビットで計測した表 5-3 はそのようになっている。ここで、順序プロビットで計測

したのは、従属変数である防災スコアが 0 点から 12 点までの数字だからである。 

 

3 経営状態と防災機能の計量的分析 

 

付表 5-1 の、問 2(避難者に、どのようなサービスが提供できますか)に関しては、

2-1 から 2-3 までの、2-1 商品の販売を続ける(4 割が NO)、2-2 商品(飲食料品)を無

償で提供する(7 割強が NO)、2-3 情報提供を続ける(5 割近くが NO)は、4 割から 7

割強は NO の回答であった(図 5-1 を参照されたい。図 5-1、図 5-2，図 5-3 のサンプ

ル数は 722 個である)。やはり災害で避難状態の際には、商品を無償で提供したり、

販売や情報提供も不可能と思うのであろう。 

逆に、2-4 トイレを提供する、2-5 休憩場所を提供する、2-6 駐車場を提供する

は、8 割からほぼ 10 割が YES であった。これは余裕があれば互いに助けあうという

ことであろう(図 5-1 参照)。一方、問 3(大規模災害が発生した場合、あなたの道の駅

ではどのような対応が可能だと思いますか)に関しては、3-1 道路利用者の一時避難 
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表 5-2 各指標と防災スコアの普通最小自乗法 

 

 

所、3-2 地域住民の一時避難所、3-3 道路情報の発信、3-4 被災情報の発信までは NO

は 1 割程度であった(ただし 3-3，3-4 は考慮中が 3 割から 4 割もあった。図 5-2 を参

照)。これらは余裕があれば、提供するとの確信があるからであろう。 

しかし、3-5 救援物資の提供と 3-6 救援物資の保管は 3 割が NO で、考慮中も 3 割、

合計 6 割が NO か、すぐには対応できない状態であった。救援物資の提供や保管は、

経済的にもかなり困難との思いがあるのであろう。しかし、3-7 救援活動の拠点に関

して NO は 2 割(考慮中は 3 割 5 分)であった。 

また、問 4(あなたの道の駅では以下にあげる何らかの防災機能を備えていますか。

4-1 災害情報ステーション、4-2 防災トイレ、4-3 自家発電装置、4-4 非常用通信手段、

4-5 防災倉庫、4-6 非常用食料・飲料水の備蓄、4-7 毛布の備蓄、4-8 災害時支援型自

動販売機等、4-9 災害時の避難場所としての活用を考慮した建物・駐車場・広場等の

設計や施設・ 備品の整備等、4-10 災害時の支援活動の拠点としての活用を考慮した

建物・駐車場・広場等の設計や 施設・備品の整備等、4-11 災害時の支援物資等の中継

地としての活用を考慮した建物・駐車場・広場等設計や施設・ 備品の整備等、4-12 Ａ

ＥＤの設置)に関しては、NO がかなり多い(4-1 は 5 割、4-2 から 4-7 までは、8 割以 
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表 5-3 防災スコアに関する順序プロビット分析 

 

 

 

 



123 

 

 

図 5-1 問 2 の回答の図示 

 

 

図 5-2  問 3 の回答の図示 

 

 

上、4-8 から 4-11 までは、7 割ほどが NO である(図 5-3 を参照)。実際、災害情報ス

テーション、防災トイレ、自家発電装置、倉庫等を筆頭として、4-1 から 4-12 まで、

設置はかなり大きな負担であり、NO が多いのであろう)が、道の駅の中には、YES や

考慮中もあり、道の駅自体の性格に依存して、バラエティに富んだ回答となっている。 

つづいて、防災意識に対して調査した、各々の回答(3-1～3-7、4-1～4-11 等)が、売

上高、イベント数、入場者数や各々のクラスターに依存しているかの、詳細な計量的

分析を行った。順序プロビットで計測した結果は、表 5-4 に示されている(数多くの計

測値のうち、最良値のみを掲載)。これより、下のように要約できるであろう。2-3 か 
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図 5-3 問 4 の回答の図示 

 

 

ら、イベントを多くする道の駅は情報提供を行う傾向がある。3-1 より、総事業費が

大きい駅が、道路利用者の一時避難所を提供する。また、やや都市に比べ、農村(い

たるところに、防災用スペースがある)や都市(スペースが十分でない)は、これを提

供しない結果となっている(クラスター１は農村、２はやや農村、３は都市地域であ

る)。さらに 3-1 より、入場者数が多い所は災害時の混雑を避けるためか、道路利用

者の一時避難所を提供しない。また 3-2 より、入場者数が多い所は、これも混雑を避

けるためか、住民の一時避難所を提供しない。農村地域も、これを提供しない結果と

なっている。 

また 3-3 より、やや都市地域に比べ、農村や都市地域は道路情報発信をしない。さ

らに 3-4 より、やや都市地域に比べ、農村や都市は被災情報発信を提供しないと、上

と同様の結果が出ている。4-2 より、PFI で設立した駅は、非常用トイレを提供す

る。また 4-3 より、駐車数の多い駅(規模の大きい所)や PFI の駅は、自家発電装置を

提供する。さらに 4-4 より、PFI の駅は、非常用通信手段を提供する。4-5 より、

PFI やイベントの多い駅は、防災倉庫を提供する。また 4-7 より、PFI やイベントの

多い駅は、非常用毛布を提供する。さらに 4-8 より、PFI の駅は、被災者支援型自販

機を提供するとなっている。4-9 より、イベント数や総事業費が大きい駅は、被災時 
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表 5-4 防災機能のプロビットおよび順序プロビット分析結果 

 

 

避難施設を提供する。 

また 4-10 より、イベントが多い駅や総事業費が大きい駅は、災害時支援拠点施設を
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提供する。さらに 4-11 より、総事業費の大きい駅は、災害時中継施設を提供するとな

っている。4-12 より、新交付金を受理した駅、売上高や管理費の大きい駅は AED を

設置している。また、やや都市地域に比べ、農村や都市は AED を設置していない。

一方、4 より、PFI やイベントの多い駅は、防災スコアは高くなっている。また問 7

より、PFI の駅と、やや都市地域に比べ、農村は災害時対応マニュアルを整備してい

ないこと等、防災の意識に関する、多くのファクト・ファインディングズが得られた。 

 

第 3 節 計測結果から得られた食料等を含む含蓄 

 

本来から、道の駅は農産物の販売や食事の提供を第１に行う場所である。また東日

本大震災後、道の駅は避難者の食事、そのための備蓄等で大きな役割を果たした。中

庭(2013)は道の駅の食料や食料備蓄を、コモンズ(共有資源)とみなしている。本稿の分

析や議論を食料と農業に焦点を当てて、要約することにしよう。第 1 は、「避難してき

た方に、あなたの道の駅ではどのようなサービスが提供できますか」に関しては→食

事を含む憩いの場の提供は、ほぼ 10 割、地域の特産品販売は 6 割が提供可能と答え

た。また水の供給が 7 割、休憩場所の提供も 8 割。だが、非常食の提供は 1 割弱であ

った。 

第 2 に、「大規模災害時に、どのような対応が可能か」に関しては→食料を含む支援

活動の拠点が 4 割、救援物資の提供と保管が 3 割であった。第 3 に、「どのような防

災機能を備えているか」に関しては→災害時の食料等の支援物資などの中継地が 1 割

7 分、災害時の支援活動の拠点が 1 割 5 分、非常用食料・飲料水の備蓄が 7 分であっ

た。また「農村地域」はクラスター１：休憩機能重視道の駅、「やや農村地域」はクラ

スター２：特産物の販売等をする経済的機能重視道の駅と、食料や農業と深く関係が

ある。さらに、林・秋山・谷口・竹本・藤村・岸田・佐藤(2011)は東日本大震災を踏ま

え、具備すべき防災機能の 1 つとして、電力確保、災害用トイレとスペースの確保、

ソフト対策は非常時の運営体制、農業関係者(食料確保のため)との連携をあげている。 

また、全体の分析を整理すると、次のようになる。1.総事業費が大きくなると→道

路利用者の一時避難所、災害時支援拠点施設、災害時中継施設を提供する。2.入場者

が大きくなると→道路利用者の一時避難所を提供しない。3.駐車数が大きくなると→
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自家発電装置を提供する。4.イベント数が多くなると→情報、防災倉庫、非常用毛布

を提供する。5.PFI の道の駅→非常用トイレ、自家発電装置、非常用通信手段、防災

倉庫、非常用毛布、被災者支援型自販機を提供する。防災スコアは高くなっている。

災害時対応マニュアルを整備している。6.新交付金の交付があった道の駅→AED を設

置している。7.農村地域→道路利用者の一時避難所、住民の一時避難所、道路情報発

信をしない。被災情報発信を提供しない。AED を設置していない。災害時対応マニュ

アルを整備していない。8.都市地域→道路利用者の一時避難所、道路情報発信、被災

情報発信を提供しない。AED を設置していない。 

これより、PFI での道の駅が防災には非常に協力的であることが分かる。また総事

業費が多額である駅は、規模や建物が大きく、頑丈であり、一時避難所、災害時支援

拠点施設、災害時中継施設を提供する。さらに、イベントを多くする駅も、協力的だ

との結果が出ている。 

 

おわりに 

 

上述のように、道の駅の基本的機能には、休憩機能、情報発信機能と地域の連携機

能の 3 つとされる。しかし、これらの 3 機能以外には、防災機能が重要と言われてい

たが、その点の計量的分析は皆無の状態であった。そこで、本章では、道の駅の食料

を筆頭とする防災についての計量的分析を行ってきた｡ 計測結果は、道の駅の防災機

能は 非常に重要なものであり, 防災意識の強い駅は売上高, イベント数や入場者数

が多いことが分かった｡ また逆に, 各駅のイベント数, 総事業費, 駐車数, PFI での

駅や地域の状態 (農村や都市) が防災意識に強い等の点も発見した。それ以外でも 非

常に多くの含蓄が得られた｡ 道の駅の防災機能に関しては、PFI での道の駅が防災に

は非常に協力的であること。また、イベントを多くする駅は、防災機能充実に協力的

であることも分かった。 

このような、道の駅の経済的機能と公益的機能の充実度の関係性の存在は、各道の

駅に対する資料と聞き取り調査の結果からも裏付けられている。例えば、①防災スコ

アが高い PFI の「ようか但馬蔵」、「笠岡ベイファーム」、「いぶすき」、「さわら」は、

それぞれ、観光施設などと連繋したイベントの開催等を行い、経済的機能も高いこと。
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②総事業費が高く、施設が充実している道の駅は、売上高が大きいとともに、防災機

能も充実していること等である。また、③温泉施設ダミー変数が有意な値となり、さ

らに、佐藤(1992)のいうような、魅力的な施設や娯楽を併設することが必要であると

いう主張を裏付けている。このように聞き取り調査の結果からも、道の駅の運営が上

手く行く条件は、イベント等の各道の駅の創意工夫を活かした手法で経営され、さら

に防災機能に代表される公益的機能も充実させるという計測結果が裏付けられた。第

2 節と第 3 節で見いだされた発見物は莫大で多岐にわたるものであり、国, 地方自治

体, 道の駅の 政策担当者は,  防災機能を生かす最適な政策を行ってもらいたいと考

える。 

 

付表 5-1 道の駅の防災機能に関するアンケート項目 
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注 

 

1) 本稿の防災と、目的は全く異なるが、手法はクラスター分析である。道の駅の分類

には、その他、梶井・中山・萩原・加賀屋(2000)の主成分分析や、児玉・折田・川

本(1999)の PFI 導入可能性をみた、数量化理論第Ⅱ類の分析がある。 

2) ウォード法での階層的クラスター分析の最適なクラスター値は Duda&Hart 

Je(2)/Je(1) index が大、Pseudo R-squared 値が小である。クラスター数が 4 の

Duda&Hart Je(2)/Je(1) index は 0.7819 と大、Pseudo R-squared 値は 3.63 で最小

であるゆえ、クラスター数は 4 が最適であると判断した。 

3) 詳細に言えば、クラスター1：くつき新本陣、マキノ追坂峠、塩津街道あぢかまの

里、ウッディー京北、はが、宇陀路大宇陀、十津川郷、宇陀路室生、しみず、明恵

ふるさと館の 10 駅。クラスター2：和、丹波マークス、丹後あじわいの郷、ちはや

あかさか、村岡ファームガーデン、みなみ波賀、R427 かみ、播磨いちのみや、フレ

ッシュあさご、あゆの里矢田川、San Pin 中津、龍神、志原海岸、しらまの里、紀

の川万葉の里の 15 駅。クラスター3：東近江市あいとうマーガレットステーション、

湖北みずどりステーション、草津、竜王かがみの里、ガレリア亀岡、舞鶴港とれと

れセンター、かなん、みき、いながわの 9 駅。クラスター4：伊吹の里、瑞穂の里さ

らびき、スプリングスひよし、あさご、北はりまエコミュージアム、あいおい白龍

城、あまるべ、吉野路大塔、ふたかみパーク當麻、吉野路大淀 i センター、伊勢本

街道御杖、おくとろの 12 駅である。 
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第 6 章 道の駅の地域に対する経済波及効果 

 

はじめに 

 

道の駅は、地方創生の拠点として位置づけられ、道の駅の地域に与える効果に対

する期待は大きい。1993 年に創設された道の駅の基本機能は、休憩機能、情報発信

機能、地域の連携機能であったが、経済的機能、防災機能、医療・福祉機能の効果も

注目される。道の駅はこれまで、人口減少や過疎化問題を抱える中山間地域等の農村

地域に設置し、地域の活性化を促す取組に活かされることが多かった。近年では、観

光立国推進および地方創生政策の拠点として位置づけられ、その重要性と期待はます

ます高まってきている。この動きと共に、情報・コミュニケーションの拠点として、

都市地域にも道の駅を設置する試みも行われるようになった 

政府は、地方創生政策の一環として、2015 年 7 月「まち・ひと・しごと創生基本

方針 2015」に基づく「小さな拠点づくり」政策を始め、その取組の拠点施設に道の

駅を位置づけた。「小さな拠点づくり」政策は、地域住民の主体的な参画の下で、集

落生活圏において必要な生活サービスの提供、収入を得るための事業が、将来にわた

って継続できる持続的な仕組みを構築することを目指す(まち・ひと・しごと創生本

部(2015)参照)。すなわち、道の駅を拠点として、都市や農村の経済的まとまりのあ

る生活圏ごとに、人やモノ、サービスの地域内での循環を活発にすることで、地域の

持続的な経済発展を目指す。地域経済は現在、有効求人倍率や一人当たり賃金、就業

者数など雇用・所得面で改善しているといわれている 1)。これらの指標から、道の駅

を拠点とした現在の地域政策は、地域内経済循環を活発にすることに、一定の効果を

表わしているいえよう。 

本研究では、このような政策の効果を定量的にあらわすために、道の駅の及ぼす

地域経済波及効果を、産業連関分析を用いて推計することにする。さらに、産業連関

表の雇用表から得られる就業者係数、雇用者係数を用いて、就業誘発者数、雇用誘発

者数(就業者とは、従業者と休業者を合わせたもののことである。雇用者とは、会

社、団体、官公庁又は自営業主や個人家庭に雇われて給料、賃金を得ている者、及び

会社、団体の役員のことである。より詳細は脚注 2 を参照)2)を推定することで、地

域内の雇用の創出に対する効果の分析も行う。 
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このように、地域の結節点としての道の駅の経済効果を分析することで、現在の

地方創生政策の有効性を検証することができるとともに、今後の道の駅政策の新たな

方向性を示すことができるものと考える。本研究の分析の対象地域は、兵庫県の 7 実

質地域区分の内、農村地域として但馬地域、都市近郊地域として阪神地域、都市地域

として神戸市地域を取り上げる。それぞれの地域別産業連関表を用いて、道の駅の地

域に対する済波及効果、地域に及ぼす雇用の効果を分析し、各地域の効果の比較を行

った。併せて、自治体別産業連関表を用いて、各市町に対する道の駅の経済波及効

果、雇用効果も推計し、これらの効果の検討も行った。 

 

第 1 節 道の駅の産業連関分析 

 

これまで、道の駅の経済効果の産業連関分析を用い、体系的な研究を行ったの

は、河村(2011)である。河村(2011)は、岐阜県内の道の駅の経済波及効果に関する分

析を行っているが、次のような大きな問題点があった。①県全体での経済効果のみを

推計している。これは、「小さな拠点づくり」政策に代表されるような道の駅を拠点

とした地域政策の効果を表しているとは言えない。②小さな拠点づくり政策に見られ

るように、道の駅は、農産物直売所で販売される農林水産物に関しては、基本的に、

地域内の生産者から供給を受けるという「供給内供給」という方針に則った経営を行

っている。また、雇用に関しても地域内の住民を労動力として雇用するということを

基本方針として掲げている。河村(2011)は、この道の駅経営の基本方針の特性を、分

析手法に盛り込んでいない。③道の駅の地域に対する雇用効果を推計していない。④

売上高等、根幹となる極めて重要な変数を、河村(2011)は調査せず、既刊の入場者数

データから推測している。しかも、県内にある約 6 割の道の駅に関する分析を行うこ

とで、全県の効果を推計している。 

そこで本研究では、これらの問題点に対し、つぎのような改善を行った。まず、

上記の問題点①に関しては、県単位よりも範囲が狭く、自治体単位よりも広範で、経

済的まとまりにより区分された地域である「実質地域」3)を対象にするという改善を

行った。なお、この実質地域を産業連関分析の対象にすることについては、渡邊

(2014)に同意した。渡邊(2014)は、観光政策の効果の分析を行うには、県単位では対
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象が広すぎることを指摘している。そして、同県内に産業構造が異なるいくつかの実

質地域が存在することを挙げ、経済的な結びつきの強い「小地域版産業連関表」を作

成し、経済波及効果の分析を行っている。よって、本研究で取り扱う道の駅の経済波

及効果の分析においても、経済的なまとまりの強い地域における分析がより有効であ

ると判断し、この手法を採用することにした。実際には、兵庫県を 7 つの実質地域に

区分した「地域別産業連関表」を用いることにする。さらにこれらの分析に加えて、

自治体別産業連関表を用いて、道の駅の市および町に対する経済波及効果の分析も行

い、両結果を比較し、さらに詳細な考察を行う。この結果の比較は、問題点②にも関

連しているが、「地域内供給」の効果の考察にもつながるものと思われる。 

つぎに、問題点②に関しては、産業連関分析を行う際の自給率を、特に農産物直

売所で販売される「農水産物」やレストラン、温泉、体験サービス等の「対個人サー

ビス」の売上高に関しては、「自給率 100％」として波及効果の推計を行うという改

善点を加えた。地域内供給という特性を考慮して、地域における都市農村交流産業に

よる経済波及効果を分析した研究に、霜浦・宮崎(2002)がある。霜浦・宮崎(2002)

は、内発的発展の考え方による都市農村交流産業が、地域に与える経済波及効果を、

直接効果、間接効果、誘発効果に分けて計測している。本研究においても、特に農産

物直売所で販売される農産物等やレストラン、温泉、体験サービス等の対個人サービ

スの売上高に関しては、地域内供給で行われるという条件を考慮に入れて産業連関分

析を行うことにする。 

そして、問題点③については、道の駅の経済波及効果により誘発される就業誘発

者数、雇用誘発者数を推計することで、道の駅の地域に対する雇用の効果を考察す

る。最後の問題点④に関しては、地域内のすべての道の駅の駅長を対象とした、農産

物、特産品、レストラン等の売上高と入場者数に関するアンケート調査を行い、得ら

れた実際の調査データを基に分析を行うことでこの問題点の改善を図った。 

 

第 2 節 経済波及効果の計測と分析方法 

 

1 対象地域 

 

兵庫県は、経済的な結びつきの強い 7 つの実質地域に区分される(図 6-1)。これら

7 地域に対する地域別産業連関表が、兵庫県 HP において公表されている。本研究で 
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図 6-1 兵庫県の 7 地域区分 

 

：神戸市地域 

        ：阪神地域 

        ：東播磨地域 

        ：西播磨地域 

        ：但馬地域 

        ：丹波地域 

        ：淡路地域 

 

 

 

 

 

は、都市地域、都市近郊地域、農村地域における道の駅の経済波及効果を比較検討す

るという目的から、農村地域として「但馬地域」にある道の駅全 11 駅、都市近郊地

域として「阪神地域」にある道の駅全 1 駅、都市地域として「神戸市地域」にある道

の駅全 1 駅を取り上げ、それぞれの地域別産業連関表を用いて、経済波及効果を分析

した。このように、対象地域内にあるすべての道の駅のデータを利用した。なお、本

研究で取り上げる３地域について、それぞれの構成する自治体は次のとおりである。 

・神戸市地域：神戸市 

・阪神地域：尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町 

・但馬地域：豊岡市、養父市、朝来市、香美町、新温泉町 

上記の 3 つの実質地域に対する経済波及効果に加えて、自治体別産業連関表を用

いた、各市町に対する道の駅の経済波及効果も分析し、結果の比較を行った。 

 

2 分析データ 

 

2.1 各データと相当する産業連関部門 
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まず、分析に使用するデータに関して示すことにする。データは、但馬地域(農村

地域)、阪神地域(都市近郊地域)、神戸市地域(都市地域)にある道の駅(全 13 駅)に対

して行った以下のようなアンケート調査から得られた回答を用いて作成した。アンケ

ート調査の概要は、以下のようである。 

①調査対象 ：  

・但馬地域(全 11 駅)：  

朝来市(全 3 駅）：「あさご」、「フレッシュあさご」、「但馬のまほろば」 

香美町(全 4 駅）：「あまるべ」、「村岡ファームガーデン」、「あゆの里矢田川」、 

「ハチ北」 

養父市(全 3 駅）：「ようか但馬蔵」、「やぶ」、「但馬楽座」 

豊岡市(全 1 駅）：「神鍋高原」 

・阪神地域(全 1 駅)：猪名川町：「いながわ」 

・神戸市地域(全 1 駅)：神戸市：「淡河」 

の各道の駅駅長。 

②調査項目： 

・各道の駅の総売上高データと農産物直売所、特産品直売所、レストラン、温泉の売

上高の総売上高に占める割合のデータ。 

・入場者数(農産物直売所のレジ通過者数)のデータ。 

③調査年月日：2017 年 5 月 8 日(2014 年の暦年値)。 

つづいて、アンケート調査で得られた各データを産業連関分析に用いる際の、相当す

る各産業連関部門に関して述べることにする。分析に用いた産業連関表は、兵庫県地

域別産業連関表(36 部門)と自治体別産業連関表(40 部門)を用いた 4)。 

各データと相当する産業連関表の各部門は次のようである。 

・農産物直売所売上高：農林水産物部門 

・特産品(土産物)販売所売上高：飲食料品部門 70%、パルプ・紙・木製品部門 10％、

窯業・土石部門 10％、繊維部門 5％、その他部門 5％ 

・レストラン・温泉売上高：対個人サービス部門 

アンケート結果と上記の仮定から、算出した各道の駅の売上高に占める産業連関部門

の割合を表 6-1 に示す。産業連関分析には、アンケート調査で取得した各道の駅の総 



135 

 

表 6-1 各商品・サービス売上高の総売上高に占める割合(単位：％) 

 

*淡河のレストラン売上高は、直轄事業ではないために不明である。 

 

売上高を、表 6-1 の割合を利用して、各産業連関部門に相当する生産額に分配し、部

門別の最終需要額とした。つづいて、道の駅の利用者が、地域内で消費する交通費の

データの推計について述べることにする。 

 

2.2  道の駅利用者の消費する交通費データ 

 

道の駅は、道路の休憩施設としての発祥が示すように、多くは国道沿いに設置さ

れている。全ての道の駅に、普通車と大型車用の専用駐車場が整備されている。そこ

で、本研究では、道の駅の利用者の交通費は、自家用車のガソリン代とした。ガソリ

ン代の推計は、基本的に河村(2011)に同意して、次のような手法で行った。まず、利

用者の乗用車数は、アンケート調査から取得した各道の駅の入場者数から次のように

推計した。 

 

① 「道の駅」を利用した自家用車数 

道の駅を利用した乗用車数のデータは、「平成 26 年度 兵庫県観光客動態調査報告

書」の「最近 10 年間の利用交通機関別入込数」(神戸市地域、北阪神地域、南阪神地

域、但馬地域)の各データから算出した神戸市、阪神、但馬各地域の乗用車比率を用

いて推計した(表 6-2)。さらに、実際の各地域の乗用車数の算出方法は、各地域観光

客の自家用車利用比率に各道の駅の利用者数を乗じて、これを国内車種別平均輸送人

数の乗用車 1 台当たりの人数(1.3 人、2010 年)で除することにより算出した。算出式

を以下に示す。 

(100%) (70%) (10%) (10%) (5%) (5%)
（合計） 飲食料品 紙・木工 陶器 繊維 その他

1 あさご 10.00 40.00 28.00 4.00 4.00 2.00 2.00 50.00 －
2 フレッシュあさご 10.00 70.00 49.00 7.00 7.00 3.50 3.50 20.00 －
3 但馬のまほろば 34.10 49.70 34.79 4.97 4.97 2.49 2.49 16.20 －
4 あまるべ 10.00 85.00 59.50 8.50 8.50 4.25 4.25 5.00 －
5 村岡ファームガーデン 8.00 62.00 43.40 6.20 6.20 3.10 3.10 30.00 －
6 あゆの里矢田川 20.00 50.00 35.00 5.00 5.00 2.50 2.50 30.00 －
7 ハチ北 10.00 85.00 59.50 8.50 8.50 4.25 4.25 5.00 －
8 ようか但馬蔵 25.00 45.00 31.50 4.50 4.50 2.25 2.25 30.00 －
9 やぶ 10.00 72.00 50.40 7.20 7.20 3.60 3.60 18.00 －
10 但馬楽座 10.94 14.06 9.84 1.41 1.41 0.70 0.70 31.25 43.75

豊岡市 11 神鍋高原 13.00 53.00 37.10 5.30 5.30 2.65 2.65 17.00 17.00
阪神 猪名川町 12 いながわ 72.50 7.50 5.25 0.75 0.75 0.38 0.38 20.00 －

神戸市 神戸市 13 淡河 70.00 30.00 21.00 3.00 3.00 1.50 1.50 不明* －

農林
水産業

飲食料品
パルプ・
紙・木製品

窯業・土石
製品

繊維
製品

その他の製
造工業製品

対個人サー
ビス

対個人
サービス

産業連関部門

レストラン 温泉地域名 No. 道の駅名 農水産物
特産品・土産品

但馬

朝来市

香美町

養父市

自治体名
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表 6-2 兵庫県各地域入り込み数に占める乗用車利用比率 

 

資料：兵庫県「平成 26 年度 兵庫県観光客動態調査報告書 

 

[各駅の乗用車台数]＝[各駅の利用者数]×[各地域乗用車比率] 

÷[国内車種別平均輸送人数 1.3(人)]  

 

② ガソリン代の合計額 

河村(2011)の手法と同様、乗用車数うち、1/3 が県内でガソリンを 50L 入れると仮

定した。ガソリンの種類別の比率は、レギュラーガソリン 70%、ハイオクガソリン

30%とし、価格は石油情報センター発表の店頭価格の兵庫県内平均値(2014 年)を用い

た。なお、2014 年店頭価格の兵庫県内平均値は次のようである。 

 

ハイオク：144.7 円、レギュラー：133.8 円 

 

これらの合計金額を求め、各道の駅のガソリン代とした(表 6-3)。なお、ガソリン

代に相当する産業連関部門は石油・石炭製品とした。これらのデータを用いて次のよ

うな分析方法で、産業連関分析により、道の駅の経済波及効果を推計する。 

 

3 分析方法 

 

本研究では、産業連関分析により、経済波及効果を、第 1 次波及効果、第 2 次波

及効果に分けて推計した。さらに、雇用表のデータを用いて、道の駅の及ぼす地域内

での就業誘発者数、雇用誘発者数を推定し、雇用創出に対する効果を分析した。な

お、産業連関表には、各地域の取引基本表を用いた。レオンチェフ逆行列の作成等の

分析には、数理解析ソフト「Scilab」を用いた。 

 

地域 乗用車比率(％)

神戸市 40.5

北阪神 43.7

南阪神 50.9

阪神（平均） 47.3

但馬 66.8
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表 6-3 各道の駅利用者によるガソリン代の推計値 

 

 

3.1 第 1 次経済波及効果 

第 1 次経済波及効果とは、最終需要の増加額から誘発される生産額である。ま

ず、地域内産業の需給一致式を、レオンチェフ逆行列を用いて示すと、以下のように

なる。 

 

X=[I-(I-M)A]-1(I-M)F 

 

ここで、(I-M)A=B とおくと、 

 

X=(I-B)-1(I-M)F 

=(I-M)F+B(I-M)F+B2(I-M)F+B3(I-M)F+…… 

=(I-M)F+(I+B+B2+B3+……)B(I-M)F 

=(I-M)F+(I-B)-1B(I-M)F  

=(I-M)F+[I-(I-M)A]-1(I-M)A(I-M)F 

 

となる。ただし、   

 

A：投入係数行列 

I ：単位行列 

M：対角要素に移輸入係数を配置した対角正方行列。なお、移輸入係数とは、各行

地域名 No. 道の駅名 入場者数 自家用車数 ガソリン代
1 あさご 98 50.36 115040.39
2 フレッシュあさご 500 256.92 586940.77
3 但馬のまほろば 2000 1027.69 2347763.08
4 あまるべ 150 77.08 176082.23
5 村岡ファームガーデン 150 77.08 176082.23
6 あゆの里　矢田川 25 12.85 29347.04
7 ハチ北 60 30.83 70432.89
8 ようか但馬蔵 183 94.03 214820.32
9 やぶ 360 184.98 422597.35
10 但馬楽座 50 25.69 58694.08
11 神鍋高原 220 113.05 258253.94

阪神 12 いながわ 688 250.33 571870.10
神戸市 13 淡河 250 77.88 177927.40

但馬
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部門移輸入計を国内需要合計で除したもの。 

X：産出列ベクトル 

F：最終需要列ベクトル  とする。 

よって、第 1 次波及効果は、次のように直接効果と第 1 次間接効果に分けられ

る。 

①直接効果(地域内最終需要増加額) : (I-M)ΔF 

②第 1 次間接効果 : [I-(I-M)A]-1(I-M)A(I-M)ΔF 

これらの効果は、以下のようにして推計した。 

 

①直接効果(地域内最終需要増加額) 

道の駅における消費により生み出された最終需要から生じる地域内の生産増加額

を指す。本研究では特に、道の駅の農産物直売所で販売される農産物のほとんどが、

地元の出荷者によって生産されるという地域内供給であるという特徴を考慮に入れ、

この点を分析に反映させることを試みた。すなわち、地域内での生産額について、売

上高のうち特に地域内供給で行われる農産物に関しては、自給率を 100％とした。そ

の他は統計表の自給率を乗じて各部門の直接効果(域内最終需要額)を算出した。な

お、自給率は対角行列(I-M)を用いた。 

 

②第 1 次間接効果 

直接効果から誘発された生産額の増加分である。すなわち、上記の展開式によ

り、直接効果に投入係数を乗じた 

 A(I-M)ΔF  

 

は、原材料等投入額となり、さらに、自給率を乗じることで、 

 

 (I-M)A(I-M)ΔF  

 

となり、これは、地域内産品需要額を表わす。第 1 次間接効果は、この地域内産品需

要額にレオンチェフ逆行列を乗じたものである。さらに、直接効果と第 1 次間接効果
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の合計により、第 1 次波及効果を推計した。よって、上記の直接効果と第 1 次間接効

果の合計により、第 1 次波及効果を推計した。 

 

3.2 第 2 次波及効果 

直接効果から誘発された第 1 次波及効果の一部は、雇用者、就業者に対する所得

として分配される。所得を受け取った雇用者および就業者が、受け取った所得の一部

が消費に転換されることで、地域内には、新たな需要が発生することになる。この新

規に発生した需要に誘発された生産額の増加分が、第 2 次波及効果である。 

道の駅の第 2 次波及効果は、次のように推計した。 

 

①雇用者所得誘発額合計 

まず、雇用者所得誘発額を推計する。雇用者所得係数を対角行列とした雇用者所

得係数行列を W1とすると、各産業の雇用者所得の誘発額ΔW は、 

 

ΔW＝W1ΔX＝W1 [I-(I-M)A]-1(I-M)ΔF 

 

として算出される。これらの誘発額を合計して、地域内の雇用者所得誘発額の総額を

求めた 

 

②民間消費支出総額 

つづいて、誘発された雇用者所得合計から発生する民間個人消費支出額の総計を

推計する。雇用者所得のうち、消費に転換される金額の占める比率である消費転換係

数を、兵庫県地域別産業連関表の民間消費支出の合計額(内生部門計)を、市町民所得

の暦年額で除して求めた。なお、2014 年市町民所得の暦年データの値は、平成 26 年

度(2014 年度)市町民所得データの 3/4 の値と、平成 25 年度(2013 年度)の市町民所得

データの 1/4 の値を合計して算出した。(1)で求めた雇用者所得誘発額合計に推計し

た消費転換乗数を乗じることで、雇用者所得のうち、消費に転換される民間消費支出

額合計を推計した。 
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③民間消費による域内需要増加額 

 民間消費支出額合計を、各産業部門の消費額に配分することで、2 次的な各産業部

門の最終需要額を推計した。各産業部門に配分するために用いた民間消費支出の構成

比は、各産業部門の民間消費支出額を民間消費支出合計で除することで算出した。さ

らに自給率を乗じることで、民間消費による域内需要増加額を推計した。 

 

④ 第 2 次波及効果 

民間消費による域内需要増加額にレオンチェフ逆行列を乗じて推計した。 

また、上記の(1)雇用者取得誘発額とともに、粗付加価値誘発額も推計し、各地域

における効果を分析した。粗付加価値誘発額の増分は、粗付加価値係数の対角正方行

列を V とすると、雇用者所得誘発額と同様の方法により、 

 

ΔV＝V1ΔX＝V1 [I-(I-M)A]-1(I-M)ΔF 

 

として推計した。 

 

3.3  総合効果と波及効果倍率 

直接効果と第 1 次間接効果の合計である第 1 次波及効果と、第 2 次波及効果を合

計することで、総合効果を算出した。そして、この総合効果を直接効果で除して、波

及効果倍率を推計した。 

 

3.4 地域に対する雇用の効果 

つづいて、雇用表から得られた就業者係数、雇用者係数を用いて、道の駅によっ

て、地域内で新たに創出される就業誘発者数および雇用誘発者数を求め、道の駅がど

れだけの雇用機会を地域内で創出するかについての推計を行った 5)。この道の駅の地

域の雇用に与える効果の分析に用いる就業者(雇用者)係数は、各地域内各部門の就業

者(雇用者)数を、当該部門の生産額で除したもので、各地域別産業連関表の付表とし

て取得することができる。同係数はその部門の１単位当りの生産に要する就業者(雇

用者)の投入量を示す。そして、各地域の推計された総合効果に、就業者(雇用者)係

数を乗じることで、就業(雇用)誘発者数を推計して、雇用の波及効果の分析を行っ
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た。以上のような推計方法で、道の駅の及ぼす経済波及効果の分析を行った。各指標

の推計方法を表 6-4 に示した。 

 

3.5 地域内供給の及ぼす経済効果 

道の駅に出荷される農産物は小規模農家による出荷が多く、市場では取り扱われ

ない規格外の農産物も多い。農薬や化学肥料を用いないで栽培され、肥料も自給自足

であることが多い。道の駅は、地元の創意工夫を取り入れ、各駅がそれぞれの地域の

特色を持った運営を行っているところに特徴がある。直売所で売られている農産物に

関しても、道の駅周辺の農家による出荷者組合によって生産される農産物が中心であ

る。道の駅は公共施設であることから、出荷者も利益重視よりも高齢者の生きがいと

なるように、小量、あるいは色や形が不揃いで、市場では流通していないような規格

外商品であっても、取り扱われるケースが多くみられる。規格外であっても、味は良

いものが多く、安価で売られることもあって、この商品を目当てに訪れる消費者も多

い。山本・湯沢(2012)によると、一般的に農産物生産者が市場等に出荷する場合、卸

売りや小売り段階における手数料(流通マージン)は、品目にもよるが 40～60％程度

もかかるため、生産者の受取価格は、販売額の 60～40％となる。しかし、道の駅へ

の出荷においては、農産物直売所と道の駅の手数料の合計は約 15％であるため、生

産者にとっては、農産物直売所へ出荷することにより流通マージンが減少した分、出

荷者の受取る金額が増加するとともに、消費者にも安価で提供されると分析してい

る。このように、道の駅の直売所は、地元の小規模農家による少量での出荷が可能と

なっている。そして、出荷者間でネットワークを形成することで、地域内供給システ

ムを確立している 5)。そこで本研究では、直売所農産物の及ぼす効果を、直売所の農 

産物の自給率は 100％にし、さらに、直売所の農産物が閉鎖経済で生産されていると

いう現実を踏まえた経済効果を測定する。 

 

第 3 節 計測結果と政策的考察 

 

1 各地域に対する経済波及効果 
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表 6-4 各指標の算出方法

 

 

産業連関分析による各地域に対する道の駅のもたらす経済波及効果の結果は表 6-5

のようになった。まず、地域ごとの推計結果の考察を行うことにする。但馬地域の全

ての道の駅(11 駅)のもたらす地域内最終需要額である直接効果は約 12 億 4022 万

円、直接効果から誘発される第 1 次間接効果は約 3 億 9175 万円、直接効果と第 1 次

間接効果の合計である第 1 次波及効果は約 16 億 3197 万円、雇用者所得により誘発さ

れた生産額の増加分である第 2 次波及効果は約 2 億 1775 万円と推計された。そし

て、第 1 次波及効果と第 2 次波及効果の合計である総合効果は約 18 億 4972 万円とい

う結果が得られた。 

地域内の自治体ごとに、各地域に対する総合効果を見ると、朝来市(3 駅)が約 10

億 1397 万円と最も大きく、つづいて養父市(3 駅)の約 4 億 6202 万円、香美町(4 駅)

の約 2 億 3198 万円、豊岡市(1 駅)の約 1 億 4174 万円の順になっている(カッコ内は

自治体内の道の駅数)。これらを見ると、朝来市の総合効果が大きいことが特徴的で

ある。朝来市は、但馬地域の南部の山間地に位置する農村地域である。市内にある 3 
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表 6-5 道の駅の経済波及効果(千円)

 

 

つの道の駅のうち、「但馬のまほろば」は、国土交通省選定の重点「道の駅」6)であ

り、周辺の農家から出荷される新鮮野菜が豊富な産直コーナーの農産物は、1 日の平

均売上高が 200 万円に上る人気の駅である。朝来市は、岩津ねぎをはじめ、黒大豆、

いちご等の農産物が有名で、その他の 2 つの道の駅でも取り扱われている。このよう

な農産物中心の経営が、朝来市の総合効果が大きいことの要因であると思われる。 

阪神地域に関する経済波及効果に関して考察すると、同地域は、大都市圏神戸市

のベッドタウンであり、都市近郊地域に位置付けられる。地域内の道の駅は、「いな

がわ」(猪名川町)の 1 駅である。地域に対する道の駅の直接効果は約 4 億 4212 万

円、第 1 次間接効果は約 2 億 3117 万円、第 1 次波及効果は約 6 億 7329 万円、第 2 次

波及効果は約 1253 万円、総合効果は約 6 億 8582 万円という結果が得られた。そし

て、神戸市地域に対する経済波及効果に関して考察すると、同地域は、都市地域に位

置付けられる。地域内の道の駅は、「淡河」の 1 駅である。地域に対する道の駅の直

接効果は約 1 億 8650 万円、第 1 次間接効果は約 9929 万円、第 1 次波及効果は約 2 億

85790 万円、第 2 次波及効果は約 1132 万円、総合効果は約 2 億 9710 万円という結果

が得られた。 

つづいて、これらの 3 地域の結果を比較し、地域の特性と経済波及効果の関係を

分析する。総合効果では、地域内に 11 の道の駅がある但馬地域の金額が、3 地域の

中で最も大きい。因みに、2014 年度の各地域内の名目総生産額は、但馬地域 5513 億 

地域 産業連関 部門 自治体 分析 条件 直接効果 第1次 間接効果 第1次 波及効果 第2次 波及効果 総合効果
地域全体 1240222.53 391751.17 1631973.69 217747.87 1849721.57
朝来市 661974.20 226233.41 888207.61 125764.19 1013971.80
香美町 174971.11 46950.06 221921.17 10065.74 231986.91
養父市 300325.22 89342.62 389667.84 72357.21 462025.05
豊岡市 102951.99 29225.08 132177.08 9560.73 141737.81

自給率
100％

468666.40 260120.43 728786.83 30995.39 759782.22

閉鎖
経済

468666.40 506827.48 975493.88 60807.17 1036301.05

総合
開放
経済

442118.48 231174.57 673293.05 12526.46 685819.51

自給率
100％

371146.35 220283.23 591429.58 5484.13 596913.71

閉鎖
経済

371146.35 415954.36 787100.71 26826.01 813926.72

総合
開放
経済

186495.15 99291.54 285786.68 11315.89 297102.57

自給率
100％

147000.00 91425.42 238425.42 6483.16 244908.59

閉鎖
経済

147000.00 157879.98 304879.98 20501.99 325381.96

但馬
地域

阪神
地域

神戸市
地域

開放
経済

総合

農水産物

農水産物

農水産物
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表 6-6 道の駅の地域に対する総合効果と各地域の名目総生産額

 

 

円、阪神地域 51751 億円、神戸市地域 63701 億円であったことから 7)、各地域におけ

る道の駅の経済波及効果(総合効果)の地域内総生産額に占める割合は、それぞれ

0.335％、0.013％、0.005％となる。さらに、各地域内の観光産業 GDP は、但馬地域

600 億円、阪神地域 1343 億円、神戸市地域 1911 億円で、各地域の道の駅の総合効果

の地域観光産業 GDP に占める割合は、それぞれ 3.08％、0.511％、0.155％である(表

6-6 参照)。このことから、但馬地域における道の駅の経済波及効果は、金額だけで

なく地域内 GDP における割合でも、他の 2 地域に比べて格段に大きく、地域内の経済

活性化における道の駅の重要性がいかに大きいかが分かる。すなわち、この結果は、

但馬地域のような地域内に大きな産業を持たない中山間地域にとって、道の駅政策

が、地域の活性化にいかに有効に働いていることを示しているといえよう。 

一方、阪神地域の総合効果は、地域内に 1 駅しかないにもかかわらず、金額が大

きいことが特徴的である。経済効果の地域内総生産に占める割合は、但馬地域の道の

駅と比較すると、20 分の 1 以下の金額に過ぎないが、1 駅の誘発する経済効果の大き

さで比較すると、他の道の駅からも突出して大きい。今後、都市に道の駅を設置し、

情報・コミュニケーションの拠点とする政策が推し進められつつあるが、都市近郊地

域にある道の駅「いながわ」の経済効果額自体が大きいことは、この政策推進を後押

しする貴重な計測結果であるといえよう。 

 

2 実質地域に対する波及効果倍率 

 

つづいて、道の駅の波及効果が、地域内において、直接効果よりも何倍拡大して

誘発されるかを示す「波及効果倍率」について検討する。但馬、阪神、神戸市の 3 地

域に対する波及効果倍率(総合、農水産物、閉鎖経済)の結果を図 6-2 に示す。まず、

但馬地域の、総合効果の金額を直接効果の金額で除した値である波及効果倍率(総合)

は、1.49 倍という結果が得られた。さらに、この但馬地域全体における農水産物の 

地域・自治
体

駅数 総合効果
各地域内の名目
総生産額(2014年

度)

総合効果／
名目総生産額(％)

観光産業
GDP(2014年度)

総合効果／
観光産業GDP(％)

但馬地域 11駅 18億4972万円 5513億円 0.335％ 600億円 3.08％
養父市 3駅 4億6202万円

阪神地域 1駅  6億8582万円 51751億円 0.013％ 1343億円 0.511％
神戸市地域 1駅  2億9710万円 63701億円 0.005％ 1911億円 0.155％
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図 6-2  各地域の波及効果倍率

 

 

みに関する波及効果倍率は 1.62 倍、農水産物が地域内の産業連関で生産された閉鎖

経済(現実に近い)の波及効果倍率は、2.21 倍となり、道の駅の全売上高の波及効果

倍率 1.49 倍に比べて、極めて高いという結果が得られた。これらの結果から、農水

産物は、地域内経済に波及する度合いが特に大きく、さらに、閉鎖経済に近い条件で

生産される規格外農産物のような小規模農家の出荷農産物が、地域内の経済をより押

し上げるといえる 8)。 

つづいて、阪神地域の波及効果倍率(総合)は、1.55 倍という結果が得られた。農

水産物のみの波及効果倍率は 1.61 倍、農産物に閉鎖経済を仮定した分析では、2.19 

倍という結果が得られた。阪神地域にある「いながわ」は、表 6-1 で示したように、

総売上高に占める農水産物売上高の比率が 72.5％であり、これは極めて高い数値で

ある。筆者による聞き取り調査によれば、「いながわ」の新鮮な野菜中心の直売所農

産物は、京阪神の消費者に人気で、午前中に売り切れるほどの盛況である。地元の出

荷者組合では、運営者である JA 兵庫六甲との意志疎通が図られるように、定期的な

会合を開いている 9)。「いながわ」のこのような農産物中心の経営方針が、阪神地域

内の道の駅の波及効果を高めていると考えられる。 
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そして、神戸市地域における波及効果倍率(総合)は 1.59 倍という結果が得られ

た。農水産物のみの波及効果倍率は 1.67 倍、農水産物に閉鎖経済を仮定した分析で

は 2.21 倍という結果になった。聞き取り調査によれば、都市地域にある「淡河」

も、都市近郊地域の「いながわ」と同様に大消費地に近く、京阪神の消費者の利用が

多い。直売コーナーでは、地元で採れた野菜やたけのこ、お米などの農産物が消費者

に人気であることが分かった。そして、農産物の売上高は、総売上高の約 7 割を占め

る(表 6-1 参照)。このように、「淡河」の例からも、農産物中心の道の駅経営は、地

域に対する高い波及効果倍率をもたらすと結論できる。 

一方、3 地域の結果を比較すると、農村地域である但馬地域の波及効果倍率が最も

低く、都市地域である神戸市地域が最も高いという結果になった。この理由として、

都市と農村の地域内産業連関の構造的違いが考えられる。つまり、都市地域・都市近

郊地域には、農村地域よりも、地域内に多くの産業があるために、地域内でより多く

の中間投入財を調達できる 10)。波及効果倍率の計測結果から、都市地域・都市近郊

地域に位置する道の駅の経済波及効果は、農村地域よりも、地域内の経済循環により

効率的に誘発しているということができる。しかし、このような都市地域と農村地域

の産業連関の構造的な違いによる要因を除けば、都市地域ほどは地域内産業が充実し

ていない農村地域においても、道の駅を設置することで、地域に与える経済効果は、

数値以上の価値があるといえよう。 

また、各地域における農水産物のみの波及効果倍率は、いずれも高い数値が得ら

れた(但馬地域 1.62 倍、阪神地域 1.61 倍、神戸市地域 1.67 倍)。先にも述べたが、

道の駅の農水産物は、周辺の出荷者からの地域内供給を基本方針としている。このよ

うに、道の駅の農水産物販売が、高い波及効果倍率につながるということは、農水産 

物中心の経営をさらに推し進めることで、道の駅の経済波及効果をさらに高めること

ができることを意味する。実際、個別の道の駅の計算結果によると、但馬地域にある

道の駅「但馬のまほろば」の地域に対する波及効果倍率は、「総合」でも 1.68 倍とい

う非常に高い計測結果が得られた。これは、同駅の売上高に占める農産物の販売額の

比率は、約 34％と但馬地域で最も高いことから、地域内産業が都市地域ほどは充実

していない農村地域であっても、農産物中心の経営が、経済波及効果倍率を上昇させ

ることにつながるということを示している。また、本研究で調査を行った 13 の道の
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駅の中で、売上高に占める農水産物の販売額の比率が高い道の駅は、第 1 位「いなが

わ」(72.5％)、第 2 位「淡河」(70％)であった(表 6-1)。よって、阪神地域と神戸市

地域の波及効果倍率が、但馬地域よりも高いことの要因として、これらの道の駅が、

全て農水産物中心の経営であるであるということも大いに考えられるであろう。 

さらに、農水産物と同様に、道の駅の労働力も、地域内供給を基本としている。

そして、改めて行った推計によると、このような労働力がコストの大きな部分を占め

る「温泉施設」に関する波及効果倍率は、2.12 倍と極めて高いということが分かっ

た。但馬地域には、温泉施設を併設している道の駅が 2 駅存在する(「但馬楽座」、

「神鍋高原」)が、これらのうち、「但馬楽座」の波及効果倍率は、「総合」で 1.61 倍

と、きわめて高いという結果が得られた。同駅における温泉施設の売上高の、総売上

高に占める割合は 40％と非常に高い(表 6-1）ことが分かっている。よって、この結

果から、売上高に占める地域内雇用による労働力の比率が高い温泉施設は、農水産物

と同様、地域内経済を効率的に活性化することにつながるといえよう。 

 

3 各自治体に対する波及効果倍率 

 

つづいて、自治体ごとの経済波及効果倍率について考察する。ここでは、自治体

ごとの道の駅の、上記の各実質地域に対する波及効果倍率とともに、それぞれの自治

体の産業連関表を用いて、自治体ごとに各自治体に対する波及効果倍率も計測する。

これにより、自治体ごとの道の駅の、各実質地域に対する波及効果倍率と、各自治体

に対する波及効果倍率の違いを比較することが出来る。さらに、波及効果倍率(総合

効果／直接効果)と併せて、第 1 次波及効果を直接効果で除した値も推計し、これら

の比較を行う。ここで、波及効果倍率計算式の分子となる総合効果に含まれる「第 2

次波及効果」は、「第１次波及効果」による誘発効果から分配される所得の一部から

転換された「消費」による誘発効果の広がりを表すことから、この新たな指標との比

較・検討により、所得が分配される前と後との波及効果の広がりの差を見ることが出

来るようになる。このように、波及効果の対象区域の広さと、効果が派生して行く段

階的な変化を同時に比較することで、各自治体内の道の駅の経済波及効果が誘発する

度合いを、いわば空間的、時間的の両面から、「動学的」に分析することが可能にな
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ると考える。この結果を自治体ごとに図示したグラフが、図 6-3 である。 

まず、自治体ごとの道の駅の、各地域に対する波及効果倍率の比較という「静学

的」な観点からの考察を行う(これらの数値は、図 6-3 の各グラフの実線右端■点を

指す)。但馬地域内の朝来市、香美町、養父市、豊岡市の 4 つの自治体に関して、各

地域に対する波及効果倍率を検討する。4 自治体のうち、総合効果が地域内で最も大

きい朝来市(表 6-5 参照)については、1.53 倍と波及効果倍率も高いことが分かる。

これに関しては、同市内にある「フレッシュあさご」の経営効率性が高いことが、松

尾・山口(2015)11)による分析結果からも明らかとなっており、このことも、同市内の

道の駅の波及効果倍率が高いことの要因であると考えられる。 

さらに、但馬地域内の 4 自治体の中で、波及効果倍率が最も高かった自治体は、

朝来市よりも総合効果が小さい養父市(1.54 倍)であった。同自治体の地域に対する

総合効果の金額では、朝来市の半分以下であったが、波及効果倍率に関しては、地域

内で最も高いという結果が得られた。養父市内には 3 つの道の駅があるが、これらの

波及効果倍率が高いということは、直接効果で増加した最終需要を、効率的な地域内

経済循環により、より大きな経済効果につなげているということになろう。これに関

しては、3 駅の内、特に「ようか但馬蔵」は、民間資金等活用事業(PFI)によって設

立された道の駅で、管理・運営に民間のノウハウが取り入れられ、地元企業の「コン

ソーシアム」による経営が行われており、地元に密着した運営がなされている。しか

も、取り扱われている農産物の出荷者を近隣農家に特定しており、出荷者と道の駅の

意思疎通を常に図るという経営方針が特徴的であるという調査結果と符合する 12)。

よって、このような朝来市と養父市の例から、地元農家による農水産物中心の経営

は、高い波及効果倍率をもたらすと結論できそうである。 

一方、これらの朝来市と養父市の例に比べて、香美町と豊岡市に関する波及効果

倍率(総合)は、それぞれ 1.33 倍、1.38 倍で、ともに低い結果となったことも特筆に

値する。どちらの自治体も、冬期には豪雪地帯となり、近隣にスキー場が設置される

れる。いずれの駅においても、農水産物の売上高の比率が低い(表 6-1)ことが、この

ような低い波及効果倍率となった原因と考えられよう 13)。 

つづいて、自治体ごとの、各自治体に対する波及効果倍率について考察する。自

治体別産業連関表を用いた分析によって推計された波及効果倍率は、図 6-3 各グラフ  
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図 6-3 各自治体内の道の駅に対する自治体別、実質地域別の波及効果倍率の比較

 

 

の破線右端▲点に示している。これに見るように、各自治体に対する波及効果倍率

は、それぞれ朝来市 1.48 倍、香美町 1.32 倍、養父市 1.39 倍、豊岡市 1.38 倍、猪名

川町 1.40 倍という結果となった。これらの結果を、各地域に対する波及効果倍率(実

線■点)とそれぞれ比較すると、2 つのタイプに分けられる。一つは、各自治体に対

する波及効果倍率(破線▲点)の方が、各地域に対する波及効果倍率(実線■点)よりも

小さいタイプ。そしてもう一つは、その逆の大小関係を持つタイプである。まず、第

1 番目のタイプには、朝来市、香美町、養父市、猪名川町の 4 自治体があげられる。 

これらの自治体では、道の駅の農産物等の生産・販売に関わる経済循環が、当該

市町内にとどまらず、地域外により大きく拡散して派生していることを示している。

この要因には、道の駅に関わっている労働者に分配された所得が、市町の外の地域で

の消費に多く使われていることも含まれている。すなわち、市町の範囲を超え、しか
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も実質地域内の経済活動が活発に行われていることを示している。第 2 番目の自治体

内に誘発する経済波及効果(破線▲点)の方が、実質地域に対する波及効果(実線■点)

よりも大きいタイプは、豊岡市である。同市では、道の駅の経済効果が他の４自治体

のように、市外に広がりを見せていないといえる。これには様々な要因が考えられ

る。まず、豊岡市の「神鍋高原」が、先述したように農産物よりも温泉、レストラン

の売上高比率が大きく、観光客による利用を目的とした経営方針であること。そし

て、冬季には、豪雪地帯となり地元住民の行き来が少ないこと等である。この豊岡市

と同様に、冬季に豪雪地帯となり、観光客を対象とした経営を行っている道の駅「ハ

チ北」のある香美町の波及効果倍率が、各地域(1.33 倍)、各自治体(1.32 倍)と、共

に低く、しかも近似した値となっていることから、この要因は概ね的を射ているとい

えよう。これらの大小関係で分けられる 2 つのタイプから、第 1 のタイプに見られる

ような農水産物中心の道の駅経営は、出荷者を始めとした多くの地元の住民が関わる

ことで、経済循環を活発にし、さらにその効果が自治体を超えて拡大していることを

表しているといえよう。 

つづいて、上記のような「静学的」検討を基にして、対実質地域、対自治体の波

及効果倍率に関して、それぞれの所得が分配される前の倍率(第 1 次波及効果／直接

効果)の大きさと比較をすることで、「動学的」視点から、道の駅の経済活性化の効果

の考察を行うことにする。このような所得が分配される前の段階の倍率(第 1 次波及

効果／直接効果)に関して、各地域に対する倍率を図 6-3 の実線左端●点、各自治体

に対する倍率を破線左端♦点にそれぞれ示した。これらの 2 つの曲線(実線、破線)と

各点(■点、▲点、●点、♦点)の位置関係を比較すると、つぎのような 3 つのタイプ

に分類できる。 

・タイプ 1：各地域に対する波及効果倍率を示す線(実線)と各自治体に対する波及効 

果倍率を示す線(破線)がクロスしているタイプ・・・朝来市、養父市。 

・タイプ 2：各地域に対する波及効果倍率を示す線(実線)と各自治体に対する波及効 

果倍率を示す線(破線)が互いに並行で、前者(実線)が後者(破線)より上になって 

いるタイプ・・・香美町、猪名川町。 

・タイプ 3：各地域に対する波及効果倍率を示す線(実線)と各自治体に対する波及効 

果倍率を示す線(破線)が互いに並行で、前者(実線)が後者(破線)より下になって 
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いるタイプ・・・豊岡市。 

これらの 3 タイプに関して、順番にその特徴に関する考察を行う。まず、タイプ 1

では、第 1 次波及効果の段階(所得が分配される前)では、各自治体に対する波及効果

(破線♦点)の方が、各地域に対する波及効果(実線●点)よりも大きく、所得分配後の

第 2 次波及効果を加えた段階では、後者(実線■点)が前者(破線▲点)を上回るため

に、２つの曲線が互いにクロスした形状となっている。第 1 次波及効果とは、当該地

域内の最終需要額と、これらから派生した地域内の産品需要額から誘発される波及効

果(第 1 次間接効果)を合計した金額であるので、第 1 次波及効果の段階で、自治体内

の効果の方が地域内での効果よりも大きいということは、道の駅経営が実質地域の範

囲よりも狭い自治体内での、より狭い範囲内の「地域内供給」で賄われていることを

表しているといえる。このタイプに当てはまる自治体は、朝来市と養父市である。両

市ともに先の考察で述べたように、農水産物中心の経営を行っている道の駅が多い。

近隣の出荷者による農産物中心の経営が、このような結果として表れているといえよ

う。 

タイプ 2 では、第 1 次波及効果の段階から、第 2 次波及効果の生まれる段階ま

で、一貫して、各実質地域に対する波及効果(実線)が、各自治体に対する効果(破線)

を上回る位置関係にある。すなわち、第 1 次波及効果の段階で需要される地域内産品

も、市町内供給よりもより広い範囲の産業連関によって供給されていることが分か

る。このタイプには、香美町と猪名川町が当てはまる。両自治体は、農村地域と都市

近郊地域という地域的に産業連関の構造が全く異なる立地であるため、タイプ 2 の形

状に至った原因は、それぞれ異なると思われる。まず、香美町は、先述したように、

豪雪地で、中でも「あまるべ」と「ハチ北」は、特産品中心の経営(売上高に占める

特産品の比率はともに 85％、表 6-1 参照)であり、道の駅は近隣の農家に派生する経

済波及効果が少なく、周辺の産業も少ないことから、タイプ 2 の形状になったと思わ

れる。これに対して、猪名川町は、都市近郊地域にあり、道の駅「いながわ」は近隣

農家から出荷されるの農産物中心の経営であることから、タイプ 2 の形状になったと

思われる。さらに、同町にある「いながわ」は、JA 兵庫六甲が出資している第 3 セ

クターによる経営であり、道の駅に対する筆者の聞き取り調査から、農業生産に必要

な肥料、種苗等の生産財は、JA 兵庫六甲管内(主に近隣の川西市)からの供給が多
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く、このために、このようなグラフの形状になったと考えられる。両者のこのような

要因違いは、猪名川町の波及効果倍率の大きさが、香美町に比べてかなり大きい結果

となっていることにも表れている。 

最後に、タイプ 3 に関してはタイプ 2 とは逆に、第 1 次波及効果の段階から、第 2

次波及効果の生まれる段階まで、一貫して、各自治体に対する効果(破線)が、各実質

地域に対する波及効果(実線)を上回る位置関係にある。このタイプには、豊岡市が当

てはまる。豊岡市には、先述したように「神鍋高原」1 駅があり、その経営は、主に

冬場の観光客が対象である。道の駅「神鍋高原」は、兵庫県の北部、豊岡市日高町に

位置する人口約 1,000 人ののどかな高原に位置する(道の駅「神鍋高原」HP より)。

同駅の但馬地域に対する直接効果は、約 1 億円(表 6-5)と小さく、総売上高に占める

農水産物の販売高の比率が 13％と少ない(表 6-1)ことも特徴である。繰り返しになる

が、おもな売上高は、温泉施設(43.75％)、レストラン(31.25％)であり(表 6-1 参

照)、温泉施設、レストランは、ともに地域内雇用を基本としている労働力が主要な

コストである。これらの要因から、市内道の駅の豊岡市に対する波及効果は、実質地

域である但馬地域に対する波及効果よりも、第 1 次波及効果の段階から大きいと考え

られる。以上で、自治体ごとの道の駅の波及効果の特徴を、波及効果の範囲の広さ

と、波及段階の両面から動学的に考察した。つづいて、道の駅の経済効果により誘発

される雇用効果について検討する。 

 

4 各実質地域に対する雇用効果 

 

道の駅の各地域に及ぼす雇用創出効果に関する検討を行うことにする。各地域の

就業誘発者数、雇用誘発者数の推計結果は図 6-4 のようになった。まず、但馬地域に

関して考察を行う。地域全体での就業誘発者数は 266 人、雇用誘発者数は 114 人とな

った。さらに、就業誘発者数と雇用誘発者数を合わせると 380 人となった。但馬地域

の総人口は、18 万 607 人(2010 年)から 17 万 232 人(2015 年)へと、5 年間に年平均で

約 2000 人の人口減少がつづいている 14)。このことから、但馬地域に対する道の駅の

雇用誘発効果が、いかに地域の雇用機会の創出に多大な寄与をしているかが分かる。

自治体別に、就業誘発者数と雇用誘発者数と示すと、朝来市では、それぞれ、150  
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図 6-4 各地域に対する雇用効果

 

 

人、56 人、香美町では、27 人、14 人、養父市では、70 人、35 人、豊岡市では、19

人、9 人という結果が得られた。但馬地域内では、朝来市に対する効用効果が最大と

なっている。朝来市には、先に挙げた「但馬のまほろば」がある。農産物直売所「ま

るごと産直市」では、但馬地域内で採れた農産物を直売している。新鮮な野菜やフル

ーツ、手作りの漬物やパンなどを販売し、地元食材を使ったレストランメニューを提

供するといった地元密着の取組のおかげで、直売所の売り場面積を 2 倍に増やし、出

荷者の人数も増加した(神戸新聞：2015/10/17)。雇用誘発者数、就業誘発者数が地域 

で最も大きいという推計結果は、このような地元に密着した取組と符合しているとい

える。 

つづいて、阪神地域に対する道の駅の就業誘発者数、雇用誘発者数は、それぞ 

れ、250 人、71 人という結果となった、これは、但馬地域全体の雇用誘発効果に匹敵

する規模である。阪神地域の道の駅は「いながわ」の 1 駅であることを考慮すれば、

地元に対する雇用効果は大きいといえる。聞き取り調査によれば、同地域内の「いな

がわ」にある「いなの郷」加工グループでは、加工工場「いなっこクラブ」におい

て、みそ、寿司、寒天などの加工品を生産し、消費者に好評である。雇用効果に対す

る推計結果は、この調査結果と符合している。そして、神戸市地域に対する就業誘発

者数、雇用誘発者数は、それぞれ、71 人、27 人であった。神戸市は都市地域に属し

ているが、道の駅による雇用創出効果は、養父市に相当する大きさで、道の駅は雇用

に関しても十分な効果を発揮していることが分かる。このように、阪神、神戸市の両

地域における、道の駅の雇用効果の良好な推計結果が得られたことで、中山間地域だ
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けでなく、都市近郊地域、都市地域においても、道の駅は、有効な雇用創出効果をも

たらしていることが明らかとなった。 

 

おわりに 

 

本研究は、農村地域として但馬地域、都市近郊地域として阪神地域、都市地域と

して神戸市地域を取り上げ、それぞれの地域に対する道の駅の経済波及効果、地域に

及ぼす雇用の効果を分析し、各地域、各自治体の経済効果の比較を行った。得られた

結果を要約すると次のようになる。 

(1)各地域の総合効果は、但馬地域が約 18 億 4972 万円、阪神地域が約 6 億 8582 万

円、神戸市地域が約 2 億 9710 万円という結果が得られた。効果の大きさは、地域内

に 11 駅がある但馬地域の金額が最も大きい。阪神地域の総合効果は、地域内に 1 駅

であるにもかかわらず大きいことが特徴的である。 

(2)各地域の波及効果倍率は、但馬地域が 1.49 倍、阪神地域が 1.55 倍、神戸市地域

が 1.59 倍という結果が得られた。3 地域の中で、農村地域の波及効果倍率が最も低

い理由として、都市と農村の産業連関の構造的違いが考えられる。すなわち、農村地

域には都市ほど地域内に産業が存在しないために、地域の移輸入の額は、都市よりも

大きいことによる。構造的要因を除けば、中山間地域における道の駅の経済波及効果

は、数値以上であるといえる。 

(3)農水産物のみの波及効果倍率は、但馬地域が 1.62 倍、阪神地域が 1.61 倍、神戸

市地域が 1.67 倍であり、どの地域においても高いということが分かった。さらに、

温泉施設のみの波及効果倍率も、但馬地域で 2.12 倍という高い推計結果が得られ

た。このように、地域内供給を基本とする農水産物と温泉施設の波及効果倍率が高い

という結果が得られたことにより、地域内供給を重視するという道の駅の経営方針

が、道の駅の地域に対する経済波及効果倍率を高めることにつながる。 

(4)自治体ごとの道の駅の直接効果から派生する経済効果を、各実質地域、各自治体

に対して、それぞれ第 1 次波及効果の段階と総合効果の段階における倍率で比較した

「動学的」分析を行った。これによると、農水産物を中心とした経営を行っている但

馬地域の朝来市、養父市の道の駅では、第 1 次波及効果の段階では、自治体内の波及
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効果の方が大きく、地域内供給の傾向が非常に強いということが定量的に示された。

そして、所得が分配された後の第 2 次波及効果を含めた波及効果倍率は、実質地域で

ある但馬地域での波及効果倍率が、自治体に対する倍率を上回るという結果が得られ

た。さらに、都市近郊地域にあって、農水産物中心の経営を行っている猪名川町の道

の駅の場合は、第 1 次波及効果の段階から、実質地域である阪神地域に対する波及効

果倍率が、自治体である猪名川町に対する波及効果倍率を上回ることが分かった。こ

のように、農水産物中心の経営であっても、、都市近郊地域のような地域内に産業が

多い地域においては、第 1 次波及効果の段階から、波及効果倍率が大きいという特徴

が示された。 

(5)各地域の就業誘発者数と雇用誘発者数を合わせた雇用効果は、但馬地域が 380

人、阪神地域が 321 人、神戸市地域が 98 人という結果が得られた。農村地域である

但馬地域に対する道の駅の雇用創出効果が最も大きい。但馬地域の総人口は、年平均

約 2000 人の減少がつづいていることを考慮すれば、道の駅の地域内での雇用創出効

果は多大であるといえる。 

(6)阪神地域、神戸市地域等の都市近郊地域、都市地域に設置された道の駅は、農村

地域よりも地元の消費者の来場を見込んだ野菜等の農産物販売中心の経営が行われて

いる。京阪神という大消費地に近く、気軽に訪れることができるためであろう。1 駅

での売上高が大きいために、総合効果でも、但馬地域の香美町(4 駅)や養父市(3 駅)

に相当する効果を上げている。 

道の駅は、基本的に地域内供給を基本方針としている。したがって、道の駅が、

地方創生の拠点として、地域経済振興の中心的拠点としての効果を発揮するために

は、農水産物等の地域内供給中心の経営を行うことが重要である。地域内供給を高め

るためには、地域内の出荷者による農水産物の供給を増やすことや、地元の人材を雇

用するという方針を基本としたレストラン、温泉、体験サービス等の対個人サービス

の売り上げを増やすことが効果的であるいえよう。農産物重視の「但馬のまほろ

ば」、温泉施設重視の「但馬楽座」、「神鍋高原」の地域内経済効果が大きいという結

果は、このことを示唆している。加えて、自治体ごとの実質地域、自治体に対するそ

れぞれの波及効果の推計から、農水産物経営中心の朝来市、養父市、猪名川町におい

ては、いずれも第 2 次波及効果を含めた総合効果を直接効果で除した波及効果倍率
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は、対実質地域の方が対自治体よりも大きいことが分かった。これにより、地元の出

荷者による農水産物中心の道の駅経営の及ぼす経済効果は、実質地域内に広く波及す

るということが定量的に明らかになった。 

本研究では、これまで行われていなかった実質地域単位の道の駅の経済波及効果

の分析を行った。道の駅は、地域の拠点として期待されることから、経済的結びつき

の強い実質地域における経済効果の分析で、道の駅本来の機能に則した地元に対する

経済効果を検証することができた。そして、道の駅の基本方針である地域内供給が、

地域における多大な効果を発揮しているということを実証する結果となった。 

 

注 

 

1) 有効求人倍率は、2009 年度の 0.45 倍から 2014 年度の 1.11 倍まで上昇し、この

間、全国すべての地域において改善している(厚生労働省(2015))。また、1 人当たり

賃金に関して、2012 年度から 2016 年度にかけての「きまって支給する現金給与額」

は、45 都道府県(長 崎県、宮崎県、鹿児島をのぞく)で上昇している(厚生労働省

(2012))。さらに、就業者数に関しては、2012 年度から 2016 年度にかけての都道府

県別就業者数は、全国 38 都道府県(秋田県、山形県、山梨県、滋賀県、島根県、香川

県、佐賀県、宮崎県、鹿児島県をのぞく)で増加している(総務省統計局(2017))。 

2) 就業者とは、従業者と休業者を合わせたもののことである。このうち、従業者と

は、調査週間中において、収入を伴う仕事を少しでも(１時間以上)した者のことであ

る。休業者とは、調査期間中に、病気等の理由により、仕事をしなかった者を指す。

雇用者とは、会社、団体、官公庁又は自営業主や個人家庭に雇われて給料、賃金を得

ている者、及び会社、団体の役員のことである(独立行政法人 労働政策研究・研修機

構 HP 参照)。 

3) 実質地域とは、世界大百科事典(第２版)によると、等質性，統一性などが識別さ

れる地域と定義される。 

4) 道の駅の農産物直売所では、農産物と水産物が、同じ売り場内で取り扱われてい

るために、これらの金額を分割できない。そこで、産業連関表も、農林水産業を一つ

の部門に結合した新たな産業連関表を作成した。具体的には、地域別産業連関表(36
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部門)の農林業と漁業を結合して 35 部門に、自治体別産業連関表(40 部門)の農業、

林業、漁業を結合して 38 部門にした新たな連関表を作成した。なお、林業の取り扱

いについては、道の駅では取り扱われる林業に関する製品は、「パルプ・紙・木製品

部門」であるため、林業に相当するものは、全ての道の駅で取り扱われていない。出

典である地域別産業連関表の 36 部門が、農林業部門であり、すでに農業と林業の合

計となっていることから、これと比較するために、自治体別産業連関表においても、

林業を別に取り扱わずに、農業、林業、水産業を結合し、農林水産業部門とすること

にした。 

5) 例えば、道の駅「いながわ」では、出荷を行う生産者間でのネットワークを形成

して、互いに地域内で、加工品の原材料を供給し合うシステムがとられている(松尾

(2014) p.82 参照)。 

6) 重点「道の駅」とは、地域を盛り上げるための優れた企画があり、国土交通省の

支援で効果的な取り組みが期待できる「道の駅」を、国土交通省が選定して支援する

制度である。「但馬のまほろば」は、 2015 年 10 月 16 日のリニューアルオープンの

計画が選定理由となり、2015 年 1 月に全国で 35 カ所選ばれた重点道の駅の 1 つに選

定された。産物直売所は面積をほぼ２倍の約 1500 ㎡に拡大した(神戸新聞：

2015/10/17)。 

7) 平成 26 年度地域別市町内総生産の概要「平成 26 年度市町民経済計算(概要版)」

を参照。 

8) もっとも、このような規格外の農水産物に関して閉鎖経済を仮定することは、極

端ともいえる。たとえ小規模であっても農産物生産には、農薬、肥料、物財費等の費

用が掛かることには変わりがないからである。すなわち、実際の波及効果倍率は、自

給率 100％を仮定した 1.62 倍と、閉鎖経済での 2.21 倍の間にあると思われる。しか

し、閉鎖経済の仮定のもとでの農産物の波及効果倍率は、今後の地域内供給の取組を

さらに推進する際の目標値になるであろう。 

9) 松尾(2014)p.80 参照。 

10) 構造的な違いは、産業連関表の各部門からみれば、地域内産業の規模を考慮すれ

ば、農村地域における移輸入額が、都市地域における金額よりも、割合としてきわめ

て大きいという違いで説明できる。 
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11) 松尾・山口(2015)p.67 参照。 

12) 松尾・山口(2016)p.18 参照。 

13) なお、、阪神地域内の道の駅は、猪名川町にある道の駅「いながわ」1 駅のみで

あるので、阪神地域内の自治体ごとの波及効果倍率は、すでに(2)において検討を行

っているために、ここでは重複になるので示さない。 

14) 総務省統計局「平成 27 年国勢調査人口等基本集計結果(確定値)」を参照。 
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終章 政策的インプリケーション 

 

道の駅の登録案内制度は 1993 年に始まった。2017 年現在の登録数は、1117 駅に

まで増加し、広く国民に受け入れられる施設にまで成長した。道の駅は、制度発足時

の休憩機能・情報発信機能・地域の連携機能という 3 つの基本機能に加え、経済的機

能が有名である。さらに、観光立国推進政策および地方創生政策の拠点施設として位

置づけられ、防災機能、医療・福祉機能等の公益的機能が拡大するにつれて、地域に

おける重要性は益々高まってきている。本論文の目的は、このような道の駅の経済的

機能と代表的な公益的機能である防災機能に関し、計量的手法を用いてその有効性を

分析することである。 

本論文は、序章、第 1 章から第 6 章、そして終章の計 8 章で構成されている。まず、

第 1 章において、道の駅の歴史的展開について述べた。そして、第 2 章では、道の駅

に関する、経済理論、地域振興理論、計量的理論をまとめた。これらの歴史的側面と

理論的側面からの解明を基にして、第 3 章から第 6 章では、計量的分析を用いて道の

駅の実証分析を行った。そして終章では、特に第 3 章から第 6 章で行った実証分析結

果から得られた政策的インプリケーションをまとめた。 

実証分析として、まず第 3 章と第 4 章で、道の駅の経済的機能に関して、売上高向

上に対する要因分析を行った。道の駅は、公共施設でありながら、それ自体が経済主

体として、地域の創意工夫を取り入れた手法で運営され、駅ごとに経営方針が異なる

という特徴を持つ。第 3 章では、PFI 制度の適用を受けた道の駅を分析対象とした。

同制度は、公共施設の設置、運営を民間主導で行うという画期的な制度である。そし

て、第 4 章では、新交付金を受領した道の駅を対象として分析を行った。同交付金は、

その利用使途を地元の裁量に委ねるという新しい手法の交付金制度である。よって、

どちらの制度も、地域の創意工夫を最大限に活用するという道の駅の特徴をよくあら

わしている制度といえる。これらの分析によって、これまでの道の駅の経営向上に関

する政策効果を数値により明らかにすることができた。何よりも重要なことは、同時

方程式による分析から、具体的な道の駅の経済的機能向上を促す各要因に対する弾力

性が、実際に全て求められたことである。道の駅の売上高向上において、例えば総事

業費を 1％増加させれば、売上高が何％増加するかという効果は、弾力性から得られ
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る。記載された各項目(説明変数)の各内生変数への弾力性が分かることにより、同時

方程式から得られた変数相互の因果関係だけでなく、その効果の度合いまで明らかに

することができた。 

まず、第 3 章では、「PFI による道の駅経営と地域振興」として、PFI(民間資金等活

用事業)で設立された道の駅に注目し、アンケート結果から売上高、駐車数、入場者数、

イベント数等の要因間の関係を、同時方程式モデルにより分析し、各 PFI 道の駅の資

料、聞き取り調査等から PFI での道の駅が成功する場合の政策的要因分析を行った。

特に PFI によって設立された道の駅に関する分析により、①売上高は、入場者数が大

きくなれば増加する。②入場者数は、総事業費が大きくなると増加する。③総事業費

は、イベント数が多くなると増大する等が明らかとなった。そして、具体的な弾力性

を掲示すると、売上高が 1％増加するとイベント数が 1.31％増加、イベント数が 1％

増加すると総事業費が 0.37％増加、総事業費の 1％の増加に対して入場者数が 2.67％

増加、入場者数が 1％増加すると売上高が 0.16％増加する等の推計結果が得られた。

さらに、方程式における PFI のダミー変数の係数推定値から、PFI の駅は、売上高を

1 億 2637 万円増加させるという実際の数値が推計された。 

第 4 章では、「新交付金による道の駅と地域振興」として、道の駅設立に適用でき

る新たに設けられた交付金(農山漁村活性化プロジェクト支援交付金および社会資本

整備総合交付金)に着目し、同時方程式モデルにより推定し、売上高増の要因分析を

行った。新交付金を受領した道の駅に関する分析により、①イベント数は、売上高が

増えれば増加する。②売上高は、駐車数が多くなると増加し、逆に、駐車数は、売上

高が増えれば多くなるというループ関係にある。③入場者数は、イベント数が多くな

れば増加する。④温泉施設の道の駅は、売上高も増加させる。⑤管理費と入場者数は

互いを増大させるループ関係になっていること等が明らかとなった。 

具体的には、駐車数が 1％増加すると売上高 1.06％増加、売上高 1％増加すると駐

車数が 0.34％増加する等、実際の弾力性が得られた。さらに、ダミー変数の係数推

定から、新交付金を受領した道の駅は、売上高 1 億 467 万円増加させるということ

も明らかとなった。 

すなわち、どちらの分析からも、道の駅の売上高はイベント数、入場者数、駐車

数、総事業費等と相互依存的であることが分かった。両分析から得られた結果を総合
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的に見ることにより、次のようなファクト・ファインディングズが得られた。すなわ

ち、①イベント数は、総事業費を増やし(PFI)、入場者数を増やす（新交付金）。②売

上高は、入場者数が増えれば増加し(PFI)、売上高が増加すればイベント数を多くす

る（新交付金）ような経営が行われる。③入場者数は、売上高増加の直接要因である

（PFI）とともに、イベント数を多くすることによって増加させる（新交付金）とい

う結果が得られた。そして、各分析のダミー変数の係数推定値から、④PFI での道の

駅は平均して、売上高を 1 億 5460 万円増加させる。⑤新交付金は売上高を 1 億 467

万 4900 円増加させているということが分かった。 

さらに、PFI で設立された道の駅と新交付金を受領した道の駅ともに、総事業費が

調査対象駅の中で際立っていなかったことも特筆に値する。これは、PFI の事業計画

の方針が効率性を重視したものであること。さらに、新交付金を受領した駅が、売上

高／総事業費比率 と 売上高／管理費比率 は高いが、管理費や総事業費の金額自体

は大きいとはいえないという計測結果と符合する。同時に、PFI の道の駅、新交付金

を受領した道の駅ともに、他の道の駅よりも売上高が大きく、どちらの駅も、イベン

トを多く行っているという結果が得られた。これらのことから、売上高を増やす経営

を行うためには、総事業費、管理費額を過度に増大させずに、PFI や新交付金等の地

元の創意工夫が活かされる手法により、経営を効率的に行うことが重要であると結論

できる。 

つづいて第 5 章では、「道の駅の防災機能に関する研究」として、道の駅の持つ代表

的な公益的機能である防災機能に関しての分析を行った。道の駅の防災機能は、東日

本大震災において、地域の災害復旧拠点として多大な機能を発揮した。まず、防災ア

ンケートからクラスター分析により道の駅を４類型化し、各類型と売上高等の経営指

標との関係を説明変数としてプロビット分析、順序プロビット分析を用いて検証した。

道の駅の防災機能に関しては、①PFI での道の駅が防災には非常に協力的であること。

②イベントを多く行う駅は、防災機能の充実に協力的である。また、③防災意識が強

い駅は、売上高、イベント数や入場者数が大きく、逆に、④売上高、総事業費、駐車

数、イベント数や、PFI の道の駅は、防災意識も強いという計測結果が得られた。特

に、③と④の分析結果から、公益的機能である防災機能は、売上高、入場者数、イベ

ント数等の指標と相互因果関係にあるということが明らかとなった。 
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このような、道の駅の経済的機能と公益的機能の充実度の関係性の存在は、各道

の駅に対する資料と聞き取り調査の結果からも裏付けられる。例えば、①防災スコア

が高い PFI で設立された道の駅は、観光施設などと連繋したイベントや収穫祭、花

火祭りイベント等が行われ、豊かな品揃えと、口コミ、散らし等を大いに利用した集

客方法等、経営の工夫を行い、経済的機能も高い。②総事業費が高く、施設が充実し

ている道の駅は、売上高が大きいとともに、防災機能も充実している。また、③温泉

施設ダミー変数が有意となったという計測結果は、「ようか但馬蔵」の足湯、「いぶす

き」の砂蒸温泉等多様な機能を備えた道の駅の経営が上手く行っていること、さらに

利用者に魅力的なサービスが重要であるという主張（佐藤(1992)）を裏付けている。 

第 6 章では、「道の駅の地域に対する産業連関分析」として、道の駅の地域内での

経済波及効果に関しての分析を行った。分析結果は、つぎの 6 項目にまとめられ

る。①総合効果は、但馬地域（11 駅）では 18 億 4972 万円、阪神地域（1 駅）では

6 億 8582 万円、神戸市地域（1 駅）では 2 億 9710 万円という結果が得られ、3 地域

ともに道の駅は、地域経済の活性化に大きく寄与している。②各地域の波及効果倍率

は、但馬地域は 1.49 倍、阪神地域は 1.55 倍、神戸市地域は 1.59 倍である。③道の

駅の農水産物に関する波及効果倍率は、但馬地域 1.62 倍、阪神地域 1.61 倍、神戸市

地域 1.67 倍と極めて高いことから、地域内供給を基本とする農水産物販売中心の経

営方針は有効である。④各道の駅の経済波及倍率を、空間的・時間的な差異により

「動学的」に分析すると、農水産物中心の経営で農村地域にある朝来市、養父市の駅

では、第 1 次波及効果の段階では、自治体内の波及効果倍率が、但馬地域内での倍

率に比べて大きく、反対に、第 2 次効果の段階では、地域での倍率が自治体に対す

る倍率を上回る。さらに、農水産物中心の経営で都市近郊地域に位置する猪名川町の

駅（「いながわ」）は、第 1 次から第 2 次波及効果に至るまで一貫して、地域に対す

る波及効果倍率が、町に対する倍率を上回る。⑤各地域の就業誘発者数と雇用誘発者

数を合わせた雇用効果は、但馬地域が 380 人、阪神地域が 321 人、神戸市地域が 98

人である。⑥人件費の比率が高い温泉施設中心の「但馬楽座」のような道の駅の波及

効果倍率が高いことから、道の駅の地元住民を雇用するという方針は有効である。 

道の駅は、観光立国推進と地方創生政策の拠点施設として、政府の地域活性化政

策の中心的施設に位置付けられ、その数は制度発足後 23 年間で 10 倍以上にまで増
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加した。本論文では、「地域の創意工夫に委ねる」というコンセプトで運営される

「道の駅」を拠点とした政府の地域政策の有効性を客観的に示すことができた。な

お、これらの実証分析には、全て実際の道の駅に対するアンケートおよび聞き取り調

査から得られた経済データと、防災機能に関するアンケート調査結果のデータを用い

た。実際の道の駅に関するデータを用いて、同時方程式モデル、順序プロビットモデ

ル、プロビットモデル等の計量分析、さらに、産業連関分析を用いることで、道の駅

の経済的機能と防災機能の極めて客観的な実証分析を行うことが出来た。 

つづいて、以上の分析結果によって定量的に明らかになったインプリケーション

を、道の駅の持つ機能的特徴と合わせて考察を行うことにする。既に示したように道

の駅は公共施設である。従って、その設置・運営には公的資金が投入されている。こ

の公的資金が投入される論拠は、その公益的役割が大きいことによる。道の駅の持つ

公益的機能は、次の 2 点に整理できる。第 1 に、道の駅の公益的機能とは、公共施

設としての機能を指す。道の駅の発足時の基本機能は、休憩機能、情報発信機能、地

域の連携機能の 3 機能である。これら 3 機能は、全て、地域に果たす公益的機能で

ある。さらに、防災、医療、福祉、住民サービス等の公益的機能も注目されている。

2015 年に地方創生の拠点施設に位置づけられたとで、地域における公益的機能は、

今後も、益々拡充されることになると思われる。 

第 2 に、地域内の地域振興に寄与するすべての経済主体の集まりを、その地域を

活性化するための産業集積と見たとき、このような地域活性化の拠点施設としての道

の駅が担う地域経済のけん引役としての機能もまた、公益的機能とみなすことができ

よう。中山間地域等の人口減少がつづいている地域に設置された道の駅は、地域内に

産業が少ないために、地域経済全体を発展させる原動力として、道の駅の効果に対す

る期待は、特に大きいといえる。そのため、第 1 章でも示したように、道の駅の地

域に及ぼす正の外部経済は、計り知れないほど大きく、地域におけるイノベーターと

して享受する私的利益よりも、地域経済に及ぼす社会的利益の方が、はるかに大き

い。このことが、道の駅のイノベーションに対する動機(モチベーション)を減退させ

ることは明らかである。このことは、一種の市場の失敗であると見なせる。 

従って、道の駅の地域振興に対するイノベーションが、最大限に発揮されるため

には、この市場の失敗を解消することが求められる。この市場の失敗は、市場経済に
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委ねた「競争」のみでは解決できない。従って、このような道の駅に関して生じる市

場の失敗が、各道の駅に公的資金である税金が投入される根拠であるとされる。さら

に、公的資金の投入以外に、この市場の失敗を解消し、道の駅の及ぼすイノベーショ

ンが最大限に発揮されるために、次のような、道の駅の正の外部性を内部化する制度

が備えられている。①道の駅としての外部経済性にフリーライドするものを排除する

ために、道の駅をブランド化すること。②道の駅の連絡会の組織化をより強固なもの

とすることである。道の駅を中心とする地域活性化のための産業集積において、

Marshall のいう「外部性」と「産業の雰囲気」の中で、Schumpeter の唱えるイノ

ベーションが最大限に革新的であれば、地域経済がより活性化することにつながる。 

道の駅は、公的資金のみに頼る公共施設とは違い、上述したような制度的な支援

によって、地域経済をけん引するシステムが構築されている点が、非常に画期的であ

るといえる。もっとも、地域経済は、郷土を愛する地元企業がそれぞれ、地域内の経

済循環により経済活性化に取り組むことで、地域経済の振興につながると言われてい

る。しかし、これらの志のある経済主体の中心となる拠点施設がなければ、地域振興

の効果は分散してしまい、効率的に発揮できないことも事実である。道の駅は、この

ような経済主体の結びつきを強める「結節点」として、重要な役割を担っているとい

えよう。地域内経済主体のネットワークが強まることで、活性化のエネルギーは何倍

にも大きくなると思われる。 

本研究による分析で、地方創生政策の基本方針である各地域の裁量に任せるとい

う道の駅政策は、持続的に地域を活性化するものであり、今後の地域振興政策として

十分に期待できることが実証されたと思われる。実際、中山間地域等の人口減少が問

題とされる地域に設置された道の駅の中には、赤字経営が続き、毎年の赤字の補填を

自治体の税金で補っている道の駅も少なくない。このように、公益的機能への期待は

大きいが、持続と言う観点から見れば問題がある駅が少なからず存在する。本研究の

経済的機能と公益的機能に関する分析結果から得られた多くの政策的インプリケーシ

ョンは、独立した経済主体としての道の駅が、多大な公益的機能を、いかにすれば最

大限に発揮できるかという手法に対する有効な指針を示すことにつながったと思われ

る。 

さらに、地方創生政策に加えて観光立国推進政策においても、道の駅は中心的施
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設として位置づけられているが、その根拠について考察を行うことにする。日本の各

地には、歴史、文化、自然等、多くの地域資源が眠っていると言われる。インバウン

ドで訪れる外国人をはじめ、他の地域からの来訪者に、これらの地域資源を紹介する

には、その拠点施設の存在が不可欠である。来訪者に、効率的に地域の魅力を紹介

し、地域経済の活性化に結び付ける役割も、道の駅に託された公益的機能であるとい

えよう。実証分析から得られた、清潔なトイレ、イベントの豊富さ、施設の設備が充

実していることが、来場者を増やし、売上高上昇につながる等の分析結果は、観光立

国推進政策においても、道の駅が公共施設かつ経済主体として有効であることを、定

量的に示したといえる。 

以上のように、地域経済の活性化において、あるいは、観光政策の推進におい

て、道の駅は有効に機能していることが分かった。もしも、道の駅がなければ、それ

ぞれの経済主体の地域活性化に対する取組の効果は、現在よりも分散してしまうと思

われる。従って、地域経済主体同士の連携を促す道の駅の役割は、非常に大きいとい

えよう。さらにこのことは、地域を超えた道の駅相互の連携が、全国的な経済活性化

につながることを示唆しているといえる。今後の道の駅政策を考えると、全国的な道

の駅の連携をさらに強化することで、経済活性化がより促進されるとともに、防災、

医療・福祉、住民サービス機能等の公益的機能のさらなる充実が図れると思われる。

近年は、道の駅をモータリゼーションの拠点施設として、EV 充電器の設置、デマン

ドバスの自動運転実験の開始等が始まっているが、道の駅の第 3 ステージに向け

て、より強固な連携が重要となるであろう。 
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